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第１章  総  説 

 

1-1  富山市の沿革 
 

富山市は、標高 3,000ｍ級の北アルプス立山連峰を望み、「海の幸の宝庫」富山湾に面する水と緑に

恵まれた自然豊かな都市です。有史以来、北陸道の要衝の地であり、肥沃な農地を有する穀倉地帯であ

ることから、しばしば戦乱の舞台にもなりました。 

戦国時代には、「さらさら越え」で知られる佐々成政がこの地を治め、当時行った治水事業が地域発

展の礎になりました。寛永17年(西暦1640年)、前田利次公が富山十万石の初代藩主として富山城に入

城以来、河川を利用した交易を奨励し、新田開発や漁業をはじめ、製薬・売薬業などにも力を注ぎ、13

代続く富山藩の城下町として栄えました。 

明治維新後、22 年 4 月には県内初となる市制を施行しました。当時 5 万 7 千人余だった人口は隣接

する町村を編入しながら拡大し、昭和20年には人口16万 8千人を数えるまでになりました。本市は県

庁所在地として、また商工業都市の盛んな北陸有数の中核都市として成長・発展を続けてきました。 

しかし、昭和 20 年 8 月の空襲により市街地は壊滅的な被害を受けました。戦後、富山駅を中心とし

た近代的な都市計画を推進するとともに、復興に向けた市民の不断の努力によって、重化学工業や機械

工業などを中心とする日本海側有数の産業都市として発展してきました。 

平成8年には旧富山市が中核市に移行し、同17年 4月には近隣7市町村(富山市・大沢野町・大山町・

八尾町・婦中町・山田村・細入村)が合併して市域面積1,241.74 k㎡、人口41万人余の新富山市が誕

生しました。 

近年、人口減少、少子・超高齢社会を迎え、社会保障制度やまちづくりにおいても複雑かつ多様な課

題が生じています。このため本市では、将来の世代にも責任が持てる持続可能な都市を目指し、公共交

通を軸とした拠点集中型の「コンパクトなまちづくり」を進めています。 

誰からも選ばれる魅力ある都市を目指し、都市の競争力や総合力を高めるため、雇用機会の創出と産

業の振興を図るとともに、福祉、環境、教育、文化など地域の特性を生かした様々な施策をバランス良

く推進しています。 

福祉施策では、子育て支援として、平成27年10月に市内7か所の保健福祉センターに子育て世代包

括支援センターを設置し、平成29年度からは、子どもに関する事業を集約・再編した「こども家庭部」

を新設するなど、妊娠から出産、乳幼児、青少年に至るまで、一貫した切れ目ない施策展開を図り、子

どもの健やかな育成を支援する体制の構築に努めています。 

また、平成 31 年 3 月には「富山市地域福祉計画」を策定し、地域住民や地域の多様な主体が、人と

人、人と資源が世代や分野を超えてつながる取り組みを通して、住民一人ひとりの暮らしと生きがいを

大切にし、地域を共に築く「地域共生社会」の実現を目指しています。 

さらに、平成 31 年 4 月には、健康寿命の延伸関連施策の推進等、きめ細やかな福祉・健康関連施策

の更なる展開や部局横断的な取り組みに対応するため、福祉政策課を新設するなどの体制強化を図った

ところであり、今後も、誰もがいきいきと生活できる環境づくりに努めていきます。 
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1-2  富山市の地図

　
富山地域

富山県

　
富 　
山
市

大山地域

富山地域

婦中地域

大沢野地域

八尾地域

富山市保健所

山田地域

細入地域

  [富山地域]

中央保健福祉センター
管内人口 １１０，００７人

北保健福祉センター
管内人口 ８３，１０１人

細入地域

中央保健福祉センタ
管内人口 １１０，００７人

新庄

新庄北

南保健福祉センター
管内人口 １０１，６５８人

西保健福祉センター

管内人口 ６５，４４５人

  [大沢野地域]
  [大山地域]
  [八尾地域]
  [婦中地域]
  [細入地域]
  [山田地域]

南保健福祉センター
管内人口 １０１，６５８人

大沢野保健福祉センター

（細入地域含む）
管内人口 ２２，７８８人

大山保健福祉センタ

管内人口 ６５，４４５人

管内人口 ２２，７８８人

大山保健福祉センター
管内人口 ９，３３１人

八尾保健福祉センター

（山田地域含む）

管内人口 ２０，５７１人
*注 人口は令和3年3月31日現在の

住民基本台帳登録人口
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1-3  年齢別・性別人口

　1-3-1　年齢別・性別人口　(富山市）

年齢 男 女 計 男 女 計 男 女 計 年齢 男 女 計

《 0 ～ 4 》 8,015 7,627 15,642 7,842 7,439 15,281 7,583 7,236 14,819 【 0～ 14】 25,868 24,643 50,511

平成31年3月31日現在 令和2年3月31日現在 令和3年3月31日現在 平成31年3月31日現在

《 5 ～ 9 》 8,587 8,180 16,767 8,461 8,023 16,484 8,312 8,028 16,340 【15～64】 124,598 118,722 243,320

《10～14》 9,266 8,836 18,102 9,138 8,720 17,858 9,084 8,550 17,634 【 65 ～ 】 52,016 70,057 122,073

《15～19》 10,154 9,482 19,636 9,974 9,405 19,379 9,752 9,183 18,935 【 合 計 】 202,482 213,422 415,904

《20～24》 10,606 9,418 20,024 10,701 9,428 20,129 10,737 9,415 20,152

《25～29》 10,510 9,203 19,713 10,567 9,251 19,818 10,519 9,262 19,781

《30～34》 11,423 10,454 21,877 11,073 10,147 21,220 10,919 9,731 20,650 年齢 男 女 計

令和2年3月31日現在

《35～39》 12,375 11,589 23,964 12,235 11,317 23,552 12,124 11,289 23,413 【 0～ 14】 25,441 24,182 49,623

《40～44》 15,466 14,584 30,050 14,720 13,770 28,490 13,918 12,993 26,911 【15～64】 124,101 117,952 242,053

《45～49》 16,855 16,112 32,967 17,123 16,518 33,641 17,116 16,502 33,618 【 65 ～ 】 52,446 70,537 122,983

《50～54》 13,516 13,414 26,930 13,987 13,651 27,638 14,730 14,126 28,856 【 合 計 】 201,988 212,671 414,659

《55～59》 11,966 12,103 24,069 12,186 12,374 24,560 12,377 12,482 24,859

《60～64》 11,727 12,363 24,090 11,535 12,091 23,626 11,410 11,963 23,373 令和3年3月31日現在

《65～69》 14,218 15,379 29,597 13,252 14,264 27,516 12,609 13,559 26,168 年齢 男 女 計

《70～74》 13,951 15,985 29,936 14,705 16,722 31,427 15,587 17,780 33,367 【 0～ 14】 24,979 23,814 48,793

《75～79》 10,859 13,601 24,460 11,121 14,140 25,261 10,547 13,409 23,956 【15～64】 123,602 116,946 240,548

《80～84》 6,970 10,474 17,444 7,153 10,487 17,640 7,370 10,548 17,918 【 65 ～ 】 52,718 70,842 123,560

《85～89》 4,094 8,394 12,488 4,153 8,413 12,566 4,451 8,777 13,228 【 合 計 】 201,299 211,602 412,901

《90～94》 1,599 4,496 6,095 1,692 4,658 6,350 1,729 4,794 6,523

《95～99》 294 1,513 1,807 334 1,599 1,933 385 1,712 2,097

《 100 ～ 》 31 215 246 36 254 290 40 263 303

【 合 計 】 202,482 213,422 415,904 201,988 212,671 414,659 201,299 211,602 412,901

(資料：令和3年3月31日現在　住民基本台帳人口）

1-3-2 人口ピラミッド （資料：令和3年3月31日現在 住民基本台帳人口）　1 3 2　人口ピラミッド （資料：令和3年3月31日現在　住民基本台帳人口）

男 女

人
年齢(歳）

05000100001500020000
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《45～49》
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人
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1-4　保健所の組織及び主な分掌事務
令和３年４月１日現在

 　

（分掌事務は省略）

こども健康課

こども家庭部

妊産婦・乳幼児健康診査および訪問指導、不妊治
療費等助成、すこやか子育て支援、切れ目ない子育
て支援体制構築等

母子保健係

健康診査等の実施、健康教育、健康相談、訪問指
導、栄養指導等

がん検診等の実施、健康教育、健康相談、訪問指
導、栄養指導、福祉相談等

母子保健係

成人保健・福祉相談係

保健福祉センター
（市内7か所）

児童相談係

福 祉 保 健 部

感染症対策、結核対策、予防接種、小児慢性特定
疾病、特定疾病等

精神保健福祉対策、自殺予防対策等

結核・感染症係

保健係

衛生指導係

管理係

食品衛生・生活衛生施設等の許認可、監視・指導、
浄化槽等

食品衛生・乳肉衛生等の監視・指導、狂犬病予防、
動物愛護等

大気や河川等の環境衛生検査等

衛生検査係

環境検査係

監視係

生 活 衛 生 課

文書、予算、庁舎管理、保健所運営協議会等

保 健 所

食品衛生検査、臨床検査等

医務係

健康係

地 域 健 康 課

保 健 予 防 課

医療施設、医療従事者免許、薬事・毒劇、献血、
保健統計等

成人保健、がん検診、健康づくり、歯科保健、栄養改
善、訪問指導等

－ 4 －



1-5 施 設 概 要                

令和３年４月１日現在 
施設名 住所及び電話 位置図 

富山市保健所 

南保健福祉センター 

 

〒939-8588 

富山市蜷川４５９番地の１ 

保健所 TEL  (076)428-1155 (代) 

FAX  (076)428-1150 

南保健福祉センター 

    TEL (076)428-1156  
中央保健福祉センター 

 

 

 

〒930-0065 

富山市星井町二丁目７番３０号 

TEL  (076)422-1172 

FAX  (076)420-3003 

 
北保健福祉センター 〒931-8353 

富山市岩瀬文化町２３番地２ 

TEL  (076)426-0050 

FAX  (076)426-9210 

 

 
大沢野保健福祉センター 〒939-2293 

富山市高内３３３番地 

TEL  (076)467-5812 

FAX  (076)468-1645 

 
大山保健福祉センター 〒930-1392 

富山市上滝５２５番地 

TEL  (076)483-1727 

FAX  (076)483-3081 

 
八尾保健福祉センター 

 

 

 

 

〒939-2376 

富山市八尾町福島２００番地 

TEL  (076)455-2474 

FAX  (076)455-2491 

 

 
西保健福祉センター 

 

 

〒939-2603 

富山市婦中町羽根１１０５番地７ 

TEL  (076)469-0770 

FAX  (076)469-0772 

 

 
こども健康課 〒930-8510 

富山市新桜町７番３８号 

市役所本庁舎西館３階 

TEL (076)443-2248（母子保健係） 

FAX (076)443-2169 

略 
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1-6 職 員 数                     

                              
令和３年４月１日現在 

所属名 正規職員の内訳（再任用含む） 職員数 
会計年度任用
職員の内訳  

会計年度任用
職員数 

 

保健所 

保健所長 １ 

参事（保健所次長）２ 

参事（保健担当）１ 

１ 

２ 

１ 

  

地域健康課  

 

管理係 

医務係 

 

健康係 

課長 １、主幹 ３（うち兼務１）、 

主幹（課長代理） １、副主幹 １ 

係長 １、主査 １、主任 ３、主事 ３ 

係長 １、主査 １、技師 １、 

薬剤師 １ 

主幹（係長） １、主査 ５（うち兼務１）、

主任看護師 ２、主任保健師 １、 

主任栄養士 １（兼務）、保健師 １ 

２９ 

（兼務 3） 

専門官（再雇用）１ 

薬剤師  １ 

一般事務 ３ 

歯科衛生士１ 

６ 

保健予防課  

 

結核･感染

症係 

 

保健係 

課長 １、主幹（課長代理） １、 

主幹 １、副主幹 １ 

副主幹（係長）１、主査 ７、 

主任薬剤師 １、主任技師 １、 

看護師 １、保健師 ２、主事 ２ 

副主幹（係長）１、主査 ５、 

主任看護師 １、主任 １、保健師 １、

主事 ４ 

３２ 看護師  １ 

精神保健福祉士１ 

一般事務 ４ 

 

６ 

 

 

 

生活衛生課  

 

衛生指導係 

監視係 

衛生検査係 

 

環境検査係 

課長 １、主幹 1、課長代理 １、 

副主幹 ２ 

係長 １、主査 ３、栄養士 １ 

副主幹（係長） １、主査 ２、栄養士 ３ 

係長 １、主査 ３、 

主査（再任用） １、主任技師 １ 

副主幹（係長） １、主査 ２、技師 １ 

２６ 専門官（再雇用）１ 

薬剤師  １ 

臨床検査技師２ 

狂犬病予防技術員３  

７ 

      

※参考      

所属名 正規職員の内訳（再任用含む） 職員数 
会計年度任用
職員の内訳  

会計年度任用
職員数 

こども健康課 

 

 

 

 

 

 

母子保健係 

 

児童相談係 

課長 １、課長代理 １ 

副主幹（係長） １、主任保健師 ４ 

保健師 １ 

係長 １、主査 ４、主任 １、 

主事 ３ 

１７ 一般事務 ２ 

看護師  １ 

相談員  １ 

支援員  １ 

 

５ 
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所属名 正規職員の内訳（再任用含む） 職員数 
会計年度任用 
職員の内訳  

会計年度任用
職員数 

中央 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

所長 １ 、所長代理 １ 

係長 １、主査 ２、主任保健師 １、 

保健師 ３、栄養士 １ 

副主幹（係長）１、主査 ４、 

保健師  ３ 

１８ 看護師  ２ 

管理栄養士１ 

相談員     １ 

４ 

南 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

所長 １、 主幹（所長代理） １ 

係長 １、 主査 ２、 主任栄養士 １ 

保健師 １ 

副主幹（係長） １、主査 １、 

主任保健師 １、保健師 １ 

１１ 一般事務 １ 

看護師  ２ 

相談員  １ 

 

４ 

北 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

参事（所長） １、 主幹（所長代理） １ 

係長 １ 

主査 １、主任栄養士 １、保健師 １ 

係長 １、主査 ２、保健師 ２ 

１１ 一般事務 １ 

看護師  ２ 

相談員  １ 

４ 

大沢野 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長 １ 、所長代理（係長）１ 

所長代理（係長 ※再掲）１、主査 １ 

係長 １、主査 １、保健師 １ 

６ 一般事務 １ 

 

１ 

大山 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

成人保健・

福祉相談係 

所長 １、所長代理（係長） １ 

所長代理（係長 ※再掲）１、主査 １ 

係長 １、保健師 １ 

５ 一般事務 １ 

 

１ 

八尾 

保健福祉 

センター 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

所長 １、所長代理（係長） １ 

所長代理（係長 ※再掲） １ 

保健師 １ 

係長 １、主査 ２ 

６ 一般事務 １ 1 

西 

保健福祉 

センター 

 

 

母子保健係 

 

成人保健・

福祉相談係 

所長（再雇用） １、主幹 １ 、 

主幹（所長代理・係長）１ 

主幹（所長代理・係長 ※再掲） １ 

主査 １、保健師 １ 

係長 １、主査 １、主任保健師 １ 

保健師 １ 

９ 看護師  ２ 

一般事務 ２ 

 

４ 

 



1-7  保健所の沿革 
 
 

年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

昭和１９年１０月  

 

 

 

 

 

・県富山保健所を富山旧城址に設置 

（元電気局建物） 

簡易保険、健康相談所、健康相談所の業務を吸収 

管内 

富山市、上新川郡、

婦負郡の一部 

（１市５町１４村） 

44,498 世帯 

230,226 人  

昭和２０年 ８ 月  ・戦災により、県富山保健所庁舎喪失県庁へ移転  

昭和２１年 ・国民健康保険組合に保健婦が配置され、結核、母子を中心

とした保健活動開始 

 ・国民健康保険組合

に保健婦補助金交

付制度発足 

昭和２３年 ・母子手帳交付   

昭和２３年 ７ 月  ・富山市大手町に、県富山保健所庁舎竣工 ・予防接種法及び予

防接種法施行令の

施行 

・予防接種法施行規

則の施行 

昭和２３年 ８ 月  ・県富山保健所が、標準保健所に指定される。 

（総務課、衛生課、普及課、予防課を設置） 

 

昭和２４年 ・第 1 回赤ちゃんコンクール実施   

昭和２６年 ３ 月 

 

  ・結核予防法の施行 

・予防接種法より結

核の規定を削除 

昭和２７年 ５ 月  ・県富山保健所、庶務課、衛生課を設置  

昭和３１年１０月 

 

 ・富山市保険課で保健事業、衛生課で衛生事業を

行う。 

・国民健康保険組合

が市役所へ移管 

昭和３３年 ９月   ・予防接種実施規則

の施行 

昭和３５年 ・巡回乳幼児健康診査、健康相談開始   

昭和３６年 ３ 月 

 

・ポリオ定期予防接種開始   

昭和３８年 ・巡回循環器集団検診開始 

・老人健康診査開始 

・保健活動専属医師１名採用（～昭和４６年） 

  

昭和３８年 ８ 月   ・老人福祉法施行 

昭和４０年１０月  県富山保健所、総務課、衛生課、予防課を設置  
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

昭和４２年 ７ 月  ・富山市保険課から保健業務が分離し、公会堂別

館に保健指導室開設。庶務係、保健指導係を設置 

 

昭和４２年１１月  ・県富山保健所と精神衛生センターとの合同庁舎

着工     （延床面積  ２，２７１．５５㎡） 

 

昭和４３年 ４ 月 ・子宮がん集団検診開始   

昭和４５年 

 

・母親教室開始 

 

・保健指導室が、丸の内（旧中央保健福祉センタ

ー地）に移転 

 

昭和４６年 ４ 月  ・県富山保健所、総務課、衛生課、予防課、検査

課を設置 

 

昭和４７年 ４ 月  ・衛生課と保健指導室が改組され、保健衛生課に

保健指導係を設置 

 

昭和４８年 ４ 月 

 

 

・乳がん集団検診開始 

・４か月児健康診査開始 

・救急医療センター開始 

  

昭和４９年 ８ 月 

 

・百日ぜき・ジフテリア・破傷風（三種混合）予防接種開始

（集団接種） 

  

昭和５０年１２月 ・痘そう予防接種（12 月で終了）   

昭和５１年 ３ 月 ・富山市食生活改善推進連絡協議会設立   

昭和５１年 ４ 月 ・赤ちゃん教室・幼児教室開始   

昭和５２年 ３ 月 

 

  ・「健康都市宣言」

を採択 

昭和５２年 ７月 

 

  ・予防接種施行令の

一部改正 

昭和５３年 １ 月 ・風しん予防接種開始（中学校３年生女子）   

昭和５３年 ２ 月  ・富山市母子健康センター及び富山市救急医療セ

ンター竣工 

  （延床面積   １，５２６．９６㎡） 

  （旧中央保健福祉センター） 

 

昭和５３年 ４ 月 

 

 

 

 

・婦人の健康づくり事業開始 ・国保保健婦から市町村保健婦へ身分移管 ・国民の健康づくり

地方推進事業及び

婦人の健康づくり

推進事業等につい

て局長通知 

昭和５４年 １ 月 ・麻しん予防接種開始（個別接種）   

昭和５４年 ４ 月 ・１歳６か月児健康診査開始   

昭和５５年 ４ 月 ・子宮がん医療機関検診開始   

昭和５６年 ４ 月 ・早期療育事業・母乳育児啓発事業開始   
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

昭和５７年 ４ 月 ・遊戯教室開始（平成１７年度で終了）   

昭和５８年 ２ 月   ・老人保健法施行 

昭和５８年 ４ 月 ・巡回循環器集団検診から医療機関委託による基本健康診査

（４０歳以上）に移行 

・健康手帳の交付、各種健康教育、健康相談及び各種健康診

査を実施 

・寝たきり老人訪問指導事業開始 

・県合同庁舎より精神衛生センター移転  

昭和５９年 ４ 月 ・健康増進事業開始 

・健康づくり対策室会議開始 

・地域健康づくり展開始 

・富山市市民健康センター竣工 

   （延床面積   １，４８７．９９㎡） 

・厚生部から市民部に改組 

保健衛生課から市民健康センターとなり、管理係、

予防衛生係、保健指導係、健康づくり係を設置 

・企画部に健康づく

り対策室が設置さ

れ、健康づくり関連

各課の強化が図ら

れる。 

昭和６０年 ４ 月 ・富山市保健推進員連絡協議会設立 

・健康づくり強調月間を１０月に設定 

  

昭和６２年 ４ 月 ・糖尿病教室開始   

平成 元 年 ・健康情報システム、母子保健システム一部稼動   

平成 ２ 年 ４ 月 ・肺がん集団検診・胃がん医療機関検診開始 

・訪問看護等在宅ケア総合推進モデル事業開始 

・市民部から福祉部に改組 

 保健指導係解消、訪問指導係、成人母子健康係

が設置 

・健康づくり係の一部業務を体育課へ移管、健康

スポーツ係を設置 

 

平成 ３ 年 ４ 月 ・肺がん、大腸がん医療機関検診開始 

・生活習慣改善指導事業開始 

・仲間づくりの赤ちゃん教室開始 

  

平成 ４ 年 ４ 月 ・乳がん医療機関検診開始 

・富山市訪問看護事業開始 

・成人母子保健係を成人保健係、母子保健係へ改

組 

 

平成 ４ 年１０月 ・第１回マタニィティママ＆ベビーフェスティバル開催   

平成 ５ 年 ４ 月  ・市民健康センターに課制導入 

総務課（管理係・予防衛生係）、健康指導課（成

人保健係・母子保健係・訪問指導係）、訪問看護

ステーションを設置 

 

平成 ６ 年 ５ 月 ・シルバーふれあいデー開始（平成１３年度で終了）   

平成 ６ 年 ６ 月 ・風しん予防接種に係る経過措置実施  ・予防接種法一部改

正 
・義務接種から努力 

 接種へ 
・個別接種の推進 
・健康被害救済制度

の充実 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成 ７ 年 ４ 月 ・骨粗しょう症健診開始 ・保健所設置準備室設置 ・地域保健法施行 

平成 ７ 年 ５ 月 ・ジフテリア･百日咳・破傷風（三種混合）予防接種

の個別接種実施 

  

平成 ７ 年 ６ 月 ・日本脳炎（第Ⅰ期、第Ⅱ期、第Ⅲ期）予防接種の集団接種

開始 

  

平成 ７ 年 ７ 月   ・精神保健福祉法 

平成 ７ 年１２月  ・保健所の設置が承認される。 ・中核都市指定の政

令公布 

平成 ８ 年 ２ 月  ・平成９年４月の開所を目指して、蜷川地内に新

保健所起工 

 

平成 ８ 年 ４ 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県の保健所事業を富山市に移譲 

・３歳児健康診査開始 

・乳幼児発達健康診査開始 

・思春期保健対策事業開始 

・乳幼児アトピー性疾患相談事業開始（平成１６年度より乳

幼児健康相談に併設） 

・訪問口腔指導事業開始（平成１２年度訪問歯科保健事業に

変更） 

・新４０歳の総合健康診査開始 

 

・富山市保健所設置 

   （県施設を間借りして業務開始） 

・保健所本庁機能として保健衛生課を設置 

・保健所に総務課（管理係・医務係）、保健予防

課（予防係・保健計画係）、健康課（母子保健係・

成人保健係・訪問指導係）、衛生検査課（衛生指

導係・監視係・検査係）を設置 

・市民健康センターを保健センター（母子保健

係・成人保健係）に改称、訪問看護ステーション

とともに保健事業の一元化 

・富山市が中核市に

移行 

平成 ８ 年 ７ 月 ・地域総合相談会事業、各校下で開始 

・風しん予防接種の個別接種実施 

  

平成 ９ 年 ３ 月   ・蜷川地内に、富山市保健所竣工 

      （延床面積  ３，３２８．８３㎡） 

 

平成 ９ 年 ４ 月 

 

・機能訓練（Ａ型）事業開始 

 

・保健所健康課を改編し健康課（企画係・訪問指

導係）、南保健センター（母子保健係・成人保健

係）を設置 

・保健センターを中央保健センターに、保健予防

課保健計画係を保健係に改称 

 

平成 ９ 年 ４ 月 ・パパ・ママセミナー開始   

平成 ９ 年 ５ 月 ・富山市精神障害者家族会等連絡会設立   

平成 ９ 年 ６ 月 ・日本脳炎（第Ⅰ期）予防接種の個別接種実施   

平成１０年 ５ 月 ・妊婦歯科健診開始   

平成１１年 ３ 月 ・妊産婦・乳児用オリジナルＣＤ配布（平成 15 年３月終了）   

平成１１年 ４ 月 

 

 

 

 ・福祉保健部に介護保険課設置 ・精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律

の一部改正 
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年       月 主 な 保 健 事 業 体             制 備        考 

平成１１年 ４ 月 

 

  ・感染症の予防及び感

染症の患者に対する医

療に関する法律施行 

平成１２年 ４ 月 

 

 

・骨髄バンクの登録受付窓口設置 

・機能訓練（Ｂ型）事業開始（平成１７年度で終了） 

・訪問歯科保健事業開始（平成１７年度で終了） 

 

 

 

・介護保険法施行 

 

 

平成１２年１１月 ・富山市地域精神保健福祉推進協議会発足   

平成１３年 ３ 月 

 

 ・岩瀬地内に、北保健福祉センター竣工 

      （延床面積   １，０９３．８８㎡） 

 

  

平成１３年 ４ 月 ・不妊相談事業開始 ・保健センターに福祉機能を付加し、保健福祉セ

ンターに改称（成人保健係を成人保健・福祉相談

係に改称） 

・保健予防課予防係を結核・感染症係に改称 

 

平成１３年 ５ 月 

 

・乳がん検診にマンモグラフィー導入 

・高脂血症教室開始（平成１７年度で終了） 

  

平成１３年 ６ 月 ・壮年期の健康づくり教室開始（平成１６年度で終了）   

平成１３年１１月 ・インフルエンザ予防接種事業開始（高齢者６５歳以上）   

平成１４年 ４ 月 

 

・こころの健康相談事業開始（平成１８年度から乳幼児発達

健康診査に併設） 

 

 

 

 

平成１４年 ５ 月 ・肝炎ウイルス検査開始   

平成１４年 ６ 月 ・前立腺がん検診開始   

平成１４年１２月 ・乳幼児ツベルクリン反応検査、ＢＣＧ接種の個別化実施 

・富山市健康プラン２１策定 

  

平成１５年 １ 月 ・富山市健康危機管理マニュアル策定 ・富山市高齢者保健福祉計画・介護保健福祉計画

策定（平成１５年～平成１７年） 

 

平成１５年 ４ 月 

 

・小学１年生、中学１年生のツベルクリン反応検査、BCG 接

種廃止 

・禁煙支援セミナー開始（平成２１年度終了） 

 ・結核予防法一部改

正 

平成１５年 ６ 月 ・ジフテリア・破傷風（二種混合）の個別接種実施     

（平成１５年６月１日～７月３1 日） 

  

平成１５年 ９ 月 ・ひきこもり家族教室開始  ・少子化社会対策基

本法施行 

平成１６年 ３ 月 ・富山市健康プラン２１行動計画策定   

平成１６年 ４ 月 ・富山市特定不妊治療費助成事業開始 

・ジフテリア・破傷風（二種混合）の接種期間を４月 1 日か

ら７月 31 日に変更） 

  

平成１７年 １ 月  ・訪問看護ステーションを廃止  

平成１７年 ４ 月 

 

・脳卒中総合対策事業開始 

・新５０歳の総合健康診査開始 

・歯周疾患健診事業（６０歳、７０歳） 

・保健所健康課訪問指導係を廃止し,健康づくり 

推進係を設置 

 

・７市町村の新設合 
併により新｢富山市｣
が発足 
・発達障害者支援法
施行 
・次世代育成支援対
策推進法施行 
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 年       月 主    な    保    健    事    業   体             制  備        考 

平成１７年 ４ 月 

 

 

・山岳監視開始 

・ツベルクリン反応検査廃止、BCG 直接接種へ 

・ジフテリア・破傷風（二種混合）の接種期間を４月 1 日か

ら９月 30 日に変更） 

・大沢野・大山・八尾・婦中の各保健福祉センタ 

ーを設置(７保健福祉センター体制に) 

大沢野保健福祉センター（大沢野文化会館内） 

大山保健福祉センター 

（昭和 54 年 3 月 ５６９．８１㎡） 

 八尾保健福祉センター 

（平成 11 年 10 月 複合施設 ３，３６４㎡） 

婦中保健福祉センター 

（平成 15 年 12 月 複合施設 ３，９２９．０９

㎡） 

・結核予防法一部改 

正 

平成１７年 ５ 月 

 

 

 

・日本脳炎ワクチン接種の積極的勧奨の差し控え（第Ⅰ期、

第Ⅱ期） 

・子宮がん検診、乳がん検診隔年実施 

（対象：子宮がん検診 20 歳以上、乳がん検診 40 歳以上） 

  

 

 

 

平成１７年 ７ 月 

 

 

・日本脳炎第Ⅲ期廃止 

 

 

 ・心神喪失等の状態で

重大な他害行為を行

った者の医療及び観

察等に関する法律施

行 

平成１８年 ３ 月 ・石綿健康被害救済制度 開始   

平成１８年 ４ 月 

 

        

 

・クリニック廃止     

・麻しん風しん（MR）ワクチン２回接種開始（個別接種） 

［対象：第１期 生後 12 月から 24 月に至るまでの間にある者  

    第 2 期 5 歳以上７歳未満の者で、小学校に就学す 

        る前の１年間にある者（いわゆる幼稚園の 

        年長児）］ 

・地域支援事業（介護予防栄養改善事業・特定高齢者口腔ケ

アモデル事業）開始 

 

 

       

・障害者自立支援法 

施行 

・精神保健及び精神障

害者福祉に関する法

律改正 

・予防接種法施行令一

部改正（１７年７月公

布、１８年４月施行） 

・介護保険法一部改正 

・高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対

する支援等に関する

法律 

平成１８年 ５ 月 ・基本健康診査に生活機能評価、もの忘れ検診追加   

平成１８年１０月 
  ・自殺対策基本法施 

行 

平成１９年 ３ 月 ・「富山市健康プラン２１」策定（平成 19～23 年度）   

 

 

 

 

平成１９年 ４ 月 

 

・自殺予防対策事業開始 

・介護予防普及啓発事業開始 

・こんにちは赤ちゃん事業開始 

・ジフテリア・破傷風（二種混合）の接種期間を通年に変更 

・脳卒中予防検診、脳卒中予防教室（脳卒中総合対策事業）

終了 

 ・感染症法一部改正 

結核予防法廃止に伴

い結核の規定を統合 

・予防接種法一部改正 

・結核予防法廃止に伴

いBCG接種の規定を

統合 

・がん対策基本法施行 

平成１９年 ５ 月 ・胃がん検診に内視鏡検査を導入 
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 年       月 主    な    保    健    事    業   体             制  備        考 

平成２０年 ４ 月 

 

・基本健康診査の終了 

・新４０歳・５０歳の総合健康診査終了 

・幼児発達支援教室開始 

・妊婦健診４回→５回 

・麻しん風しん（ＭＲ）予防接種の対象者追加（個別接種） 

（平成２０年４月１日から５年間の時限措置） 

［対象：第３期 中学１年生に相当する年齢の者  

    第４期 高校３年生に相当する年齢の者 ］ 

・肝炎治療特別促進（肝炎インターフェロン医療費助成）事

業開始（平成２０年４月１日から７年間の時限措置） 

    

平成２０年 ６ 月 

 

・特定健康診査・特定保健指導開始 

・結核接触者健康診断 QFT 検査 運用開始 

保健所別館（検査棟）増築 

 （平成２０年１２月竣工 ２，５８８．１３㎡） 

 

 

平成２１年 ３ 月 

 

・石綿健康被害者救済制度の特別遺族給付金･弔慰金等請求

期限の延長 

・高齢者総合福祉プラン策定（平成２１年～平成２３年度） 

  

平成２１年 ４ 月 ・妊婦健診５回→１４回 

・生活習慣改善指導事業終了 

・予防接種助成金交付制度の開始 

・肝炎治療特別促進事業の運用変更（助成期間の延長、自己

負担限度額の階層区分の決定） 

・新型インフルエンザ発生により、新型インフルエンザ対策

本部設置。電話相談窓口、発熱相談センター開設。 

・がん特別対策モデル事業開始 

・衛生検査課を生活衛生課に改称し、環境部門検

査（環境保全課）を統合して衛生検査係、環境検

査係を設置 

・富山市新型インフルエンザ行動計画策定･運用 

 

 

 

平成２１年 ６ 月 ・乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンによる予防接種（第Ⅰ期）

開始（積極的勧奨は実施しない） 

  

平成２１年１０ 月 ・女性特有のがん検診事業開始 

・新型インフルエンザ予防接種費用助成の開始 

・保健、医療、福祉、教育、経済等が連携し、市民の心の健

康に関する意識を高め、総合的に自殺予防を推進するため、

富山市自殺対策事業を開始。 

  

平成２１年１１月 ・富山市自殺対策推進連絡会議の設置   

平成２１年１２月 ・ハートＳＯＳハガキ配布事業開始   

平成２２年 ３ 月 ・従来の日本脳炎ワクチンの有効期限が切れたため、３月 

１０日以降の第Ⅱ期の接種が事実上できない状態となる。 

  

平成２２年 ４ 月 ・女性のための健康診査終了 

・幼児教室終了 

・母子栄養食品支給事業終了 

 

  

－ 14 －



 年       月 主    な    保    健    事    業   体             制  備        考 

平成２２年 ４ 月 ・禁煙支援セミナー終了 

・プラス 1,000 歩富山市民運動事業開始 

・カラーカードによる胆道閉鎖症検査開始 

・二種混合の個別通知を１１歳になる月の上旬に毎月発送に

変更 

・日本脳炎予防接種の第Ⅰ期初回接種の標準的な接種期間３

歳に該当する者に対して、積極的な勧奨の再開 

・肝炎治療特別促進事業の運用変更（自己負担限度額引き下

げ、Ｂ型ウイルス肝炎に対する核酸アナログ製剤治療の助成

追加） 

  

平成２２年 ６ 月 ・予防接種の県内広域化の開始   

平成２２年 ８ 月 ・日本脳炎予防接種の第Ⅱ期について、「乾燥細胞培養日本

脳炎ワクチン」により接種を再開し、併せて９歳以上１３歳

未満の者について、第Ⅰ期の未接種分を接種できる特例措置

が設けられる 

  

平成２２年１０月 ・平成２２年度新型インフルエンザワクチン接種事業開始

（翌年 3 月 31 日まで） 

  

平成２３年 １ 月 ・妊婦健診に HTLV-1 抗体検査を追加 

・子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌

ワクチン接種に対する費用助成事業を開始 

［対象：子宮頸がん予防ワクチン 中学校１年生に相当する年齢の女性 

ヒブ、小児用肺炎球菌ワクチン ２か月齢以上１２か月齢未満の者］ 

  

平成２３年 ２ 月   2 月 22 日 

NZ 地震で、富山市

外国語専門学校生

徒らが被災 

平成２３年 ３ 月 

 

 

・東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）被災者に対する定

期予防接種及び子宮頸がん等ワクチン接種事業について、接

種費用の助成を開始 

 3 月 11 日 

東日本大震災発生 

 

 

・東日本大震災の被災地（宮城県気仙沼市）に富山県チーム

の一員として、保健師を 27 名派遣（期間 3 月 16 日～9 月 1 日） 

  

平成２３年 ４ 月 

 

 

 

 

 

 

・妊婦健診に性器クラミジア検査を追加 

・特定不妊治療費の助成回数を 1 年度あたり３回までに変更 

・特定高齢者口腔ケアモデル事業終了 

・女性特有のがん検診の事業名をがん検診推進事業に変更 

・東日本大震災市内避難者への健康相談を開始 

 

・婦中保健福祉センターを西保健福祉センターに

名称変更 

・中央保健福祉センター所管の呉羽地域（呉羽・

長岡・寒江・老田・古沢・池多地区）を西保健福

祉センターに所管替え 

・南保健福祉センター所管の堀川地区を中央保健

福祉センターに所管替え 

焼肉チェーン店で、

食中毒により死者

５名 
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 年       月 主    な    保    健    事    業   体             制 備        考 

平成２３年 ４ 月 ・子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌

ワクチン接種に対する費用助成事業の対象者を拡大 

［対象：子宮頸がん予防ワクチン 

中学校１年生から高校１年生に相当する年齢の女性 

ヒブ、小児用肺炎球菌ワクチン ２か月齢以上５歳未満の者］

・日本脳炎予防接種の第Ⅰ期追加接種の標準的な接種期間４

歳に該当する者に対する積極的な勧奨の再開、及び９歳及び

１０歳の第Ⅰ期不足分の積極的勧奨を行う 

・新型インフルエンザが、通常の季節性インフルエンザに変

わる 

  

平成２３年 ５ 月 ・麻しん風しん（MR）予防接種（第４期）の対象者に高校

２年生に相当する者を追加 

・日本脳炎予防接種の特例措置の対象者を拡大し、２０歳未

満まで接種可能となる 

・定期予防接種における東日本大震災の特例が設けられる 

（平成２３年８月３１日までの間の対象者拡大および日本

脳炎・三種混合予防接種において規定の間隔を守れなかった

場合も定期の間隔をおいたものとみなすこと） 

  

平成２３年 ７ 月  ・中央保健福祉センターを星井町地内に移転  

平成２４年 ３ 月 ・がん特別対策モデル事業終了 

・ハート SOS ハガキ配布事業終了 

・思春期テレフォン廃止 

・介護予防栄養改善普及教室終了 

・国保適正受診指導事業終了（保健所依頼分） 

  

平成２４年 ４ 月 ・日本脳炎予防接種の小学２、３、４、５年生の第Ⅰ期不足

分の積極的勧奨を行う 

・養育訪問支援事業を開始 

・かかりつけ医と精神科医の連携強化事業開始 

  

平成２４年 ５ 月 ・がん検診推進事業（子宮頸がん、乳がん検診）に大腸がん

検診を追加 

・生ポリオワクチン集団接種、５月実施後終了 

  

平成２４年 ７ 月 ・緑内障検診開始   

平成２４年 ９ 月 ・不活化ポリオワクチン導入開始   

平成２４年１０ 月   ・保健福祉センターでの特定保健指導終了   

平成２５年 ３ 月 ・脳卒中総合対策事業終了 

・富山市健康プラン 21（第 2 次）策定 

・麻しん風しん（MR）第３、４期の時限措置終了 

（平成２０年４月１日から５年間の時限措置） 
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 年       月 主    な    保    健    事    業   体             制 備        考 

平成２４年１１月 ・四種混合ワクチン導入開始   

平成２５年 ４ 月 ・特定不妊治療費一部治療費の助成額の変更 

・Hib 感染症、小児の肺炎球菌感染症、ヒトパピローマウイ

ルス感染症（子宮頸がん）予防接種の定期接種開始 

・日本脳炎予防接種の小学１、２、３、４年生の第Ⅰ期不足

分の積極的勧奨を行う 

  

平成２５年 ５ 月 ・健康診査とがん検診など受診券の一本化 

・肝炎ウイルス検診未受診者の５歳刻みの年齢への受診勧奨

開始 

・保健推進員による妊婦訪問廃止 

・保健推進員８～９か月の乳児訪問開始 

  

平成２５年 ６ 月 ・ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）予防ワクチ

ン接種の積極的勧奨の差し控え 

  

平成２５年 ７ 月 ・日本脳炎予防接種の年度内１８歳になる方の第Ⅱ期未接種

者への積極的勧奨を行う 

  

平成２６年 ６ 月 ・富山市新型インフルエンザ等対策行動計画作成 

・風しん抗体検査事業開始 

  

平成２６年１０月 ・水痘、高齢者の肺炎球菌感染症予防接種の定期接種開始   

平成２７年 １ 月 ・富山市母子健康手帳アプリ配信開始   

平成２７年 ３ 月 ・富山市父子健康手帳アプリ機能追加   

平成２７年１０月 
 

 
 

・保健福祉センターに子育て世代包括支援センタ

ーを設置。 

 
 

平成２８年 ３ 月 ・がん検診推進事業（子宮頸がん、乳がん検診）終了   

平成２８年 ４ 月 ・熊本地震の被災地（熊本県益城町）に富山県チームの一員

として、保健師を４名派遣（期間 4 月 22 日～6 月 14 日） 

・大沢野保健福祉センターを大沢野行政サービス

センター１階に移転。 

・大山保健福祉センターを大山行政サービスセン

ター１階に移転。 

4 月 14 日 

熊本地震発生 

平成２８年１０月 ・Ｂ型肝炎予防接種の定期接種開始   
平成２９年 ３ 月 ・がん検診推進事業（大腸がん検診）終了   
平成２９年 ４ 月 ・肺がん集団検診デジタル検診車へ移行 

・乳がん集団検診視触診廃止 

組織改正に伴い保健所健康課を廃止し、それまで

所管していた母子保健に係る事務を新設したこ

ども育成健康課に移管。総務課に健康課の成人保

健等の事務が加わり、地域健康課に改組。 

 

富山市まちなか総合

ケアセンター開設 
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－ 18 －

 年       月 主    な    保    健    事    業   体             制 備        考 

平成３０年 ４ 月 ・歯周疾患検診に併せて口腔がん検診を開始 

・「プラス 1,000 歩富山市民運動」と「とやま『歩く人。』リ

ーダー育成事業」が活力都市創造部に移管 

  

平成３１年 ３ 月 ・富山市自殺対策総合戦略策定（平成３１～３８年度）  富山市地域福祉計画

策定（平成３１～３５

年度） 

平成３１年 ４ 月 ・「プラス 1,000 歩富山市民運動」と「とやま『歩く人。』リ

ーダー育成事業」が活力都市創造部から移管 

・がん検診事業からがん対策事業に移行 

・胃がん検診（内視鏡検査）隔年実施（５０歳以上） 

・風しんの追加的対策（風しん抗体検査及び風しん第５期予

防接種）を開始 

[対象：第５期 昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日

までの間に生まれた男性] 

（平成３１年４月１日から３年間の時限措置） 

組織改正に伴い、保健福祉センターが福祉政策課

の直轄となる。 

 

令和元年１０月 ・台風 19 号の被災地（長野市）に富山県チームの一員とし

て、保健師 2 名派遣（期間 10 月 29 日～11 月 7 日） 

  

令 和 ２ 年 ２ 月 

～ ３ 月 

・台風 19 号の被災地（長野市）に事務職 1 名派遣（期間 2

月 10 日～3 月 8 日） 

  

令 和 ２ 年 ４ 月 

  

改正健康増進法（受動喫煙対策）の全面施行に伴い、 

・既存特定飲食提供施設申請受理 

・受動喫煙対策に関する相談および助言指導・立入検査等の

実施 

（参考） 

組織改正に伴い、課名が、こども育成健康課から

こども健康課に変更。 

 

令和２年１０月 ・ロタウイルス感染症予防接種の定期接種を開始   

 



1-8 保健所歴代所長

氏   名     在  職    期   間 

石川   宏  平成 8年4月1日    ～  平成15年3月31日 

黒澤   豊  平成15年4月1日   ～  平成21年3月31日 

高橋 洋一  平成21年4月1日   ～  平成27年3月31日 

元井   勇 平成27年4月1日   ～  令和 2年3月31日 

瀧波  賢治 令和 2年4月1日   ～ 現在 
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第２章  令和３年度保健所事業予算概要



第２章　令和３年度保健所事業予算概要

  2-1　令和3年度当初予算の概況

　（１）一般会計（市全体）
（単位：千円）

区 分(款) 令和3年度 令和2年度 比 較 3年度構成比(%)区　分(款) 令和3年度 令和2年度 比　　　較 3年度構成比(%)

議　会　費 753,709 764,969 ▲ 11,260 0.4 0.436
総　務　費 19,265,180 16,822,901 2,442,279 11.2 11.155
民　生　費 63,030,719 63,465,067 ▲ 434,348 36.5 36.497
衛　生　費 11,853,615 8,701,455 3,152,160 6.9 6.864
労　働　費 671,039 618,499 52,540 0.4 0.389
農林水産業費 4,612,656 4,645,873 ▲ 33,217 2.7 2.671
商　工　費 4,051,126 3,586,860 464,266 2.3 2.346
土 木 費 21 683 365 23 859 883 ▲ 2 176 518 12 6 12 555

議 会 費

0.4%

総 務 費

11.2%

民 生 費

消 防 費

2.6%

教 育 費

12.1%

災害復旧

費

0.01%

公 債 費

12.3%
予 備 費

0.1%

土　木　費 21,683,365 23,859,883 ▲ 2,176,518 12.6 12.555
消　防　費 4,487,733 5,207,994 ▲ 720,261 2.6 2.599
教　育　費 20,917,663 16,125,307 4,792,356 12.1 12.112
災害復旧費 23,500 72,000 ▲ 48,500 0.01 0.014
公　債　費 21,252,541 21,597,681 ▲ 345,140 12.3 12.306
予　備　費 100,000 100,000 0 0.1 0.058

合　　計 172,702,846 165,568,489 7,134,357 100.0 100.000
内保健所分 2,706,955 2,595,020 111,935 1.6

民 生 費

36.5%

衛 生 費

6.9%

労 働 費

0.4%

農林水産

業費

2.7%

商 工 費

2.3%

土 木 費

12.6%

消 防 費

2.6%

12.1%

（注１）構成比はそれぞれ小数点以下第２位四捨五入のため、その合計は100.0にならない。（災害復旧費の構成比については

　　　値が過小のため、小数第３位を四捨五入。）

（２）保健所所管衛生費の内訳

①(項)保健衛生費 （単位：千円）

令和3年度 令和2年度 比　　較 対　前　年 令和3年度
当初予算額 Ａ当初予算額 Ｂ Ａ Ｂ 増減比（％）構成比（％）

(目) 当初予算額　Ａ当初予算額　Ｂ Ａ－Ｂ 増減比（％）構成比（％）

保健衛生総務費 720,301 640,278 80,023 12.5 27.3

母子保健事業費 10,814 10,609 205 1.9 0.4

成人保健事業費 520,686 564,813 ▲ 44,127 ▲ 7.8 19.7

健康づくり事業費 11,129 9,090 2,039 22.4 0.4

予防費 1,313,807 1,243,395 70,412 5.7 49.7

11 199 7 280 3 919 53 8 0 4

(目)

精神保健福祉対策費 11,199 7,280 3,919 53.8 0.4

衛生検査費 55,332 57,013 ▲ 1,681 ▲ 2.9 2.1

合　　計 2,643,268 2,532,478 110,790 4.4 100.0

②(項)環境衛生費 （単位：千円）

令和3年度 令和2年度 比　　較 対　前　年 令和3年度
当初予算額 Ａ当初予算額 Ｂ Ａ－Ｂ 増減比（％）構成比（％）

(目) 当初予算額　Ａ当初予算額　Ｂ Ａ Ｂ 増減比（％）構成比（％）

環境保全費 61,644 60,499 1,145 1.9 96.8

産業廃棄物対策費 2,043 2,043 0 0.0 3.2

合　　計 63,687 62,542 1,145 1.8 100.0

③財源内訳 （単位：千円）

区 分 国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

(目)

区　　　分 国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

金　　　額 115,789 27,575 49,091 2,514,500
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 2-2　令和３年度事業の概要

（款）　04　衛生費
　(項）　01　保健衛生費 2,643,268 千円（保健所事業分）

720,301 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
保健衛生一般管理 665,023 （１）保健所の人件費 654,638 千円
費 （２）負担金・補助金 7,931 千円

（３）事務費等 2,454 千円

地域健康課

　 （目）　01 保健衛生総務費
事    業    内    容

,

保健所運営費 51,467 　施設維持管理費等

医療施設指導監督 606 医療施設、施術所、歯科
費 技工所、衛生検査所
薬事衛生事業費 1,020 医薬品販売者、毒物劇物
 販売者

市民
統計調査事業費 2,062

献血等推進事業費 123 市民

  薬局、医薬品販売業、医療機器販売業者、毒物劇物販売業
者の許可、登録事務及び監視指導を行うとともに市民に対
し、医薬品に関する知識を啓発するもの。
  厚生行政全般の基盤資料とするため、関係法令に基づく調
査を行い、国へ報告するもの｡
(１)医療に必要な血液を確保するため 献血についての啓発

  診療所、助産所等の開設に係る許認可事務を行うとともに
病院等に対して立入検査等を実施するもの。

献血等推進事業費 123 市民
 

(２)骨髄バンクのドナー登録を推進する。
(３)移植医療に関する普及啓発を図る。

10,814 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
家族計画相談、 148 市民 保健予防課
婚前教育指導費
身体障害児等医療 10,666 身体障害児 （１）自立支援医療費給付費 10,556 千円
費助成費

   (ア)扶助費　         10,500千円
務費

(１)医療に必要な血液を確保するため、献血についての啓発
を行うもの。

 　（目）　02 母子保健事業費
事    業    内    容

  母性保護相談、遺伝相談を実施するとともに、生命倫理に
ついての啓発を行うもの。

  身体障害児に対し医療費の給付を行うもの。

   (イ)事務費等           　56千円
結核児童 （２）結核児童療育費 110 千円

   (ア)扶助費（療養費）    109千円
   (イ)事務費等　            1千円

520,686 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
健康教育事業費 1,751 　健康教育 地域健康課

 　（目）　03 成人保健事業費
事    業    内    容

４０～６４歳の市民及び
その家族、特定健康診査
の結果、事後指導の必要

   (ア)地区健康教育      市内７８地区で年２回
(イ)糖尿病教室 ３コース

  長期入院を必要とする結核児童に対して、療育費（医療
費・日用品費・学用品費）を支給するもの。

訪問指導事業費 277
 

保健・医療・福祉 1,154
ネットワーク事業
費

（２）糖尿病相談　　　　　月１回程度
健康診査事業費 12 055 ４０歳以上の生活保護受 健康診査事業 2 796 千円

  市内７８地区で年2～6回保健・医療・福祉の各スタッフに
よる地域総合相談会を開催するもの。

（１）地域総合相談会      市内７８地区で年２～６回

４０～６４歳の市民及び
その家族

の結果、事後指導の必要
な者等

   (イ)糖尿病教室      　３コ ス

虚弱者、介護に携わる家
族、市が実施する健診等
の有所見者等

  保健師、看護師、栄養士等が対象者の状況により、３～４
か月に１回程度訪問指導を行うもの。

　  

健康診査事業費 12,055 ４０歳以上の生活保護受   健康診査事業 2,796 千円
 給者等 （１）実施期間  ５月～１２月

（２）検査項目
  （基本）問診、身体計測、診察、血圧測定、
         血液検査（中性脂肪、ＡＳＴ、ＡＬＴ、
         γ－ＧＴＰ、ＬＤＬコレステロール、
         ＨＤＬコレステロール、ヘモグロビンＡ1ｃ等）
         尿検査（尿糖、尿蛋白）
  （詳細）貧血検査、心電図検査、眼底検査、
　　　　 血清クレアチニン検査

４０歳以上で、過去に    肝炎ウイルス検診事業 3,387 千円肝 検診 業 , 千円
肝炎ウイルス検診を未受 （１）実施期間  ５月～１２月
診の方

４０歳、５０歳の女性で    骨粗しょう症検診事業 1,535 千円
国民健康保険の被保険者 （１）実施期間  ５月～１２月
や健康保険加入者の家族
等

（２）検診内容等　ＨＢｓ抗原検査、Ｃ型肝炎ウイルス検査

（２）検診内容等　問診、骨密度測定、診察、診断、指導
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事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
４０歳、５０歳、６０歳、    歯周疾患検診・口腔がん検診事業 2,294 千円 地域健康課
７０歳の国民健康保険の （１）実施期間  ５月～１２月
被保険者や健康保険加入
者の家族等
４５歳、５０歳、５５歳の 　　緑内障検診事業 2,043 千円
国民健康保険の被保険者 （１）実施期間  ５月～１２月
や健康保険加入者の家族 （２）検診内容　問診、眼圧測定、細隙灯顕微鏡検査、
等 　　　視神経乳頭検査、眼底写真、検診結果通知

がん対策事業費 505 449 胃 ４０歳以上の国民 がんに対する正しい知識を普及啓発し 生活習慣を改善す

（２）検診内容　問診、口腔内検査等

事    業    内    容

がん対策事業費 505,449 胃    ４０歳以上の国民
    健康保険の被保険者
    や健康保険加入者の
    家族等

（１）実施期間  ５月～１２月
肺    ４０歳以上の国民
    健康保険の被保険者 （２）各種がん検診事業 500,289 千円
    や健康保険加入者の
    家族等 （３）がん予防啓発事業 1,758 千円

子宮  ２０歳以上の女性で （４）がん検診受診率向上事業 3,402 千円
国民健康保険 被

　がんに対する正しい知識を普及啓発し、生活習慣を改善す
るとともに、がんの早期発見・早期治療に結び付け、がんに
よる死亡者の減少を図るもの。

    国民健康保険の被
    保険者や健康保険
    加入者の家族等
    （２年に１回の受診）

乳　  ４０歳以上の女性で
    国民健康保険の被
    保険者や健康保険
    加入者の家族等
    （２年に１回の受診）

大腸  ４０歳以上の国民
    健康保険の被保険者
    や健康保険加入者の
    家族等

前立腺　５０、５５、
    ６０、６５歳の男性
　　で国民健康保険の
　　被保険者や健康保険
　　加入者の家族等

11 129 千円 （単位：千円)（目） 04 健康づくり事業費 11,129 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
健康づくり推進事 6,799 市民 （１）「富山市健康プラン21」推進事業 2,364 千円 地域健康課
業費 （２）地域健康づくり展 1,716 千円

（３）まちぐるみ禁煙支援事業 1,188 千円
（４）歩こう！富山市民運動 1,451 千円
（５）国保データベース（KDB）システム 0 千円
（６）受動喫煙対策事業 80 千円

食生活改善推進 2,161 食生活改善推進員 （１）食生活改善推進員育成教育費
事業費 　　・中央研修会（年８回）

　　（目）　04 健康づくり事業費
事    業    内    容

　　・食生活改善推進連絡協議会活動委託事業

栄養改善指導事業 298 特定給食施設に勤務する
費 栄養士、調理員等

食品製造・販売業者、市民

飲食店、集団給食施設、市民

健康栄養調査費 1 871 調査対象地区住民

  「外食料理の栄養成分表示」の関係者への周知、協力要請
及び活用方法の普及

健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料として 身

　　 食生活改善推進連絡協議会活動委託事業
　　（ブロック研修会　年２８回、
　　　校下食生活改善講習会　年２３４回）
  特定給食施設の巡回指導及び特定給食施設に勤務する栄養
士、調理員の資質の向上を図るため、研修会を開催するも
の。

  「食品表示基準」の相談、周知及び活用方法の普及

健康栄養調査費 1,871 調査対象地区住民   健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料として、身
体状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況等を明らかにするた
め、国民健康・栄養調査を実施するもの。



1,313,807 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
感染症事業費 51,039 感染症患者 （１）感染症予防事業費 49,142 千円 保健予防課

保育所・社会福祉施設等の （２）赤痢・Ｏ157等防疫対策費 1,700 千円
給食従事者

（３）新興・再興感染症対策事業費 197 千円
予防接種費 1,184,844 乳幼児及び児童、生徒

（５）は６５歳以上 又

　　（目）　05 予  防  費
事    業    内    容

　感染症患者発生時の防疫措置及び患者の収容、患家消毒な
ど感染症のまん延を防止するもの。

  保育所、社会福祉施設等の給食従事者に赤痢、Ｏ157の検査
など感染症予防対策を行うもの。

  感染症の発生及びまん延を予防するため、予防接種を行い
公衆衛生の向上及び健康増進を図るもの。（５）は６５歳以上、又

は６０歳以上６５歳未満
のハイリスク者 （１）予防接種共通費 14,081 千円
（６）は昭和３７年４月 （２）ジフテリア百日せき急性灰白髄炎 138,017 千円
２日～昭和５４年４月１       破傷風予防接種費

日生まれの男性を含む （３）急性灰白髄炎予防接種費 49 千円
（12）は令和２年度に （４）日本脳炎予防接種費 97,430 千円
６５歳、７０歳、７５歳、 （５）インフルエンザ予防接種費 241,911 千円
８０歳、８５歳、９０歳、 （６）麻しん風しん予防接種費 140,948 千円
９５歳、１００歳になる （７）BCG接種費 20,120 千円
者、又は６０歳以上 （８）Ｈｉｂ感染症予防接種費 94,489 千円
６５歳未満の イリスク者 （９）小児の肺炎球菌感染症予防接種費 134 175 千円

公衆衛生の向上及び健康増進を図るもの。

６５歳未満のハイリスク者 （９）小児の肺炎球菌感染症予防接種費 134,175 千円
（10）ﾋﾄﾊﾟﾋﾟﾛｰﾏｳｲﾙｽ感染症予防接種費 87,105 千円
（11）水痘予防接種費 49,220 千円
（12）高齢者の肺炎球菌感染症予防接種費 29,381 千円
（13）B型肝炎予防接種費 54,778 千円
（14）ロタウイルス感染症予防接種費 82,868 千円
（15）造血幹細胞移植等再接種費 272 千円

神通川流域住民健 4,554 昭和５０年以前に神通川流
康調査費 域に居住していた者で、精

密検診の対象に該当する者

(15)は造血幹細胞移植等の
医療行為により、既に接種
された定期接種の効果が期
待できないため、再接種が
必要であると医師に判定さ
れた20歳未満の者

  神通川流域住民の健康調査を実施し、住民の健康管理に資
するもの。

密検診 対象に該当する者
エイズ等対策費 1,031 市民

小児慢性特定疾病 63,325 小児慢性特定疾病患者
医療助成費

  エイズに対する誤解・偏見をなくすための正しい知識の普
及啓発を行うとともに、ＨＩＶ・エイズ相談、性感染症相
談、抗体検査を実施するもの。
（１）ＨＩＶ・エイズ相談、抗体検査事業
　　・正しい知識の普及、啓発（予防キャンペーン
　　の実施、パンフレットの配布）
　　・ＨＩＶ抗体検査の実施（匿名、無料）
（２）性器クラミジア感染症相談・抗体検査事業
   クラミジアトラコマチス抗体検査の実施（匿名、無料）
  小児慢性特定疾病審査会の開催及び患者医療費を公費で負
担するもの医療助成費
（１）扶助費（治療費） 60,050 千円
（２）事務費等 3,275 千円

難病・原爆 3,694 難病患者
事務費 原爆被爆者等

難病患者在宅療養 141 難病患者とその家族 地域健康課
支援事業費

 ・難病等療養相談会
 ・訪問相談

　  ・事例検討会 　
結核対策費 市民 （ )結核予防費 千円 保健予防課

担するもの。

　特定医療費（指定難病）に関する事務及び原爆被爆者の健
康診断に関する案内を行うもの。※富山県からの移譲事務

  難病の患者及びその家族に対し、療養相談会や訪問相談な
どを行い、在宅療養を支援するもの。

結核対策費 4,984 市民 （１)結核予防費 1,882 千円 保健予防課

結核患者の家族・結核治 （２)結核接触者健康診断費 3,102 千円
療完了者等

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
の規定により私立学校等の設置者等が実施する結核健康診断
への補助や市長が行う結核に係る定期健康診断等を実施し、
結核の発生やまん延を防止するもの。また、結核の予防啓
発、効果的な検診促進、健康診断の充実等を図り、結核対策
を推進するもの。

  結核患者の家族や職場の接触者等、結核に感染する可能性
が高いと認められる者に対して、二次感染による患者発生を
防止するため、健康診断を実施するとともに、結核再発防止

肝炎対策事業費 195 市民

　　　係る事務

防止するため、健康診断を実施するとともに、結核再発防止
のため、結核登録者に対する管理検診を実施するもの。

　肝炎ウイルス感染症の発生の予防及びまん延防止並びに治
療対策の推進を図るもの。
（１）肝炎ウイルス検査
　　①保健所で実施
　　②医療機関へ委託
（２）富山県肝炎治療特別促進事業（移譲事務）に
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11,199 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
精神保健福祉対策 3,694 精神障害者及びその家族 　心の健康づくりを推進し、心の病気になっても誰も 保健予防課
事業費 市民 が安心して地域で自立して暮らせるよう支援するもの。

保健・医療・福祉関係者 （１）専門職による相談・訪問指導
    ・精神保健福祉相談　
（２）地域の各関係機関との連携
    ・精神障害者の地域移行推進
    ・医療観察法に基づく精神障害者の支援　
（３）人材育成及び地域のボランティアの情報交換

・相談支援者の育成

　（目）　06 精神保健福祉対策費
事    業    内    容

　  ・相談支援者の育成
    ・メンタルヘルスサポーターの育成
（４）精神保健福祉に関する知識の普及啓発
　  ・心の健康づくり講座
    ・アルコールセミナー
（５）障害を持つ人やその家族に対する支援
    ・精神障害者活動支援
    ・精神保健家族教室
（６）医療・福祉
    ・自立支援医療費
　  ・精神保健福祉手帳

自殺予防対策事 6 527 市民 保健 医療 福祉 教育 経済等が連携し市民の自殺予防対策事 6,527 市民 　保健・医療・福祉・教育・経済等が連携し市民の
業費 保健・医療・福祉関係者 健康に関する意識を高め総合的に自殺予防を推進する

もの。
（１）若年層対策事業

　　・心の健康に関する普及啓発

　　・若年層のための心の相談
　　・ゲートキーパーの養成
　　・若年層の心のサポート強化

（２）経済の実情に応じて強化すべき自殺対策事業
　自殺に関する相談の中で、経済問題に関する相談に
弁護士が対応し、専門的な相談支援を行う。

　　・普及啓発
　　・自殺対策連絡協議会
（４）かかりつけ医と精神科医の連携強化

地域力強化推進 978 市民 （１）わがまちサロン事業
事業

弁護士が対応し、専門的な相談支援を行う。
（３）地域の実情に応じて強化すべき自殺対策事業
　　・自殺のハイリスク者に対する支援
　　・相談支援事業
　　・人材育成

　かかりつけ医と精神科医の連携体制を強化し地域に
おいてうつ病に対する医療等の支援体制を強化する。

ひきこもり 不登校 精神の障害を持った者等が事業

　　（目）　07 衛生検査費 55,332 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
食品衛生監視指導 25,631 食品関係営業者、市民 生活衛生課
費

（２）食中毒予防対策

（４）食品表示基準普及啓発事業
（５）富山市食品衛生協会への補助

家庭用品衛生監視 165 家庭用品製造販売業者
指導費

　ひきこもり、不登校、精神の障害を持った者等が
参加することができる場を地域で提供するもの。

事    業    内    容
  飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止するもの。
（１）食品関係営業施設の営業許可及び監視指導

（３）不良食品の撲滅対策

  家庭用品の製造・販売業の監視指導や指定有害物質の試験
検査を行 被害 発生防止に努めるも指導費

生活衛生監視指導 2,031 生活衛生関係営業者
費

予防衛生検査費 9,268 市民
 

生活衛生検査費 1,828 市民

狂犬病予防費 15,231 市民

検査を行い、被害の発生防止に努めるもの。
  環境衛生関係営業施設や生活衛生施設に対し監視指導を行
い、公衆衛生の向上に努めるもの。
  浄化槽の保守管理について、適正な指導を行い、生活環境
の保全に努めるもの。
  地域住民や事業所からの依頼に基づき保健所に依頼のあっ
た臨床検査及び健康診断を行い、感染症等のまん延防止に寄
与するもの。

狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止するため、犬の

  プール水や浴槽水等の水質検査を行うもの。

狂犬病予防費 15,231 市民

動物愛護管理事業 918 市民
費

山岳衛生監視費 260 山岳施設

  狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止するため、犬の
登録事務や捕獲業務を行うもの。

　動物の愛護思想及び適正飼養について普及啓発を行うとと
もに、犬猫の引取り、負傷動物の収容等を行うもの｡

  山岳観光者、登山者の食中毒等による健康被害を防止する
ため、山荘等の衛生監視、指導を行うもの。

－ 24 －



－ 25 －

　(項）　02 環境衛生費 63,687 千円（保健所事業分）

61,644 千円 （単位：千円)

事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
大気汚染対策費 41,118 市民（環境） 生活衛生課

工場・事業場（大気汚
染物質、悪臭等発生源）

水質汚濁対策費 16,914 市民（環境）
工場・事業場（水質汚

（目）　06 環境保全費
事    業    内    容

　大気汚染防止法に基づき事業場から排出されるばい煙や粉
じん、自動車排出ガスによる大気汚染状況を常時監視すると
ともに、発生源に対する監視測定を行うもの。

　水質汚濁防止法に基づき公共用水域等（河川、湖沼、地下
水、底質等）の環境測定及び工場・事業場排水の監視測定を　 工場・事業場（水質汚

濁物質排出源）

環境ホルモン等 3,612 市民（環境）

実態調査事業費 工場・事業場（ダイオ

キシン類排出施設）

2,043 千円 （単位：千円)
事  業  名 予算額 対    象    者 担当課

産業廃棄物監視指 2,043 産業廃棄物処分場及び 生活衛生課
導費 産業廃棄物排出事業所

事    業    内    容
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき産業廃棄物の
適正処理を推進するため、廃棄物処理業者・排出事業者の監
視指導を行うもの。

水、底質等）の環境測定及び工場・事業場排水の監視測定を
行うもの。
　ダイオキシン類対策特別措置法に基づきダイオキシン類の
大気、河川、地下水、土壌における環境調査及び工場・事業
場等発生源の監視測定を行うもの。

  （目）　08 産業廃棄物対策費

　(項）　01　保健衛生費 686,115 千円（こども健康課事業分）

686,115 千円 （単位：千円)
事  業  名 予算額 対    象    者 担当課

４か月児健診事業 3,438 ３～４か月児 こども健康課
費

・毎月１０回（年間１２０回実施）
１歳６か月児健診 5,727 １歳６か月児

 　（目）　02 母子保健事業費
事    業    内    容

　３～４か月児の時点において健康診査を実施し、疾病の早
期発見に努め、心身の健全な発達を促すもの。

  １歳６か月児の時点において健康診査を実施し、適切な保

（参考　他部署関連事業分）

歳 か月児健診 , 歳 か月児
事業費

・毎月６～１０回（年間９６回実施）
三歳児健診事業費 8,788 ３歳７か月児

・毎月６～１０回（年間９８回実施）
児童環境づくり 2,513 地区の自治振興会長か
基盤整備事業費 ら推薦され、市長から
（保健推進員活動事業費） 委嘱を受けた者

　保健推進員を委嘱し、地域における母子保健の向上や疾病
予防及び健康の保持増進を円滑に推進することを目的とし
て、研修会の開催や家庭訪問を行うもの。

　検査機器を用いた視力検査調査研究事業を行う。

歳 か月児 時点にお て健康診査を実施し、適切な保
健指導を行うことにより、幼児の健康保持及び増進を図るも
の。

  身体発育及び精神発達の面からも重要な時期である３歳児
に対し、健康診査を実施し、その結果に基づき必要な保健指
導を行い、児の健全育成を図るもの。

（保健推進員活動事業費） 委嘱を受けた者
新生児・未熟児・ 7,798 妊産婦・新生児・未熟児
妊産婦訪問指導費
 

妊産婦・乳児健康 357,292 妊産婦・乳児 （１）妊産婦・乳児健康診査
診査費
  

て、研修会の開催や家庭訪問を行うもの。
  妊産婦・新生児・未熟児に対し、日常生活指導を行うとと
もに、疾病予防や心身の発育・発達等の異常の早期発見、早
期治療を促すもの。

（３）母子健康手帳アプリ保守

  すこやかな子どもを生み育てるため、妊産婦・乳児の健康
診査を医療機関に委託して行うもの。
（２）母子健康手帳交付　    　　

　また、特に支援が必要と判断される乳幼児及び妊産婦等に
対し、専門的相談支援や育児家事援助を行い、産後うつ予防
や虐待予防を図る。

不妊治療費等助成 171,403 不妊に悩む夫婦 （１）特定不妊治療費助成事業
事業費

（２）不育症治療費助成事業

（４）産婦健康診査　　　　　    　　
  産後うつや新生児への虐待予防等を図るため、産後２週間
と産後１か月の２回、エジンバラ産後うつ病質問票等を含む
産婦健康診査を実施し、その費用を助成するもの。

  不妊に関する相談指導を行うとともに、特定不妊治療を受
けている夫婦に対する助成を行い、経済的及び精神的負担を
軽減し、少子化対策の充実を図るもの。

流産等を繰り返している
女性等

（３）母子健康手帳アプリ保守　   

不育症の検査や治療に要する費用の 部を助成することに

（３）不妊検査費助成事業

　不育症の検査や治療に要する費用の一部を助成することに
より、その経済的負担及び精神的負担を軽減し、出産を望む
方への支援を行うもの。

　子どもを望んでいる夫婦が早期に不妊検査を受け、必要に
応じて適切な治療開始ができるよう、不妊検査に係る費用の
助成を行い、経済的負担の軽減を図るとともに少子化対策の
充実を図るもの。



事  業  名 予算額 対    象    者 担当課
すこやか子育て支 4,099 妊娠５～８か月頃の妊婦とその夫 （１）パパママセミナー 年２４回 こども健康課
援事業費 ４～６か月の乳児とその保護者 （２）赤ちゃん教室　   年２１回

乳児とその保護者 （３）仲間づくりの赤ちゃん教室
乳幼児とその保護者 （４）乳幼児健康相談  
2～3か月の乳児とその保護者 （５）こんにちは赤ちゃん事業

乳幼児発達支援事 2,188 乳幼児健康診査
業費 要観察児等

運動発達健診  月１回、精神発達健診  月５回（月１回は隔月）

  乳幼児期において心身発達の遅滞や障害を早期に発見し、
適切な療育指導を行うことにより、障害の軽減をはかり、二
次的な障害の予防を行うもの。

事    業    内    容

切れ目ない子育て 53,136
支援体制構築事業

（１）子育て世代包括支援センター事業
（２）医療機関等連携会議
（３）妊娠・出産に関する知識の普及啓発事業
（４）ベイビーボックスプレゼント事業
（５）産前産後ママサポートダイヤル事業

運動発達健診  月１回、精神発達健診  月５回（月１回は隔月）
妊産婦及び乳幼児とその
保護者等

　妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援体制を
構築し、全ての妊産婦等が安心して妊娠・出産・子育てを行
い、子どもが健やかに育つような環境を整備するもの。

　産前産後の体調や授乳などに関する電話相談に産後ケア応援室の
助産師が24時間、対応する。

（６）新型コロナ流行下における妊産婦総合対策事業
母子保健一般管理費 69,733 人件費、諸経費等

＊　産後ケア事業
事  業  名 予算額 対    象    者 担当課

172 こども健康課

助産師が24時間、対応する。

母子保健に係る一般事務
に要する費用

事    業    内    容
生後２か月未満の子ども
とその保護者

産後のママ・レス
パイトモデル事業

　産後ケア応援室で生後２か月未満の子どもを日中一時的に
預かり、養育等の相談に応じることで、母親の心身の安定と
育児不安の解消を図り、産後うつの予防や重症化予防及び児
童虐待の予防を図るもの。

5,045 千円 （単位：千円)
事  業  名 予算額 対    象    者 担当課

口腔衛生予防対策 5,045 妊婦・乳幼児 （１）むし歯予防 こども健康課
費  ・よい歯づくり講座、フッ素塗布 　 　

 ・各種教室等でのむし歯予防指導
 ・歯科衛生教育
 ・乳幼児健康相談等

事    業    内    容
（目）　05 予  防  費

虐待 防 図 。
　令和３年度はモデル事業として実施し、評価・分析を行
い、事業の有効性や今後の支援の在り方を検証する。

 乳幼児健康相談等
（２）妊婦歯科健診

（款）　03　民生費
　(項）　01　社会福祉費

51,196 千円 （単位：千円)
事  業  名 予算額 対    象    者 担当課

保健福祉センター 51,196 　施設維持管理費等 福祉政策課
運営費

 　（目）　01 社会福祉総務費
事    業    内    容
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2-3　令和２年度決算の概況

(１)(款)衛生費(項)保健衛生費（保健所事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

保健衛生総務費 640,278 680,022 658,311 96.8

母子保健事業費 10,609 10,609 8,218 77.5

成人保健事業費 564,813 498,009 478,523 96.1

健康づくり事業費 9,090 9,090 5,565 61.2

予防費 1,243,395 4,117,562 1,647,815 40.0

精神保健福祉対策費 7,280 9,910 7,163 72.3

衛生検査費 57,013 57,013 53,425 93.7

合　　　　計 2,532,478 5,382,215 2,859,020 53.1

(２)(款)衛生費(項)環境衛生費（保健所事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

環境保全費 60,499 60,499 57,917 95.7

産業廃棄物対策費 2,043 2,043 1,998 97.8

合　　　　計 62,542 62,542 59,915 95.8

(３)(款)衛生費(項)保健衛生費（こども健康課事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

母子保健事業費 629,635 701,570 617,833 88.1

予防費 4,679 4,679 3,903 83.4

合　　　　計 634,314 706,249 621,736 88.0

(４)(款)民生費(項)社会福祉費（保健福祉センター事業分）

     現年度分 （単位：千円）

執　行　率

(%)

社会福祉総務費 46,052 49,227 47,811 97.1

合　　　　計 46,052 49,227 47,811 97.1

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考

区　　　　　分 当初予算額 現計予算額 決　算　額 備　　考
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第３章 令和２年度保健所事業実績 

     

3‐1  人口動態調査結果の概要（令和元年） 

 

3-1-1 富山市の概要 

   ア 出生数は２,９５６人で、平成３０年より８４人減少し、出生率は人口千対７．２（富山県６．４・全国７．０）で

ある。（表１） 

   イ 死亡数は４，７８５人で、平成３０年より１８３人増加し、人口千対１１．７（富山県１２．９・全国１１．２）

である。（表１） 

   ウ 乳児死亡数は３人で、乳児死亡率は出生千対１．０（富山県１．２・全国１．９）である。（表１） 

   エ 周産期死亡数は１１人で、周産期死亡率は出産千対３．７（富山県３．９・全国３．４）である。（表１） 

   オ 死因の第１位は悪性新生物（がん） 

     死因別では、第１位は悪性新生物（１，２８３人、人口１０万対３１４．２）、第２位は心疾患（６５６人、人口

１０万対１６０．７）、第３位が脳血管疾患（４１７人、人口１０万対１０２．１）である。（表２－１） 

   カ 悪性新生物（がん）死亡率は男性が高い 

     悪性新生物の発生部位別死亡数については、気管、気管支及び肺が２４４人（人口１０万対５９．５）で、悪性新

生物の１９．０％を占めている。死亡率は富山県（人口１０万対６１．６）より低い。 

     次に多いのが胃で１６４人（人口１０万対４０．０）となっており、悪性新生物の１２．８％を占めている。 

     悪性新生物の死亡数を男女別にみると、男性は７２３人（人口１０万対３６２．０）、女性は５６０人（人口１０

万対２６６．３）で、男性の方が多い。（表４） 
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3
0

3
2
4
,6

8
4

9
5
,5

1
8

1
,1

1
6
.2

3
0
4
.2

1
6
7
.9

9
8
.5

8
6
.1

8
.8

2
1
.5

1
7
.3

1
6
.8

3
1
.7

7
7
.2

3
2
.6

※
注

２
　

出
生

率
･死

亡
率

･自
然

増
減

率
･婚

姻
率

･離
婚

率
は

人
口

千
対

、
乳

児
死

亡
率

･新
生

児
死

亡
率

･早
期

新
生

児
死

亡
率

は
出

生
千

対
、

死
産

率
は

出
産

（
出

生
＋

死
産

）
千

対
、

　
　

　
　

　
周

産
期

死
亡

率
・
妊

娠
満

2
2
週

以
後

の
死

産
率

は
出

産
（
出

生
数

＋
妊

娠
満

2
2
週

以
後

の
死

産
）
千

対
で

あ
る

。

平
成

3
0
年

令
和

元
年

　
富

山
市

・
富

山
県

・
全

国
・
年

次
別

2
3
.5

2
.8

1
.9

1
.5

1
.5

1
5
.0

－ 29 －
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男
女

別
 死

因
順

位

①
男

富
山

市
・
富

山
県

・
全

国
（
令

和
元

年
）

死
　

　
　

因
死

亡
数

死
亡

率
割

合
（
％

）
死

　
　

　
因

死
亡

数
死

亡
率

割
合

（
％

）
死

　
　

　
因

死
亡

数
死

亡
率

割
合

（
％

）

総
　

　
　

数
2
,3

9
5

1
,2

0
4
.4

1
0
0
.0

総
　

　
　

数
6
,5

5
5

1
3
1
6
.3

1
0
0
.0

総
　

　
　

数
7
0
7
,4

2
1

1
1
7
5
.0

1
0
0
.0

富
　

山
　

県
全

　
　

　
　

国
富

　
山

　
市

総
　

　
　

数
2
,3

9
5

1
,2

0
4
.4

1
0
0
.0

総
　

　
　

数
6
,5

5
5

1
3
1
6
.3

1
0
0
.0

総
　

　
　

数
7
0
7
,4

2
1

1
1
7
5
.0

1
0
0
.0

第
１

位
悪

性
新

生
物

7
2
3

3
6
3
.6

3
0
.2

悪
性

新
生

物
1
,9

7
5

3
9
6
.6

3
0
.1

悪
性

新
生

物
2
2
0
,3

3
9

3
6
6
.0

3
1
.1

第
２

位
心

疾
患

2
9
0

1
4
5
.8

1
2
.1

心
疾

患
7
6
9

1
5
4
.4

1
1
.7

心
疾

患
9
8
,2

1
0

1
6
3
.1

1
3
.9

第
３

位
脳

血
管

疾
患

2
0
4

1
0
2
.6

8
.5

脳
血

管
疾

患
5
6
4

1
1
3
.3

8
.6

肺
炎

5
3
,0

7
6

8
8
.2

7
.5

第
４

位
肺

炎
1
9
8

9
9
.6

8
.3

肺
炎

5
4
6

1
0
9
.6

8
.3

脳
血

管
疾

患
5
1
,7

6
8

8
6
.0

7
.3

第
５

位
誤

嚥
性

肺
炎

1
0
0

5
0
.3

4
.2

老
衰

3
0
2

6
0
.6

4
.6

老
衰

3
1
,7

2
2

5
2
.7

4
.5

第
５

位
誤

嚥
性

肺
炎

1
0
0

5
0
.3

4
.2

老
衰

3
0
2

6
0
.6

4
.6

老
衰

3
1
,7

2
2

5
2
.7

4
.5

第
６

位
不

慮
の

事
故

9
9

4
9
.8

4
.1

不
慮

の
事

故
2
9
6

5
9
.4

4
.5

誤
嚥

性
肺

炎
2
2
,8

9
9

3
8
.0

3
.2

第
７

位
老

衰
9
6

4
8
.3

4
.0

誤
嚥

性
肺

炎
2
5
0

5
0
.2

3
.8

不
慮

の
事

故
2
2
,3

9
4

3
7
.2

3
.2

第
８

位
腎

不
全

4
8

2
4
.1

2
.0

慢
性

閉
塞

性
肺

疾
患

1
2
7

2
5
.5

1
.9

慢
性

閉
塞

性
肺

疾
患

1
4
,8

2
2

2
4
.6

2
.1

第
９

位
慢

性
閉

塞
性

肺
疾

患
4
3

2
1
.6

1
.8

自
殺

1
1
8

2
3
.7

1
.8

自
殺

1
3
,6

6
8

2
2
.7

1
.9

第
１

０
位

肝
疾

患
3
8

1
9
.1

1
.6

腎
不

全
1
1
4

2
2
.9

1
.7

腎
不

全
1
3
,5

7
3

2
2
.5

1
.9

第
１

０
位

肝
疾

患
3
8

1
9
.1

1
.6

腎
不

全
1
1
4

2
2
.9

1
.7

腎
不

全
1
3
,5

7
3

2
2
.5

1
.9

そ
の

他
の

疾
患

5
5
6

2
7
9
.6

2
3
.2

そ
の

他
の

疾
患

1
,4

9
4

3
0
0
.0

2
2
.8

そ
の

他
の

疾
患

1
6
4
,9

5
0

2
7
4
.0

2
3
.3

 

②
女

富
山

市
・
富

山
県

・
全

国
（
令

和
元

年
）

富
　

山
　

市
富

　
山

　
県

全
　

　
　

　
国

死
因

死
亡

数
死

亡
率

割
合

（
％

）
死

因
死

亡
数

死
亡

率
割

合
（
％

）
死

因
死

亡
数

死
亡

率
割

合
（
％

）

総
数

2
,3

9
0

1
,1

4
1
.0

1
0
0
.0

総
数

6
,6

5
2

1
2
5
9
.8

1
0
0
.0

総
数

6
7
3
,6

7
2

1
0
6
0
.5

1
0
0
.0

第
１

位
悪

性
新

生
物

5
6
0

2
6
7
.3

2
3
.4

悪
性

新
生

物
1
,5

1
7

2
8
7
.3

2
2
.8

悪
性

新
生

物
1
5
6
,0

8
6

2
4
5
.7

2
3
.2

第
２

位
心

疾
患

3
6
6

1
7
4
.7

1
5
.3

心
疾

患
1
,0

1
2

1
9
1
.7

1
5
.2

心
疾

患
1
0
9
,5

0
4

1
7
2
.4

1
6
.3

第
３

位
老

衰
2
7
5

1
3
1
.3

1
1
.5

老
衰

9
4
4

1
7
8
.8

1
4
.2

老
衰

9
0
,1

4
1

1
4
1
.9

1
3
.4

第
４

位
脳

血
管

疾
患

2
1
3

1
0
1
.7

8
.9

脳
血

管
疾

患
6
0
9

1
1
5
.3

9
.2

脳
血

管
疾

患
5
4
,7

8
4

8
6
.2

8
.1

第
５

位
肺

炎
1
7
4

8
3
.1

7
.3

肺
炎

3
9
6

7
5
.0

6
.0

肺
炎

4
2
,4

4
2

6
6
.8

6
.3

第
６

位
ア

ル
ツ

ハ
イ

マ
ー

病
6
9

3
2
.9

2
.9

不
慮

の
事

故
2
1
8

4
1
.3

3
.3

誤
嚥

性
肺

炎
1
7
,4

8
6

2
7
.5

2
.6

第
７

位
不

慮
事

故
6
3

3
0

1
2

6
血

管
性

等
認

知
症

1
7
5

3
3

1
2

6
不

慮
事

故
1
6

7
9
0

2
6

4
2

5
第

７
位

不
慮

の
事

故
6
3

3
0
.1

2
.6

血
管

性
等

の
認

知
症

1
7
5

3
3
.1

2
.6

不
慮

の
事

故
1
6
,7

9
0

2
6
.4

2
.5

第
８

位
血

管
性

等
の

認
知

症
6
1

2
9
.1

2
.6

ア
ル

ツ
ハ

イ
マ

ー
病

1
7
5

3
3
.1

2
.6

血
管

性
等

の
認

知
症

1
3
,8

0
7

2
1
.7

2
.0

第
９

位
腎

不
全

6
0

2
8
.6

2
.5

誤
嚥

性
肺

炎
1
7
3

3
2
.8

2
.6

ア
ル

ツ
ハ

イ
マ

ー
病

1
3
,5

4
4

2
1
.3

2
.0

第
１

０
位

誤
嚥

性
肺

炎
5
1

2
4
.3

2
.1

腎
不

全
1
3
1

2
4
.8

2
.0

腎
不

全
1
3
,0

7
1

2
0
.6

1
.9

そ
の

他
の

疾
患

4
9
8

2
3
7

7
2
0

8
そ

の
他

の
疾

患
1

3
0
2

2
4
6

6
1
9

6
そ

の
他

の
疾

患
1
4
6

0
1
7

2
2
9

9
2
1

7
そ

の
他

の
疾

患
4
9
8

2
3
7
.7

2
0
.8

そ
の

他
の

疾
患

1
,3

0
2

2
4
6
.6

1
9
.6

そ
の

他
の

疾
患

1
4
6
,0

1
7

2
2
9
.9

2
1
.7

　
注

１
　

死
亡

率
算

出
に

用
い

た
人

口
は

、
市

は
令

和
元

年
９

月
３

０
日

現
在

の
住

民
基

本
台

帳
登

録
人

口
の

う
ち

日
本

人
人

口
、

県
･国

は
令

和
元

年
１

０
月

１
日

の
総

務
省

統
計

局
推

計
日

本
人

人
口

。

　
注

２
　

用
語

の
説

明
　

「
心

疾
患

」
は

「
心

疾
患

（
高

血
圧

性
を

除
く

）
」
、

「
血

管
性

等
の

認
知

症
」
は

「
血

管
性

及
び

詳
細

不
明

の
認

知
症

」
で

あ
る

。
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年

齢
階

級
別

死
因

順
位

別
 死

亡
数

・
死

亡
率

 総
数

年
 齢

人
 口

死
亡

数
死

亡
率

階
 級

（
人

）
（
人

）
人

口
1
0
万

対
死

 因
死

亡
数

死
亡

率
死

 因
死

亡
数

死
亡

率
死

 因
死

亡
数

死
亡

率
死

 因
死

亡
数

死
亡

率
死

 因
死

亡
数

死
亡

率

総
数

4
0
8
,3

1
9

4
,7

8
5

1
,1

7
1
.9

悪
性

新
生

物
1
,2

8
3

3
1
4
.2

心
疾

患
6
5
6

1
6
0
.7

脳
血

管
疾

患
4
1
7

1
0
2
.1

肺
炎

3
7
2

9
1
.1

老
衰

3
7
1

9
0
.9

0
2
,8

8
3

3
1
0
4
.1

心
疾

患
1

3
4
.7

不
慮

の
事

故
1

3
4
.7

周
産

期
に

発
生

し
た

病
態

1
3
4
.7

－
－

第
  
５

  
位

第
  
１

  
位

第
  
２

  
位

第
  
３

  
位

第
  
４

  
位

0
2
,8

8
3

3
1
0
4
.1

心
疾

患
1

3
4
.7

不
慮

の
事

故
1

3
4
.7

し
た

病
態

1
3
4
.7

1
－

4
1
2
,3

8
7

3
2
4
.2

敗
血

症
1

8
.1

他
の

症
状

1
8
.1

先
天

奇
形

1
8
.1

－
－

5
－

9
1
6
,4

6
5

4
2
4
.3

悪
性

新
生

物
1

6
.1

脳
血

管
疾

患
1

6
.1

不
慮

の
事

故
1

6
.1

他
の

症
状

1
6
.1

－

1
0
－

1
4

1
7
,8

1
3

1
5
.6

不
慮

の
事

故
1

5
.6

－
－

－
－

1
5
－

1
9

1
9
,3

9
2

3
1
5
.5

自
殺

2
1
0
.3

不
慮

の
事

故
1

5
.2

－
－

－

2
0
－

2
4

1
8
,8

2
1

1
0

5
3
.1

自
殺

3
1
5
.9

悪
性

新
生

物
1

5
.3

他
の

症
状

1
5
.3

他
の

神
経

1
5
.3

敗
血

症
1

5
.3

2
5
－

2
9

1
8
,2

8
3

2
1
0
.9

不
慮

の
事

故
1

5
.5

自
殺

1
5
.5

－
－

－

3
0
－

3
4

2
0
,5

3
9

5
2
4
.3

悪
性

新
生

物
2

9
.7

脳
血

管
疾

患
2

9
.7

肺
炎

1
4
.9

－
－

3
5
－

3
9

2
3
,0

7
2

1
6

6
9
.3

悪
性

新
生

物
6

2
6
.0

自
殺

3
1
3
.0

不
慮

の
事

故
2

8
.7

肺
炎

1
4
.3

他
の

呼
吸

器
1

4
.3

4
0
－

4
4

2
8
,7

8
2

1
6

5
5
.6

悪
性

新
生

物
5

1
7
.4

脳
血

管
疾

患
4

1
3
.9

心
疾

患
2

6
.9

自
殺

1
3
.5

他
の

呼
吸

器
1

3
.5

4
5
－

4
9

3
2
,8

9
1

3
9

1
1
8
.6

悪
性

新
生

物
1
4

4
2
.6

脳
血

管
疾

患
4

1
2
.2

自
殺

4
1
2
.2

他
の

肝
疾

患
4

1
2
.2

心
疾

患
3

9
.1

5
0
－

5
4

2
6
,9

2
3

6
7

2
4
8
.9

悪
性

新
生

物
2
3

8
5
.4

心
疾

患
8

2
9
.7

不
慮

の
事

故
7

2
6
.0

他
の

症
状

6
2
2
.3

脳
血

管
疾

患
4

1
4
.9

5
5
－

5
9

2
4
,1

0
2

8
7

3
6
1
.0

悪
性

新
生

物
3
6

1
4
9
.4

心
疾

患
8

3
3
.2

不
慮

の
事

故
8

3
3
.2

脳
血

管
疾

患
7

2
9
.0

他
の

症
状

5
2
0
.7

6
0
－

6
4

2
3
,8

0
2

1
3
2

5
5
4
.6

悪
性

新
生

物
5
9

2
4
7
.9

心
疾

患
1
1

4
6
.2

脳
血

管
疾

患
1
1

4
6
.2

他
の

症
状

9
3
7
.8

自
殺

5
2
1
.0

6
0

6
4

2
3
,8

0
2

1
3
2

5
5
4
.6

悪
性

新
生

物
5
9

2
4
7
.9

心
疾

患
1
1

4
6
.2

脳
血

管
疾

患
1
1

4
6
.2

他
の

症
状

9
3
7
.8

自
殺

5
2
1
.0

6
5
－

6
9

2
8
,3

0
3

2
3
9

8
4
4
.4

悪
性

新
生

物
1
0
9

3
8
5
.1

心
疾

患
1
8

6
3
.6

脳
血

管
疾

患
1
8

6
3
.6

肺
炎

1
2

4
2
.4

他
の

呼
吸

器
1
1

3
8
.9

7
0
－

7
4

3
0
,5

2
4

4
2
1

1
,3

7
9
.2

悪
性

新
生

物
1
8
2

5
9
6
.3

心
疾

患
4
6

1
5
0
.7

脳
血

管
疾

患
3
5

1
1
4
.7

他
の

呼
吸

器
2
1

6
8
.8

肺
炎

1
8

5
9
.0

7
5
－

7
9

2
5
,1

3
0

5
3
5

2
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3-3 医事・薬事等 

 

3-3-1 医療施設指導監督事業 

（１） 事業目的 

（ア）市民に適正な医療等が供給されるよう診療所、助産所、施術所、歯科技工所及び衛生検査所の開設等に係

わる許認可事務及び立入検査等を行う。 

（イ）住民の医療に対する信頼を確保することを目的として医療安全支援センターを設置し、医療に関する苦

情・相談に対応する。 

（ウ）医療従事者の免許申請の経由事務を行う。 

 

（２） 根拠法令 

医療法、あん摩マッサ－ジ指圧師・はり師・きゅう師等に関する法律、柔道整復師法、歯科技工士法、死体解

剖保存法、臨床検査技師等に関する法律、医師法、歯科医師法、薬剤師法、保健師助産師看護師法、理学療法

士及び作業療法士法、診療放射線技師法、視能訓練士法、母体保護法 

 

（３） 施設数（令和３年３月３１日現在） 

 病院 一般診療所 歯科診療所 助産所 施術所 歯科技工所 衛生検査所 

施設 ４６ ３５１ １９３ １２ ４１５ ６５ ３ 

 

（４） 病床数（令和３年３月３１日現在） 

病床 

病院 
診療所 

一般 療養 精神 結核 感染症 計 

３，６２８ １，８９７ １，３０３ ２１ ９ ６，８５８ １９５ 

 

（５） 事業実績（令和２年度） 

（ア）許認可事務 

 
一般診療所 歯科診療所 助産所 

開設許可 使用許可 開設届 その他 開設許可 使用許可 開設届 その他 開設許可 使用許可 開設届 その他 

件数 ５ ０ １５ １２５ ０ ０ ５ ３１ ０ ０ ２ ３ 

 

 
施術所 歯科技工所 衛生検査所 

開設届 その他 開設届 その他 登録 その他 

件数 １５ ４４ ２ ０ ０ ０ 

 

（イ）医療監視 

 病院 診療所 病院・診療所共通監視項目 

医療安全、院内感染対策、医薬品安全管理、医療機器安全管理 等 件数 ４６ ６３ 

 

（ウ）医療安全支援センター相談数 

 苦情 相談 
 

件数 ６７ １１１ 
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（エ）医療従事者免許申請 ※（ ）内は新規取得者数 

  医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

件数 １０３（７０） ５（３） ８２（３４） ７８（４２） １９（８） ４２０（２３１） ７１（４７） 

 

  
診療放射線 

技師 
臨床検査技師 理学療法士 作業療法士 視能訓練士 

受胎調節実地

指導員 
栄養士 管理栄養士 

件数 ７（６） ２６（１２） ４０（２６） ２１（１１） ２（２） ５（５） ７７（４２） ４５（２４） 

 

 

3-3-2 薬事衛生事業 

（１） 事業目的 

（ア）市民に品質、有効性及び安全性の確保された医薬品が供給されるよう、薬局等の許認可事務及び監視指導

を行う。 

（イ）毒劇物による危害発生の未然防止を図るため、毒劇物販売業の登録事務及び監視指導を行う。 

（ウ）医薬品に関する知識の普及啓発を行う。 

（エ）薬物相談窓口を設け薬物乱用に関する相談に応じ、薬物乱用「ダメ。ゼッタイ。」普及運動にも協力して

いる。 

 

（２） 根拠法令 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、毒物及び劇物取締法 

 

（３） 施設数（令和３年３月３１日現在） 

業 種 薬局 
薬局製造販売医薬品

製造販売業・製造業 
店舗販売業 

高度管理医療機器

等販売業・貸与業 

高度管理医療機器

等販売業 

高度管理医療機器

等貸与業 

施設数 ２０５ １８ １４４ １９１ １１０ １ 

 

業 種 
管理医療機器 

販売業・貸与業 

管理医療機器 

販 売 業 

毒 物 劇 物 

一 般 販 売 業 

毒 物 劇 物 

農業用品目販売業 

毒 物 劇 物 

特定品目販売業 

施設数 ８１ １，０５９ ２４７ ３４ ８ 

 

（４） 事業実績（令和２年度） 

（ア）許認可事務 

業 種 

薬局 
薬局製造販売医薬品 

製造販売業・製造業 
店舗販売業 

新規許可 許可更新 変更届等 新規許可 許可更新 変更届等 新規許可 許可更新 変更届等 

件  数 １１ ２０ ８３０ ０ ０ ０ １０ ９ ５２７ 

 

業 種 

高度管理医療機器等 

販売業・貸与業 

高度管理医療機器等 

販売業 

管理医療機器 

販売業・貸与業 

管理医療機器 

販売業 

新規許可 許可更新 変更届等 新規許可 許可更新 変更届等 届出 変更届等 届出 変更届等 

件  数 １１ １６ １０２ ４ ６ ５３ ４９ ５ ４５ ４９ 

 

業 種 

毒物劇物一般販売業 毒物劇物農業用品目販売業 毒物劇物特定品目販売業 

新規登録 登録更新 変更届等 新規登録 登録更新 変更届等 新規登録 登録更新 変更届等 

件  数 ９ ２２ ３９ １ １ １３ ０ ０ １ 
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（イ）監視指導 

業 種 薬局 
薬局製造販売医薬品 

製造販売業・製造業 
店舗販売業 

高度管理医療機器

等販売業・貸与業 

高度管理医療機器 

等販売業 

管理医療機器 

販売業・貸与業 

管理医療機器 

販売業 

件 数 １４ ０ １５ １０ ６ ０ ８ 

業 種 
毒物劇物 

一般販売業 

毒物劇物 

農業用品目販売業 

毒物劇物 

特定品目販売業 

件 数 ７ ０ ０ 

（ウ）医薬品に関する知識普及啓発 

４回 ７１人 
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3-3-3 統計調査事業 

（１） 事業目的 

厚生行政全般の基礎資料とするため、関係法令に基づき、人口動態現象、地域保健事業の実施状況、病院等の

患者数、保健医療・福祉等の国民生活の基礎的事項などの調査・報告を行う。 

 

（２） 根拠法令 

地域保健法、統計法、戸籍法等 

 

（３） 事業実績（令和２年度） 

人口動態調査、地域保健・健康増進事業報告、衛生行政報告例、病院報告、医療施設動態調査 等 

 

（４） 医療関係資格者届出数 （隔年調査  令和２年１２月３１日現在、富山市への届出数（未確定数）） 

 医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

人数 １，５０５ ２７９ １，３７６ ２６８ ２２２ ６，３１３ １，１０６ 

 

 

3-3-4 献血等推進事業 

（１） 事業目的 

（ア）献血思想の普及啓発を行い、医療に必要な血液の確保を行う。 

（イ）骨髄移植の提供者（ドナ－）の登録を推進する。  

（ウ）移植医療の普及啓発を行う。  

 

（２） 根拠法令 

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律、臓器移植法等 

 

（３） 事業実績（令和２年度） 

（ア）啓発事業 

・関係機関でのポスタ－等の掲示、パンフレット類の配置 

・市広報に特集記事を掲載 

・市内関係機関等へ臓器提供意思表示カ－ドの配布 

（イ）普及事業 

・骨髄バンク  ドナ－登録受付窓口の開設 

・臓器移植キャンペ－ン、骨髄バンクドナ－登録会への参加協力 

（ウ）庁内献血 

 全血献血 

回数 ５ 
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3-3-5 保健所実習 
  （1）目  的 
    保健師助産師看護師学校養成所指定規則等に規定する実習を実施するもの。 
  （2）根拠法規等 
    保健師助産師看護師法、歯科衛生士法、栄養士法、医師法 
  （3）事業実績（令和２年度） 

（ア）保健学科 
学 校 名 実  習  期  間  受け入れ機関 人数 

富山県立総合衛生 
学院 保健学科 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

西・大沢野 
保健福祉センター 

― 

（イ）助産学科 
学 校 名 実  習  期  間  受け入れ機関 人数 

富山県立総合衛生 
学院 助産学科 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

北保健福祉センター ― 

（ウ）看護学科 
学 校 名 実  習  期  間  受け入れ機関 人数 

富山大学医学部 
看護学科 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

八尾保健福祉センター ― 

〃 西保健福祉センター ― 

〃 大沢野保健福祉センター ― 

〃 大山保健福祉センター ― 

富山市立 
看護専門学校 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

北保健福祉センター ― 

〃 中央保健福祉センター ― 

富山市医師会看護 
専門学校 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

南保健福祉センター ― 

富山赤十字看護 
専門学校 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

保健予防課 ― 

富山県立いずみ高等
学校専攻科 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

保健予防課 ― 

富山病院附属看護学校 

実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

八尾保健福祉センター ― 

〃 西保健福祉センター ― 

（エ）管理栄養士 

学 校 名 実  習  期  間  受け入れ機関 人数 

富山短期大学専攻科 
実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

地域健康課 
中央保健福祉センター 
南保健福祉センター 
北保健福祉センター 
大沢野保健福祉センター 

西保健福祉センター 

― 

金沢学院大学 
実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

地域健康課 
中央保健福祉センター 
南保健福祉センター 
北保健福祉センター 
大沢野保健福祉センター 

― 

仁愛大学 ― 

（オ）医師学科 
学 校 名 実  習  期  間 受け入れ機関 人数 

獨協医科大学 
実習の受け入れなし 
（新型コロナウイルス感染症のため） 

富山市保健所 ― 
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3-4 母子保健 

3-4-1 家族計画相談、婚前教育指導事業 

 （1）事業目的 

     母体保護の立場から健やかな子供を生み育てるための相談を行うとともに、命の尊さ、生命 

    倫理についての啓発を図る。 

 （2）根拠法令 

     母子保健法、母体保護法 

 （3）事業実績  

  （ア）遺伝相談事業                                    （件） 
      年度 

区分 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

延数 疾 患 名 延数 疾 患 名 延数 疾 患 名 

一 
 
 
 

次 
 
 
 

相 
 
 
 
 

談 

耳鼻咽喉科領域 ８ 

難聴        ７ 

アレルギー性鼻炎 １ 
１３ 

難聴       ７ 

聴力       ５ 

中耳炎      １ 

 

１０ 

難聴      ７ 

中耳炎     １ 

聴力      ２ 

精神・神経系領域 １１ 

アスペルガー   １ 

発達障害     ６ 

その他      ４ １６ 

自閉症      １ 

アスペルガー   １ 

発達障害     ７ 

言葉の遅れ    ５ 

その他      ２ 

 

３７ 

 

自閉症     ３ 

発達障害    ６ 

言葉の遅れ   ３ 

その他     ２ 

 

眼科系領域 ４０ 

斜視       １５ 

色覚異常      ８ 

弱視       ４ 

近視       ３ 

乱視       ２ 

逆まつげ     ２ 

遠視       ５ 

視力について   １ 

７２ 

斜視       １８ 

色覚異常      ６ 

弱視       ５ 

近視       ３ 

乱視      ２９ 

遠視       ６ 

網膜色素変性症  １ 

視力について   ４ 

 

 

 

 

５０ 

斜視      ９ 

遠視      ５ 

近視      １ 

乱視     １３ 

弱視      ７ 

色覚異常    ７ 

白内障     １ 

逆さまつげ   １ 

視力について  ６ 

代謝性疾患  ３ 
糖尿病      ２ 

その他      １ 
２ 

糖尿病      １ 

その他      １ 

２ 糖尿病     １ 

その他     １ 

小児内科系領域 ３７ 

アレルギー   １７ 

低身長      ７  

体格       ２ 

喘息       ２ 

頭囲       ８ 

熱性けいれん   １ 

 

３１ 

アレルギー   １２ 

低身長     １１ 

喘息       １ 

頭囲       ３ 

てんかん     ３ 

心雑音      １ 

 

 

 

３７ 

低身長    １１ 

体格      ５ 

アレルギー   ９ 

頭囲      ８ 

喘息      ３ 

整形外科系領域 ２０ 
股関節脱臼   １６ 

その他      ４ 
２７ 

股関節脱臼   １９ 

その他      ８ 

１５ 股関節脱臼  １０ 

その他     ５ 

染色体異常  １ その他      １ ０  １ その他     １ 

皮膚・腎・泌尿器

領域 
２３ 

アトピー    １６ 

湿疹       ３  

その他      ４ 
１０ 

アトピー     ６ 

湿疹       ２ 

血管腫      １ 

その他      １ 

２０ アトピー     １４ 

カフェオレスポット １ 

湿疹        ３ 

その他       ２ 

その他 ３１ 

反対咬合     ４ 

歯並び      ６ 

その他     ２１  
２０ 

反対咬合     ２ 

その他     １８ 

 

 

１９ 

反対咬合    ４ 

歯並び     ２ 

口唇口蓋裂   １ 

その他    １２ 

 

計 

 

１７４ １９１ １６８ 

１７４ １９１ １６８ 

二次相談 １ ２ ０ 

 

（イ） 家族計画相談事業                     （件） 

年度 
 区分 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

家族計画相談 １，６４１ １，４６６ ４１６ 
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3-4-2 身体障害児等医療費助成事業 

 

 ・自立支援医療費給付事業 

  (１) 事業の目的 

      身体に障害のある児童に対し、生活能力を得るために必要な医療の給付を行い、また、必要 

     に応じて生活指導等を実施し児童の健全育成を図る。 

  (２) 根拠法令等 

      障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、富山市障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則 

  (３) 事業実績 

      自立支援医療（育成医療）給付決定件数              （件） 

 区分     年度 平成３０年度 令和元年度 令和2年度 

 総   数 １１９ １１４ ９９ 

 肢体不自由 １３ １６ １６ 

 視覚障害 ３０ ２８ ３１ 

 聴覚･平衡機能障害 １５ ２０ １５ 

 音声・言語機能障害 ３７ ３３ ２１ 

 心臓障害 １８ １４ １３ 

 腎臓障害 ０ １ ０ 

その他の障害 ０ ０ ３ 

                     給付決定件数は、毎年３月から翌年２月分  
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3-5 成人保健 
 

3-5-1 健康手帳の交付 
  （１）事業目的  
      健康手帳は特定健診・保健指導等の記録、その他健康の保持のために必要な事項を記載

し、自らの健康管理と適切な医療に資することを目的とする。 
  （２）根拠法令 

     健康増進法 
（３）事業実績             （件） 

年度 新規 再交付 

平成30年度 ３，１０１ ４，３４９

令和元年度 ３，５２７ ４，３８９

令和２年度 ２，０７７ ２，８０２

 

3-5-2 健康教育事業 
  （１）事業目的 

生活習慣病の予防、健康増進、寝たきり予防等、健康に関する正しい知識の普及を図る
ことにより、「自分の体は自分で守る」という認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持
増進に資することを目的とする。 

  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 
    

 区 分 
 

年 度    

地域健康教育 糖尿病予防教室 

回数(回) 人数（人） 
（再掲）40～64歳 

回数(回) 
人  数(人) 

（回） （人） 実 延 

平成30年度 ４８０ １４，４０４ ２７９ ２，４５２ １５ １００ ３４９ 

令和元年度 ４４１ １１，８３１ ２４１ ２，０００ １５ ８４ ２９７ 

令和２年度 １５１ ３，１０９ ８５ ５４２ ３ ３８ ３８ 

                                 

3-5-3 健康相談事業 
  （１）事業目的 

        心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行い、家庭における健康
管理を支援する。 

  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

(ア） 各種健康相談 
 
区分 

 
年度 

各 種 健 康 相 談 糖 尿 病 相 談 

人数（人） 
（再掲）  

40～64歳（人） 
回数(回) 人数(人) 

(再掲) 
40～64歳(人) 

平成30年度 ２，３６９ １０６ １４ ２８ １１ 

令和元年度 ２，５４６ １３２ １４ ２４ ７ 

令和２年度 １，２１３ １３３ １１ １７ ４ 

 

(イ） 福祉申請受付及び福祉相談     （件） 
区分 

年度 福祉申請受付 福 祉 相 談 

平成30年度 ２，８４６ ４７０ 

令和元年度 ３８ ３９４ 

令和2年度 ２２９ ２７３ 

※令和元年度より福祉医療費請求書の提出が不要 
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3-5-4 保健・医療・福祉ネットワーク事業 
  （１）事業目的 
      地域で保健･医療･福祉の様々な相談や、健康の保持増進、生活習慣病の予防に関する相

談に応じ、必要な指導及び助言を行い、家庭における健康管理に資する。 
  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

地域総合相談会 
   

区分 
 

年度 

相 談 状 況           

相談総数 

相   談   内   容 （延件数） 

回 数 
(回) 

個 別 相 談 
者 数 (人) 

（再掲） 
40～64歳 
（人） 

健 康 
相 談 

福 祉 
相 談 

栄 養 
相 談 

医 療 
相 談 

子  育  て 

児童相談 
その他 

平成３０年度 184 3,765 674 3,638 3,229 3 339 7 60 0 

令和 元 年度 185 3,571 625 3,750 3,371 4 336 0 39 0 

令和 ２ 年度 11 119 3 129 119 0 10 0 0 0 

 
  

3-5-5 訪問指導事業 
  （１）事業目的 

健康診査後の有所見者や、虚弱者、認知症等に対して訪問指導を行い、心身の機能低下を
防止し、健康の保持増進を図る。 

  （２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 
 
    (ア) 対象者別訪問状況 
 

年  度 訪問数（人） 
（再掲） 

40～64歳 

内    訳 

健康診査後 

の有所見者 
虚弱者 

介護に携

わる家族 
認知症 寝たきり者 その他 

平成３０年度 
実人数 370 277 214 15 18 5 1 117 

延人数 544 344 231 38 29 13 1 232 

令和 元 年度 
実人数 314 165 135 15 32 1 0 131 

延人数 539 276 194 41 56 4 0 244 

令和 ２ 年度 
実人数 291 107 43 12 29 1 2 204 

延人数 573 216 98 30 68 2 2 373 

 

    (イ) 訪問指導者別訪問状況 
 

年  度  訪問回数（回） 
内     訳 （延 数） 

保健師 看護師 栄養士 

平成３０年度 
実回数 370 231 121 18 

延回数 544 405 121 18 

令和 元 年度 
実回数 349 242 104 3 

延回数 599 488 104 7 

令和 ２ 年度 
実回数 234 200 25 9 

延回数 518 466 26 26 
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3-5-6 健康診査事業 
  （１）事業目的 
      各種健康診査を実施することにより、脳卒中や心臓病の発症因子とされている高血圧や

脂質異常症等の生活習慣病の早期発見・早期治療に結びつけるとともに、生活習慣病予防
のための健康習慣づくりの定着化を図る。 

（２）根拠法令 
      健康増進法 
  （３）事業実績 

(ア)健康診査（生活保護受給者等）（令和２年度）      
  （単位：人） 

対象者数 受診者数 
受診率 
（％） 

詳細検査 
受診者数 

判 定 区 分  
異常なし 
（％） 

要観察 
（％） 

要精査 
（％） 

要医療 
（％） 

治療中 
（％） 

１，７２３ １３７ ８．０ ３７ 
２２ 

（１６．１） 
２２ 

（１６．１） 
６ 

（４．４） 
１２ 

（８．７） 
７５ 

（５４．７） 

※詳細検査の血清クレアチニン検査は受診者全員に実施。 
 

     (イ)有所見者の内訳（令和２年度） 

項目 

血 圧  脂質異常 糖尿病 

肝疾患 
（疑い含む） 正常高値 

血圧者 
高血圧症 
有病者 

HDL 

(40 ㎎/㎗未満) 

糖尿病 

予備軍 

糖尿病 

有病者 

人 ３９ ９０ ２０ ６３ ３１ １３ 

％ ２８．５ ６５．７ １４．６ ４６．０ ２２．６ ９．５ 

※「高血圧症有病者」は、血圧を下げる薬を服用中の者を含む。 
 

（ウ)肝炎ウイルス検診受診状況（令和２年度） 

区分 
対象者数 

（人） 

受診者数（人） 
受診率

（％） 

判定結果（人） 

計 
C型と 

B型 

C型 

のみ 

B型 

のみ 

C型 B型 

判定１ 判定２ 判定３ 判定４ 判定５ 陽性 陰性 

節目 

検診 

40歳 １，６０１ １７０ １７０ ０ ０ １０．６ ０ ０ ０ ０ １７０ ０ １７０ 

45歳 １，８３３ ９４ ９４ ０ ０ ５．１ ０ ０ ０ ０ ９４ ０ ９４ 

50歳 １，７８１ １１５ １１５ ０ ０ ６．５ ０ ０ ０ ０ １１５ １ １１４ 

55歳 １，２４４ ５４ ５４ ０ ０ ４．３ ０ ０ ０ １ ５３ １ ５３ 

60歳 １，３７３ １０７ １０５ １ １ ７．８ ０ ０ １ ２ １０３ １ １０５ 

計 ７，８３２ ５４０ ５３８ １ １ ６．９ ０ ０ １ ３ ５３５ ３ ５３６ 

 節目外 

検診 

節目検診 

未受診者 ― 
３８ ３７ ０ １ 

― 

０ ０ ０ ０ ３７ １ ３７ 

二次検診 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

単独検診 ― ６９ ６９ ０ ０ ― ０ ０ ０ ０ ６９ ２ ６７ 

※Ｃ型肝炎ウイルス検査判定（平成２５年度から判定区分の変更があった） 
 判定１、２：「現在、Ｃ型肝炎ウイルスに感染している可能性が高い」 
 判定３、４、５：「現在、Ｃ型肝炎ウイルスに感染している可能性が低い」 

 
（エ）骨粗しょう症検診（令和２年度） 

対象者数
（人） 

受診者数 
（人） 

受診率 
（％） 

判  定  区  分 

異常なし 要指導 要精検 

２，５２９ ３２０ １２．７ ２９０ ２０ １０ 

                           ※対象は、40歳及び50歳の女性のみ 
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3-5-7 がん検診事業 
  （１）事業目的 

       死因の第１位であるがんを早期に発見し治療に結びつけるため受診率の向上を図る。また、正し

い知識の普及により、日常生活を工夫改善し、がんを予防すること等により、死亡率を軽減し健康

な生活を送ることができるようこの事業を実施する。 

  （２）根拠法令 
          健康増進法、がん対策基本法 

 

・各種がん検診内容等 

区    分 

集 団 検 診 に よ る も の 施設検診によるもの 

対象者 受 付 及 び 問 診 検                 診 
 検  診    

内  容 時      間 担 当 者 時       間 内        容 

胃 が ん 検 診 午前 

8：30～10：00 

または 

8：30～9：30 

会 場により

異なる 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 
午前 

8：30～12：00 

問 診 

胃部Ｘ線間接撮影 

問 診 

胃部Ｘ線直接撮影 

または内視鏡検査 

40歳以上の国民

健康保険の被保

険者や健康保険

加入者の家族な

ど 

＊ただし、胃が

ん検診の内視鏡

検査は2年に1度 

（50歳以上） 

肺 が ん 検 診 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 

問 診 

胸部Ｘ線間接撮影 

喀 痰 採 取 

問 診 

胸部Ｘ線直接撮影 

喀 痰 採 取 

子宮がん検診 

午前 

8：30～9：30 

午後 

13：00～14：00 

会場により 

異なる 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 
午前 

8：30～11：00 

午後 

13：00～15：00 

会場により 

異なる 

問 診 

視 診 

内 診 

頸 部 細 胞 採 取 

問 診 

視 診 

内 診 

頸 部 細 胞 採 取 

必要に応じて体部細胞採取 

20歳以上の女性

で国民健康保険

の被保険者や健

康保険加入者の

家族など 

＊ただし、2年

に1度 

乳 が ん 検 診 

保 健 師 

看 護 師 

事 務 員 

 

問 診 

マンモグラフィ 

問 診 

視 診 

マンモグラフィ 

または超音波検査 

＊ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨの 

撮影枚数は、40

歳～49歳の方は4

枚、50歳以上の

方は2枚 

40 歳以上の女

性で国民健康保

険の被保険者や

健康保険加入者

の家族など 

＊ただし、2年

に1度 

大腸がん検診  
問 診 

便潜血反応検査 

40歳以上の国民

健康保険の被保

険者や健康保険

加入者の家族な

ど 

前立腺がん検診  

問 診 

血 液 検 査 

（前立腺特異抗原検査） 

満 50 歳・55 歳

・60 歳・65 歳

の男性で、国民

健康保険の被保

険者や健康保険

加入者の家族な

ど 
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(３) 事業実績 
 

    （ア) 胃がん検診状況                              
      区 分 

 年 度 対象者数（人） 受診者数（人） 
2年連続受診 

者数（人） 受診率（％） 
要精検者

（人） 
要精検率(％)

がん発見者数

（人） 

平成３０年度 １２５，９１４ 
２５，５４３ 

（８，２８２） 
   ― ２０．３ １，３５４ ５．３ ８４ 

令和 元 年度 １１７，６６９ 
２０，１１０ 

（７，８０９） 
   ― １７．１ １，０５０ ５．２ ６８ 

令和 ２ 年度 １５６，８９０ 
１１，７５７ 
（４２５） 

３，９２８ １７．８ ５９５ ５．１ ４３ 

※令和元年度から50歳以上の内視鏡検査は2年に1度         （ ）内は集団検診受診者再掲 
※令和２年度から対象者数は年１回行うがん検診の場合と同様の考え方で算出する（国の地域保健・健康増進事業報告に基づく）  
 
受診率＝{(前年度の受診者数)＋(当該年度の受診者数)－(前年度及び当該年度における２年連続受診者数)}／(当該年度の対象者数※)×100 

 
 
(イ) 肺がん検診状況                                

       区 分 

 年 度 対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 要精検者（人） 要精検率(％) がん発見者数（人）

平成３０年度 １４８，６５２ 
３７，０４６ 

（１０，６２４） ２４．９ １，１６５ ３．１ ４３ 

令和 元 年度 １４７，４３０ 
３６，２１８ 

（１０，２３２） ２４．６ １，２４１ ３．４ ２８ 

令和 ２ 年度 １４６，１８７ 
２８，８７５ 
（４５５） １９．８ １，２０８ ４．２ ６ 

                   （ ）内は集団検診受診者再掲 

 

 

    (ウ) 子宮がん検診状況                              
      区 分 

 年 度 
対象者数 

（人） 

受診者数 

（人） 

2年連続受診 

者数（人） 
受診率（％） 

要精検者 

（人） 

要精検率 

（％） 

がん発見者数

（人） 

平成３０年度 １０１，５５５
９，３９０ 

（４，０９６）
３６９ １８．４ ８３ ０．９ ６ 

令和 元 年度  ９９，７４１
９，２２１ 

（３，９７６）
３４２ １８．３ ８４ ０．９ ４ 

令和 ２ 年度  ９７，１２４
６，３５５

（１，１３０）
２４２ １５．８ ８３ １．３ ２ 

   ※平成17年度から2年に1度                    （ ）内は集団検診受診者再掲 

 

 

(エ) 乳がん検診状況                                
      区 分 

 年 度 
対象者数 

（人） 

受診者数 

（人） 

2年連続受診 

者数（人） 
受診率（％） 

要精検者 

（人） 

要精検率 

（％） 

がん発見者数

（人） 

平成３０年度 ７８，２１９ 
９，０７８ 

（４，８２６）
３５５ ２２．８ ５７３ ６．３ ４９ 

令和 元 年度 ７６，８５８ 
９，０１５ 

（４，７２８）
３８３ ２３．０ ４６２ ５．１ ２６ 

令和 ２ 年度 ７４，６７０ 
６，２８０ 

（１，３７６）
２６８ ２０．１ ３２２ ５．１ １９ 

（再掲） 

ﾏﾝﾓ 

ｸﾞﾗﾌｨ 

平成30年度 ７８，２１９ ８，３９０ ３３２ ２１．０ ５４２ ６．５ ４２ 

令和元年度 ７６，８５８ ８，２８８ ３４９ ２１．２ ４３７ ５．３ ２３ 

令和２年度 ７４，６７０ ５，４４９ ２２９ １８．１ ３０３ ５．６ １９ 

※平成17年度から2年に1度                    （ ）内は集団検診受診者再掲 
※対象者数は年１回行うがん検診の場合と同様の考え方で算出する（国の地域保健・健康増進事業報告に基づく） 
 
受診率＝{(前年度の受診者数)＋(当該年度の受診者数)－(前年度及び当該年度における２年連続受診者数)}／(当該年度の対象者数※)×100 
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（オ） 大腸がん検診状況  
      区 分 

  年 度 
対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 要精検者（人） 要精検率（％） がん発見者数（人） 

平成３０年度 １２６，９０７ 
２８，３１５ 

（３，５１２） 
 

２２．３ ２，２５５   ８．０ １０８ 

令和 元 年度 １２４，８９７ 
２７，６９２ 
（３，４５１） 

２２．２ ２，１３５  ７．７ ７９ 

令和 ２ 年度 １２３，２８６ ２３，７１１ １９．２ １，６８２  ７．１ ６２ 

                                  （ ）内は集団検診受診者再掲 

 

（カ）前立腺がん検診状況                         

区 分 

年 度 

対象者数

（人） 

受診者数

（人） 
受診率（％） 

要精検者

（人） 

要精検率

（％） 

がん発見者数

（人） 

平成３０年度 ２，８２６ 
３４０ 

（ ０） 
１２．０ １３ ３．８ ０ 

令和 元 年度 ２，６１０ 
３０２ 

（ ２） 
１１．６ １２ ４．０ １ 

令和 ２ 年度 ２，４９３ ２６２ １０．５ ９ ３．４ ０ 

                                 （ ）内は集団検診受診者再掲 

 

（キ） がん予防啓発事業実施状況 
ア がん検診受診勧奨訪問               

        区 分 

年  度 
件数 

平成３０年度 ６，６９５ 

令和 元 年度 ７，３７０ 

令和 ２ 年度 ６，９５２ 

（保健推進員連絡協議会委託）                  

 

ウ がん予防推進事業 

        区 分 

   

年  度 

がん予防健康教育 がん予防推進ボランティア研修会 

回数（回） 参加人数（人） 回数（回） 参加人数（人） 

平成３０年度 ６ ２０４ ２ １６４ 

令和 元 年度 ３ ７３ １ ８８ 

令和 ２ 年度 ０ ０ １ ３６ 

 
 

エ 働き盛り・子育て世代がん予防事業 （親子で学ぶがん健康教室） 

        区 分 

 

年  度 回数（回） 

参加人数（人） 

児童 保護者 合計 

令和 ２ 年度 １ １１０   ― ※１ １１０ 

 
 

オ がん予防協力店            

        区 分 

年  度 
登録件数 

令和 ２ 年度   ３６ ※２ 

 

イ 正しい食生活によるがん予防健康教室 

        区 分 

  年  度 
回数（回） 参加人数（人） 

平成３０年度 ７８   ２，１７５ 

令和 元 年度 ７８ １，６５９ 

令和 ２ 年度 ７８ １，８２３ 

（食生活改善推進連絡協議会委託） 

 

 

※２ 令和２年度は新規募集はなし 

※１ 新型コロナウイス感染拡大防止のため保護者の参加はなし 



 
3-5-8 歯周疾患検診・口腔がん検診 

 
  （１） 年齢別受診状況（令和２年度） 

         区 分 

  年  齢 
対象者数（人） 受診者数（人） うち男性（人） うち女性（人） 受診率（％） 

４０歳 １，５９１  ５９      １ ５８ ３．７ 

５０歳 ２，０５７  ９２ １０ ８２ ４．５ 

６０歳 １，７８２  ７９ １３ ６６ ４．４ 

７０歳 ４，９３９ １７２ ４７ １２５ ３．５ 

合計 １０，３６９ ４０２  ７１ ３３１ ３．９ 

 
（２） 受診者判定区分（令和２年度）                     （単位：人） 

区 分
 

年 齢 
異常なし（％） 要指導（％） 要精検（％） 

要精検の内訳＊ 
合  計（％） 

a b c d 

４０歳 １０（16.9) ７（11.9) ４２（71.2) 31 18 3 14  ５９（100.0） 

５０歳 １３（14.1） １４（15.2） ６５（70.7）  45 28 5 26  ９２（100.0） 

６０歳 ９（11.4） １３（16.5） ５７（72.1） 43 23 2  7  ７９（100.0） 

７０歳 １８（10.5） ２４（13.9） １３０（75.6） 105 47 17 19 １７２（100.0） 

合計 ５０（12.5） ５８（14.4） ２９４（73.1） 224 116 27 66 ４０２（100.0） 

  

 

（単位：人） 

（再掲）口腔がん

検診判定区分 

異常なし（％） 要経過観察（％） 要精密検査（％） 

４００（９９.５） ２（０.５） ０（０.０） 

※平成３０年度から、歯周疾患検診にあわせて口腔がん検診を実施。 

 

 

3-5-9 緑内障検診   
  （１）事業目的 

 生涯にわたり健やかな生活を送ることができるよう、緑内障検診を実施することで、早期発見・

早期治療に努め、眼疾患予防の充実を図る。 

   
(２) 事業実績   

     区 分      

 年 度 
対象者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 要精検者（人） 要精検率(％) 

緑内障発見者数

（人） 

平成３０年度 ６，１９０ ４２６ ６．９ ９６ ２２．５ ８ 

令和 元 年度 ６，０２１ ４２７ ７．１ １０６ ２４．８ １０ 

令和 ２ 年度 ５，７４９ ３５０ ６．１ ８４ ２４．０ ８ 

 

＊ a：歯周治療 

   b：う蝕治療 

   c：補綴処置 
   d：そ の 他         
 

－ 46 －



成人保健事業体系図（令和２年度）

健康手帳の交付

健康教育事業 糖尿病教室

地区健康教育

保健・医療・福祉
ネットワーク事業

地域総合相談会

訪問指導訪問指導事業

健康診査 健康診査

肝炎ウイルス検診

骨粗しょう検診

歯周疾患検診・口腔がん検診

緑内障検診

まちぐるみ禁煙支援事業

「富山市健康プラン２１」推進幹事会

「富山市健康プラン２１」推進委員会

地区健康づくり推進会議

まちぐるみ健康づくり交流会

世界禁煙デーイベント

受動喫煙の防止対策の推進

未成年による喫煙の防止

地域健康づくり展

プラス１,０００歩富山市民運動

とやま「歩く人。」リーダー育成事業

栄養改善指導事業

食生活改善推進事業

健康栄養調査

がん検診事業 各種がん検診

がん予防啓発事業

がん予防推進ボランティア研修会

がん予防健康教育

正しい食生活によるがん予防教室

がん予防協力店の推進

がん検診精密検診未受診勧奨

ウイルス性肝炎等フォロー体制の整備

がん予防推進事業評価検討会議

がん検診受診率向上事業

働き盛り・子育て世代がん予防事業

個別受診勧奨・再勧奨

がん検診と特定健診の一体的な啓発強化

大腸がん検診受診啓発

かかりつけ医等からの受診勧奨強化

自己負担割引による早期受診促進

保健推進員によるがん検診受診勧奨

託児付き集団検診の導入　※1

集団がん検診Web予約システム

がん検診ＰＲ用パンフレット全戸配布

「富山市健康プラン21」推進事業

歩こう！富山市民運動

※1　新型コロナウイルス感染拡大防止のため令和２年度は実施せず

生
活
習
慣
病
対
策

健
康
づ
く
り
事
業

が
ん
対
策
事
業
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3-6 健康づくり 
 
3-6-1 健康づくり推進事業 

  （１）事業目的 
市民一人ひとりが、主体的に健康づくりに取り組むとともに、地域ぐるみで個人の健康を支え、

守る環境づくりを推進し「すべての市民が健やかで心豊かに生活できる活力のあるまち」の実現を

目指す。 

  （２）根拠法令 
      ２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）の推進について（厚生省保健医療局長通知） 

  （３）事業実績 
      令和２年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催方法を変更するな

どして実施。 
(ア) 「富山市健康プラン21」推進事業 
   a.地区健康づくり推進会議（※）        b.まちぐるみ健康づくり交流会 

年  度 
開催回数 

(回) 

参加人数 

(人) 

平成３０年度 
前期 36  587 

後期 73 1,226 

令 和元年 度 
前期 35 593  

後期 72 1,265 

令 和２年 度 
前期 4 63  

後期 76  1,325 

       ※平成25年度より健康づくり推進事業として実施。 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
(ウ) まちぐるみ禁煙支援事業（いきいき健康教室）  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 
 

（エ） 歩こう！富山市民運動 
a.プラス1,000歩チャレンジ事業        

 
 
 
 
 
 

 
            

 

区分 

年度 
参 加 者 数（人） 

内 訳 

一般市民（人） 企業（人） その他（人）

平成30年度 １，６３５ ５１１ １，０７２ ５２

令和元年度 １，４０２ ３９０ １，００１ １１

令和２年度 ５２１ ２９５ ２２６ ０

    (イ) 地域健康づくり展 
区 分 

年 度 
実 施 地 区 数 参 加 延 人 数（人） 

平成30年度 ７８  １１，１９４ 

令和元年度 ７８  １０，５３２ 

令和２年度 ２８  ３，３６５ 

       

   区分 

 

年度 

小 学 ４ 年 生 中 学 １ 年 生 

実施回数（回） 参加者数（人） 実施回数（回） 参加者数（人） 

平成30年度 １１ ３９６ ３ １８８ 

令和元年度 １４ ８１６ ２ ３０ 

令和2年度 １ １２ ０ ０ 

 

年 度 
回数 
(回) 

参加者数 
(人) 

平成30年度 7 562 

令和元年度 6 458 

令和２年度※ 0 0 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため実施せず 
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b. とやま「歩く人。」リーダー育成事業 
   （１） 目  的 
      地域において「歩く人。」プログラムを実施するリーダーの育成や、リーダーが地域住

民を対象とした教室を開催すること等により、地域ぐるみで日常的に「歩く」ことを推

進し、仲間づくりやまちのソーシャルキャピタルの醸成を図り、市民の健康寿命の延伸

と健康まちづくりの推進を目指す。 

（２）事業内容及び実績 
    ① 実施方法 一般社団法人 OVAL HEART JAPAN に事業を一部委託して行う。 
    ② 実施内容（令和２年度） 

内  容 備考 
「歩く人。」インストラクターの研修用の DVD を作製し配布【一部委託】  
「歩く人。」リーダー（市民向け）への啓発用ポスターを作製し配布【一部委託】  
グランドプラザにて「歩く人。」体操の提示放送 平日 2 回 

     ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、研修会等は実施せず。 
       

（オ）受動喫煙対策 
   （１）目  的 
      受動喫煙防止に関する知識の普及、意識の啓発、環境整備、その他の措置を総合的か

つ効果的に推進する。 

（２）根拠法令 
   健康増進法 
（３）事業内容及び実績（令和２年度） 

①施設管理者等へのチラシ配布 
  ・食品衛生責任者、事業所管理者など 

②窓口相談の設置    相談件数 215 件 
相談方法内訳 相談者内訳 相談内容の内訳（延べ） 

電話 来所 巡回 市民 事業者 
施設 

区分 

喫煙設

備関係 

届出 

関係 

標識 

関係 

違反 

関係 

その

他 

107 108 0 26 189 13 37 138 15 21 21 

③「禁煙・分煙」宣言ステッカーの配布    
年度 配布数 

平成 30 年度 37 
令和元年度 120 
令和 2 年度  943 



3-6-2 女性の健康づくり事業（食生活改善推進事業） 
  （１）事業目的  
       地域における健康づくりを推進するなかで特に食生活改善の推進につとめ、地域の核となるリー

ダー（食生活改善推進員）の育成を図る。 

  （２）根拠法令 
       地域保健法 

  （３）事業実績 
    (ア) 食生活改善推進事業 
      ア 研修会 

   区 分 

 

 年 度 

中  央  研  修  会                               ブ ロ ッ ク 研 修 会                               

開催回数（回） 参加者数（人） 開催回数（回） 参加者数（人） 

平成30年度      ９       ９４９     ４２    １，７５５ 

令和元年度      ９        ９９９     ４２    １，９６７ 

令和2年度      ９     ３５４   ４２    ５６４ 
 

      イ 地区普及活動 

   区 分 

年 度 
開催回数（回） 参加者数（人） 

平成30年度 ２３４   ９, ８３７ 

令和元年度 ２３４   ９，１８４ 

令和2年度 ２３４   ３，５６３ 
 

(イ) 保健栄養教室（隔年開催） 
   区 分 

 

年 度 

実施回数（回） 
参 加 人 数 

実人数（人） 延 人 数（人） 

平成30年度       7 ７０ ４４９ 

令和元年度 - - - 

令和2年度 ５ ５６ ２８０ 

 

3-6-3 栄養改善指導事業 

   （１）事業目的 

      特定給食施設等の状況を把握し、適切な栄養管理の実施について必要な指導及び助言を行う。 

     

   （２）根拠法令 

       健康増進法 

   （３）事業実績 

     (ア) 特定給食施設等巡回指導事業 

      Ａ 給食施設等巡回指導実施状況               （単位：件） 

      年 度 

 

 区 分 

       指  導  件  数 
 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 
 

 個別指導 
 特定給食施設   ３７ ４２ ４ 

 その他の給食施設   ３５ ４２ ８ 
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    Ｂ 給食施設の栄養士等配置状況 

施設区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

  

施

設

数 

管
理
栄
養
士

の
い
る
施
設 

栄
養
士
の
み

い

る

施

設 

栄

養

士

の 

い
な
い
施
設 

施

設

数 

管
理
栄
養
士

の
い
る
施
設 

栄
養
士
の
み

い

る

施

設 

栄

養

士

の 

い
な
い
施
設 

施

設

数 

管
理
栄
養
士

の
い
る
施
設 

栄
養
士
の
み

い

る

施

設 

栄

養

士

の 

い
な
い
施
設 

 総 施 設 数 436 147 105 184 428 161 100 167 427 172 101 156 

特

定

給

食

施

設 

総 数 240 92 64 84 239 105 60 74 231 107 60 66 

学 校 68 18 10 40 65 22 5 38 65 25 6 34 

病 院 29 29 0 0 29 29 0 0 26 26 0 0 

介護老人保健施設 15 14 0 1 15 15 0 0 14 14 0 0 

介 護 医 療 院         1 1 0 0 

老 人 福 祉 施 設 18 15 3 0 19 16 3 0 18 15 3 0 

児 童 福 祉 施 設 70 10 38 22 70 14 39 17 70 14 39 17 

社 会 福 祉 施 設 2 1 1 0 2 2 0 0 2 2 0 0 

事 業 所 25 5 7 13 26 7 9 10 23 7 7 9 

寄 宿 舎 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 

矯 正 施 設 1 0 0 1 1 0 0 1 1 1 0 0 

一般給食センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 10 0 3 7 10 0 2 8 8 1 2 5 

そ

の

他

の

施

設 

総 数 196 55 41 100 189 56 40 93 196 65 41 90 

学 校 27 4 3 20 26 3 5 18 25 5 3 17 

病 院 25 19 2 4 18 18 0 0 19 19 0 0 

介護老人保健施設 3 3 0 0 3 3 0 0 3 0 0 3 

介 護 医 療 院         0 0 0 0 

老 人 福 祉 施 設 41 21 10 10 42 23 11 8 44 24 11 9 

児 童 福 祉 施 設 37 2 10 25 41 1 11 29 41 2 11 28 

社 会 福 祉 施 設 8 5 3 0 8 5 3 0 8 5 3 0 

事 業 所 39 0 10 29 35 0 6 29 30 3 7 20 

寄 宿 舎 5 0 1 4 5 0 1 4 5 1 1 3 

矯 正 施 設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一般給食センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 11 1 2 8 11 3 3 5 21 6 5 10 

 

 

 （イ） 栄養士等研修会 

開催及び参加状況 

        年度 

 区分 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 

 回数  参加人数  回数 参加人数  回数  参加人数 

市内に勤務する 

管理栄養士・栄養士及び 

調理従事者    

 

 3回 127人  3回 183人  2回 167人 

※令和2年度の研修は動画によるもの、参加人数は動画の視聴回数 
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（ウ） 栄養改善指導状況（令和2年度）                    （人） 

 

個 別 指 導 延 人 数 集 団 指 導 延 人 数  

栄養指導 

（再掲） 

 病態別 

 栄養指導 

（再掲） 

 訪問による 

 栄養指導 

栄養指導 

（再掲） 

 病態別 

 栄養指導 

乳 幼 児 1,381 1,381 32 564 564 

20歳未満 

（乳幼児を除く） 
7 5 2 5 0 

20歳以上 290 290 62 1,295 1,295 

 

         

3-6-4 健康栄養調査事業                  

（１） 目  的 

    市民の栄養摂取状況、健康状態等を把握し、栄養改善と健康増進の方途を講ずる基礎資 

   料とする。 

（２） 根拠法令  健康増進法 

（３） 事業実績  令和2年度は調査なし 

     

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3-6-5 他課協力事業 
 

  １ 介護予防普及啓発事業 
（１）事業目的 
       地域の高齢者に対して、健康づくりや介護予防に関する知識の普及・啓発を図ることに 

より、高齢者が健康づくりや介護予防に主体的に取り組んでいくことができるように支援 
する。 

（２）根拠法令  介護保険法 
（３）事業実績 

 

区分 

 

年 度 

 

実施回数

(回) 

 

参加人数 

  (人)  

 

講師別内訳(再掲)  回数(人数) 

  

医師 歯科医師 歯科衛生士 
健康運動 

指導士等 
その他 

平成30年度 ５７ １，４７４ 
１ 

（４２） 

０ 

（０） 

１５ 

（２９４） 

２１ 

（５００） 

２０ 

（６３８） 

令和元年度 ６５ １，５３１ 
１ 

（３５） 

０ 

（０） 

１４ 

（２４４） 

７ 

（２６２） 

４３ 

（９９０） 

令和2年度 １ ８ ０ ０ ０ ０ 
１ 

（８） 
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3-7 予防対策  

 
 3-7-1 感染症予防事業 

  (１) 事業 

      感染症患者目的が発生したときに、防疫措置を実施し感染症のまん延を防止する。 

  (２) 根拠法令 

      感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

  (３) 事業実績 

 

   (ア)感染症発生状況（感染症発生届出による）              （件） 

感染症の区分                        年次 平成30年 令和元年 令和２年 

新型インフルエ

ンザ等感染症 新型コロナウイルス感染症※ ― ― 422 

二類 結核 92 58 38 

三類 
細菌性赤痢 0 1 0 

腸管出血性大腸菌感染症(Ｏ１５７等) 11 14 17 

パラチフス 1 0 0 

四類 

Ｅ型肝炎 0 1 0 

Ａ型肝炎 4 1 1 

デング熱 0 1 1 

つつが虫病 1 0 0 

レジオネラ症 25 22 17 

五類 

（全数把握） 

アメーバ赤痢 2 4 2 

カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症 13 4 3 

急性脳炎(ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳

 

2 3 2 

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 6 8 7 

後天性免疫不全症候群 1 6 3 

侵襲性インフルエンザ菌感染症 4 3 0 

侵襲性肺炎球菌感染症 19 18 8 

水痘（入院例） 3 7 2 

梅毒 14 19 18 

播種性クリプトコックス症 3 1 0 

百日咳 12 101 2 

風しん 6 3 0 

麻しん  0 1 0 

五類 
(定点把握) 

 

インフルエンザ（鳥インフルエンザを除く） 5949 6300 1190 

ＲＳウイルス感染症 787 518 45 

咽頭結膜熱 364 226 110 

Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎 961 1639 1444 

感染性胃腸炎 3407 4289 2133 

水痘 175 307 132 

手足口病 199 1736 57 

伝染性紅斑 56 775 168 

突発性発しん 176 198 199 

ヘルパンギーナ 286 296 8 

流行性耳下腺炎 48 28 18 

急性出血性角結膜炎 1 0 0 

流行性角結膜炎 8 11 1 

細菌性髄膜炎 5 5 2 

無菌性髄膜炎 2 1 6 

性器クラミジア感染症 94 95 59 

性器ヘルペスウイルス感染症 18 44 34 

尖圭コンジローマ 17 22 11 

淋菌感染症 27 22 21 

マイコプラズマ肺炎 12 6 10 

クラミジア肺炎 3 0 1 

感染性胃腸炎（ロタウイルス） 7 2 0 

ペニシリン耐性肺炎球菌感染症 12 6 1 

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 51 51 36 

薬剤耐性緑膿菌感染症 0 1 0 

 ※新型コロナウイルス感染症は、令和２年２月１日より追加された。 
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 （イ）感染症診査協議会（感染症部会）開催状況               （件） 

 

    区分 

年度 

開催回数 

 （回） 

診査・報告件数 

就業制限 

(法第18条) 

応急入院の報告 

（法第19条） 

入院勧告 

(法第20条第1項) 

入院期間延長 

(法第20条第4項) 

平成３０年度 ５ ６ ０ ０ ０ 

令和 元 年度 ５ ６ ６ ０ ０ 

令和 ２ 年度 ５ ５９６ ５０５ ４８１ １５１ 

 

   （ウ） 感染症発生（結核を除く）に伴う措置の状況             （件） 

 

   （エ） ノロウイルス等による感染性胃腸炎の集団発生数(保健所への通報件数に限る）（件） 

 高齢者福祉施設  病 院  学 校 保育所 その他集団施設 

平成３０年度 ３ ０ ０ １ １ 

令和 元 年度 ３ ０ １ ０ ０ 

令和 ２ 年度 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

   （オ） 新興・再興感染症対策 

健康危機管理対策の一環として、新興・再興感染症の情報を富山市医師会員と情報共有することに

より、感染症対策の向上に資するため、平成２３年以降「富山市感染症危機管理医師研修会」を県内

外から講師を招聘し開催している。 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、中止となった。 

 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

就業制限 
健康診断 

勧告 
就業制限 

健康診断 

勧告 
就業制限 

健康診断 

勧告 

新型インフルエ

ンザ等感染症 

新型コロナウイルス

感染症 
０ ０ ３ ０ ５９４ ０ 

三類感染症 

腸管出血

性大腸菌

感染症 

Ｏ157 ２ ８ ０ １２ １ ４６ 

Ｏ 8 ０ ０ １ １８ ０ ０ 

Ｏ 91 ０ ０ １ １７ ０ ０ 

Ｏ100 ０ ０ １ １ ０ ０ 

Ｏ111 ０ ４ ０ ０ ０ ０ 

Ｏ26 ４ ６ ０ ２２ ０ ６ 

Ｏ103 ０ ０ ０ ０ ０ ８５ 

不明 ０ ０ ０ ０ １ ２ 

他保健所からの依頼によるもの ０  ３ ０ １ ０ ０ 
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3-7-2 予防接種事業 

 (１) 事業目的 

     感染のおそれのある疾病の発生及びまん延を防止するため、法に基づき予防接種を行い、

疾病に対する免疫をつくることにより市民の健康を保持し、公衆衛生の向上及び増進に寄与

することを目的とする。 

 (２) 根拠法令 

     予防接種法 

(３) 事業実績 

    

(ア) ジフテリア・百日せき・破傷風（三種混合）                （人） 

     区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

(％) 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

平成３０年度 － 2 2 0 － － 6 － 

令和 元 年度 － 0 0 1 － － 2 － 

令和 ２ 年度 － 0 0 0 － － 1 － 

・平成２４年１１月から四種混合ワクチンが導入されたため、三種混合ワクチンは希望者のみ接種券

を発行。 

 

(イ) ジフテリア・百日せき・急性灰白髄炎・破傷風（四種混合）         （人） 

     区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

(％) 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

平成３０年度 3,065 3,097 3,050 3,030 99.8 3,091 3,027 97.9 

令和 元 年度 2,948 3,025 3,019 2,931 101.5 3,055 3,012 98.6 

令和 ２ 年度 2,832 2,860 2,836 2,873 100.9 2,966 3,069 103.5 

 

（ウ） ジフテリア・破傷風（二種混合）      （人） 

      区分 

年度 

第  ２  期 

対象者数 接種者数 接種率（％） 

平成３０年度 3,559 2,923 82.1 

令和 元 年度 3,545 2,805 79.1 

令和 ２ 年度 3,498 3,054 87.3 

 

 (エ) 急性灰白髄炎（不活化ポリオ）                      （人） 

     区分 

 

 

 年度 

初 回       追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

(％) 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

平成３０年度 － 3 2 2 － － 18 － 

令和 元 年度 － 0 0 0 － － 3 － 

令和 ２ 年度 － 0 0 0 － － 4 － 

・平成２４年１１月から四種混合ワクチンが導入されたため、単剤の急性灰白髄炎（不活化ポリオ）

ワクチンは希望者のみ接種券を発行。 
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（オ） 麻しん風しん                               （人） 

区分 
 年度  種別 対象者数 混合ワクチン 

混合ワクチン 

接種率(％) 
麻しん単独 風しん単独 

平成３０年度 
第１期 3,067 3,026 98.7 0 0 

第２期 3,267 3,090 94.6 0 0 

令和 元 年度 
第１期 3,019 2,966 98.2 0 0 

第２期 3,236 3,080 95.2 0 0 

令和 ２ 年度 
第１期 2,893 2,933 101.4 0 0 

第２期 3,239 3,112 96.1 0 0 

 

  

（カ） 日本脳炎                                  （人）       

 

     区分 

   

年度 

種別 

第２期 

対象者数 接種者数 
接種率

（％） 

平成３０年度 
定期 3,509 2,453 69.9 

特例 － 1,893 － 

令和 元 年度 
定期 3,407 2,841 83.4 

特例 － 1,511 － 

令和 ２ 年度 
定期 3,358 2,961 88.2 

特例 － 1,309 － 

 

 

（キ） ＢＣＧ                  （人） 

     区分 

年度 
対象者数 接種者数 

接種率 

(％) 

平成３０年度 3,065 3,033 99.0 

令和 元 年度 2,948 2,984 101.2 

令和 ２ 年度 2,832 2,855 100.8 

 

  

     区分 

 

 年度 

種別 

     第  １  期  初  回 第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

  接種者数（B） 接種率 

(B)／2(A) 

×100 

(％)

対象者数 接種者数 

 

 接種率 

(％)  第１回  第２回 

平成３０年度 
定期 3,190 3,314 3,224 102.5 3,246 3,223 99.3 

特例 － 116 122 － － 364 － 

令和 元 年度 
定期 3,166 3,231 3,236 102.1 3,196 3,366 105.3 

特例 － 96 118 － － 297 － 

令和 ２ 年度 
定期 2,986 3,202 3,255 108.1 3,181 3,028 95.2 

特例 － 80 90 － － 248 － 
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(ク) Ｈｉｂ感染症                               （人） 

       区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

(％) 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

平成３０年度 3,065 3,113 3,049 3,018 99.8 3,067 2,989  97.5 

令和 元 年度 2,948 2,957 2,963 2,866 99.3 3,019 2,857  94.6 

令和 ２ 年度 2,832 2,844 2,862 2,891 101.2 2,893 3,162  109.3 

 

 

(ケ) 小児の肺炎球菌感染症                           （人） 

       区分 

 

 

 年度 

     第 １ 期 初 回   第 １ 期 追 加 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

(％) 

対象者数 接種者数 
接種率 

(％) 第１回 第２回 第３回 

平成３０年度 3,065 3,115 3,060 3,020  100.0 3,067 3,007  98.0 

令和 元 年度 2,948 2,974 2,988 2,961  100.9 3,019 3,002  99.4 

令和 ２ 年度 2,832 2,819 2,828 2,792  99.3 2,893 3,017 104.3 

 

 

(コ) ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸がん）  （人） 

       区分 

 

 年度 

対象者数 

(A) 

接 種 者 数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

(％) 

第１回 第２回 第３回 

平成３０年度 － 73 58 37 － 

令和 元 年度 － 213 182 134 － 

令和 ２ 年度 － 521 397 333 － 

・ワクチンとの因果関係を否定できない持続的な疼痛がワクチン接種後に見られたため、平成２５年

６月から積極的勧奨を差し控えている。 

・令和元年度より、対象者に対し個別に情報提供（リーフレット等の送付）をしている。 

・接種券は、希望者に発行。 

 

 

(サ) 水痘                   （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     区分 

 

 年度 

 対象者数 

（A） 

  接種者数（B） 接種率 

(B)/2(A) 

×100 

（％） 
 第１回  第２回 

平成３０年度 3,067 3,018 2,952  97.3 

令和 元 年度 3,019 3,030 2,846  97.3 

令和 ２ 年度 2,893 2,970 3,056  104.1 
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（シ) ロタウイルス感染症                              (人) 

      区分 

 

 

 年度 

対象者数 

接 種 者 数 

ロタリックス® ロタテック® 

第１回 第２回 第１回 第２回 第３回 

令和 ２ 年度 1,381 731 607 566 455 359 

・令和２年１０月から定期接種化。ワクチンは２種類あり、いずれか一方を接種する。 

・対象者は令和２年８月１日以降に生まれた者 

 

 

(ス) Ｂ型肝炎                         (人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(セ) インフルエンザ                             (人) 

    区分 

年度 
対象者数  接種者数 

    接種費用負担区分  接種率 

(％)   有 料   無 料 

平成３０年度 122,269 75,576 52,702 22,874 61.8 

令和 元 年度 123,159 78,522 54,457 24,065 63.8 

令和 ２ 年度 124,947 92,242 0 92,242 73.8 

・対象者①６５歳以上の者 

    ②６０歳以上６５歳未満のハイリスク者(心臓、腎臓又は呼吸器等に障害を有し、障害者 

     手帳１級等の者) 

・令和２年度に限り、新型コロナウイルス感染症との同時流行を抑制し、医療体制がひっ迫しないよ

う、医療体制を維持することを目的に、対象者の接種費用を全て無料としている。 

 

 

(ソ) 高齢者肺炎球菌感染症                           (人) 

    区分 

年度 
対象者数  接種者数 

    接種費用負担区分  接種率 

(％)   有 料   無 料 

平成３０年度 27,928 12,630 12,523 107 45.2 

令和 元 年度 16,140 4,451 4,402 49 27.6 

令和 ２ 年度 16,185 4,737 4,681 56 29.3 

・対象者①６５歳以上で５歳ごとの節目年齢の者 

    ②６０歳以上６５歳未満のハイリスク者(心臓、腎臓又は呼吸器等に障害を有し、障害者 

     手帳１級等の者) 

・令和元年度から経過措置が延長され、７０歳以上の方は、定期接種未接種者を対象としている。 

 

 

 

 

 

    区分 

 

 年度 

 対象者数 

（A） 

  接種者数（B） 接種率 

(B)/3(A) 

×100 

（％） 
 第１回  第２回 第3回 

平成３０年度  3,065  3,043  3,035  2,942  98.1 

令和 元 年度  2,948  2,971  3,011  2,963  101.1 

令和 ２ 年度  2,832  2,824  2,827  2,846  100.0 
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(タ) 予防接種助成金交付実績                            （件数） 

区分 

年度 
ＢＣＧ

接種 

三種

混合 

四種

混合 

二種

混合 

不活化 

ポリオ 

日本 

脳炎 

麻しん風しん 

Ｈｉｂ
ヒ ブ 肺炎 

球菌 

子宮頸

がん 
水痘 

Ｂ型

肝炎 

ロタ

ウイ

ルス 
第１期 第２期 

平成３０年度 6 0 42 0 0 8 1 0 74 74 0 1 64  

令和 元 年度 6 0 41 0 0 9 1 0 77 77 0 3 64  

令和 ２ 年度 20 0 96 0 0 8 4 0 124 127 0 8 107 14 

・平成２１年度から「富山市予防接種助成金交付要綱」を制定し、県外の医療機関で接種を希望され

る場合に、その接種費用を助成する制度を設けている。 

 

 

(チ）富山市中学生インフルエンザ予防接種助成事業 

 令和2年度に限り、新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行に備え、県が実施予定

の未就学児及び小学生に対するインフルエンザ予防接種の助成事業に上乗せし、市内在住の中学生

（平成17年4月2日生～平成20年4月1日生）を対象として助成事業を実施した。 

 

    区分 

年度 
助成件数 

令和2年度 6,542 

 

 

(ツ) 風しん抗体検査事業 

受検者の状況                     （人） 

区分 

年度 
受検者数 

結果（陰性）数 
陰性率（%） 

男性 女性 

平成３０年度 1,163 194 152 29.8 

令和 元 年度 540 87 78 30.6 

令和２年度 389 208 181 33.2 

 

 

(テ) 風しんの追加的対策 

 風しんの予防接種を公的に受ける機会がなかった昭和37年4月2日から昭和54年4月1日に生まれた

男性を対象に、令和元年度から令和3年度に限り抗体検査及び定期予防接種（風しんの第５期）を

実施する（定期予防接種の対象者は、抗体検査の結果、抗体価が国の定める基準を満たさない者の

み）。 

令和元年度は昭和47年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性に、令和２年度は昭和37年4月2日～

昭和47年4月1日生まれの男性に、無料で受けられるクーポン券を送付した。さらに、令和２年度に

は、昭和47年4月2日～昭和54年4月1日の男性で抗体検査未受診または予防接種の対象者であるが未

接種の者へ改めて無料で受けられるクーポン券を送付した。 

(人)  

 区分 

年度 
 対象者数 

抗体検査 予防接種 

  受診者数※  受診率(％) 対象者数※ 接種者数※ 接種率(％) 

令和元年度 22,556  7,894 34.5 2,269 1,242 54.7 

令和２年度 43,985  10,453 23.5 3,303 2,088 63.2 

※各年３月末現在 
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3-7-3 神通川流域住民健康調査事業 

 (１) 事業目的 

     神通川流域住民の健康調査を実施することにより、患者の早期発見及び住民の健康管理を

図るとともに、今後の環境保健対策に資する。 

 (２) 根拠法令等 

     神通川流域住民健康調査実施要領 

(３) 事業実績 

 

（ア） 健康調査                              （人） 

   区分 

年度 

１ 次 検 診※ 精 密 検 診 

 対象者数  受診者数  受診率(％)  対象者数  受診者数  受診率(％) 

平成３０年度 １，１５２ ４５３ ３９．３ ２９５ ９０ ３０．５

令和 元 年度 １，２６２ ５０１ ３９．７ ２８０ ８７ ３１．１

令和２年度 １，２４０ ４４７ ３６．０ ２６５ ４２ １５．８

※ １次検診については富山県が実施 

 

（イ） 家庭訪問状況                     

    区分 

 年度 

認定患者数 

（人） 

   家 庭 訪 問 状 況（延べ数）（回） 

 健康調査等  認定患者訪問  要観察者訪問 

平成３０年度 ５ ９１ ９ ４

令和 元 年度 ４ ８７ ４ ２

令和２年度 ２ ８０ ２ ２

 
 
3-7-4 エイズ等対策事業 
 (１) 事業目的 
     エイズ(後天性免疫不全症候群)の予防と早期発見・早期治療及び感染のまん延防止を図る。 
 (２) 根拠法令 
     感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 
 (３) 事業実績 

 
（ア） エイズ、性感染症相談・検査実施状況          （件） 

     区分 

 年度 
相談件数 

検査件数 

HIV抗体検査 ｸﾗﾐｼﾞｱ抗体検査 

平成３０年度 ５２９ ３００ ２１１

令和 元 年度 ５５８ ３０６ １９９

令 和２年 度 ８１ １１ ９

・相談件数は電話相談、来所相談を含む。 

 
（イ） エイズ、性感染症健康教育の実施状況            （回）（人） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

 回数 延人数 回数 延人数 回数 延人数 

  総   数 ５５ ４,３７７ ４７ ４，１７３ １４  ２９４ 

再

掲 

 児童･生徒･学生 １５ ２,５３６ １５ ２，４１５ ０※    ０ 

 一 般 住 民 ４０ １,８４１ ３２ １，７５８ １４ ２９４ 

 ※新型コロナウイルス感染症の影響により中止 
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3-7-5 小児慢性特定疾病対策事業 
 (１) 事業目的 
     小児慢性特定疾病にかかっている児童への医療費助成及び、療育相談指導や療養相談会等

の自立支援事業を行うことにより、児童の健全な育成及び自立の促進を図ることを目的とす
る。 

 (２) 根拠法令 
     児童福祉法 
 (３) 事業実績 
     小児慢性特定疾病児登録状況                     (人) 

 区 分           年 度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

    総     数 ３０３  ３００  ３４１ 

内 

訳 

 

 

 

 

０１ 悪 性 新 生 物 ５１ ５１ ６２ 

０２ 慢 性 腎 疾 患 ２７ ２４ ２４ 

０３ 慢 性 呼 吸 器 疾 患 ４ ７ ９ 

０４ 慢 性 心 疾 患 ４５ ４３ ５２ 

０５ 内 分 泌 疾 患 ９０ ７６ ８５ 

０６ 膠 原 病 ５ ７ ９ 

０７ 糖 尿 病 ２３ ２５ ２９ 

０８ 先 天 性 代 謝 異 常 ８ ８ ８ 

０９ 血 液 疾 患 ３ ４ ４ 

１０ 免 疫 疾 患 ２ ２ ２ 

１１ 神 経 ・ 筋 疾 患 ２４ ２７ ２８ 

１２ 慢 性 消 化 器 疾 患 １５ １９ ２１ 

１３ 染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群 １ ２ ３ 

１４ 皮 膚 疾 患 ０ ０ ０ 

１５ 骨 系 統 疾 患 ４ ４ ４ 

１６ 脈 管 系 疾 患 １ １ １ 
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3-7-6 肝炎対策事業 

(１)  事業目的 

      肝炎の予防と早期発見・早期治療及び感染のまん延防止を図る。 

(２)  根拠法令等 

    肝炎対策基本法 

    特定感染症検査等事業実施要綱 

(３)  事業実績 
 
（ア） 肝炎ウイルス相談及び検査(保健所実施分)実施状況                 （件） 

             区分 

 年度 
相談件数（延） 

検査件数（実） 

Ｂ型肝炎ウイルス検査 Ｃ型肝炎ウイルス検査 

平成３０年度 ４５ ３ ３

令和 元 年度 ３０ １０ ７

令 和２年 度 ３ ２ １
 

（イ） 肝炎ウイルス検査（委託医療機関分）実施状況           （件） 

      区分 
年度 

検査件数（実） 

Ｂ型肝炎ウイルス検査 Ｃ型肝炎ウイルス検査 

平成３０年度 ０ ０ 

令和 元 年度 ２ ３ 

令 和２年 度 ４ ３ 

 
（ウ） 肝炎治療医療費助成受給者証交付状況                （件） 

               年度 
区分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

インターフェロン治療 

新規 ０ ０ ０ 

延長 ０ ０ ０ 

２回目 ０ ０ ０ 

核酸アナログ製剤治療 
新規 ３９ １５ ２０ 

更新 
３３８ 

(新規１８件含む) 
 ３５５ 

(新規７件含む) 
 ３６７ 

(新規５件含む) 

インターフェロンフリー治療 
新規 ５９ ４０ ２９ 

再治療 ３ １ ０ 
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3－7－7 特定疾患治療研究事業・難病医療費助成 
(1) 事業目的 

   特定疾患の治療研究事業を行うことにより、その医療の確立と普及を図り、併せて患者家族の負担軽 
減に資することを目的とする。 

(2) 根拠法令等 
   難病の患者に対する医療等に関する法律、富山県特定疾患治療研究事業制度 

(3) 実績 
   特定医療費（指定難病）受給者証交付状況                 （件） 

年度 
区分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

総    数 ２，９３２ ３，０１０ ３，３０６ 

入院・通院 国制度（重症） ― ― ― 
国制度（一般） ２，９０１ ２，９７４ ３，２５０ 

入院のみ 県単独制度 ３１ ３６ ５６ 
※平成３０年１月１日で重症患者認定は廃止 
 

【令和２年度】                                         （件） 

疾患名 
受給者証 

交付者数 
 疾患名 

受給者証 

交付者数 

国
制
度 

1 球脊髄性筋萎縮症 11  

国
制
度 

37 膿疱性乾癬（汎発型） 6 

2 筋委縮性側索硬化症 31  38 スティーヴンス・ジョンソン症候群 2 

3 脊髄性筋委縮症 3  39 中毒性表皮壊死症 1 

４ 原発性側索硬化症 1  40 高安動脈炎 12 

５ 進行性核上性麻痺 75  41 巨細胞性動脈炎 3 

6 パーキンソン病 509  42 結節性多発動脈炎 7 

7 大脳皮質基底核変性症 19  43 顕微鏡的多発血管炎 19 

8 ハンチントン病 9  44 多発血管炎性肉芽腫症 5 

10 シャルコー・マリー・トゥース病 1  45 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 15 

11 重症筋無力症 84  46 悪性関節リウマチ 18 

13 多発性硬化症／視神経脊髄炎 74  47 バージャー病 8 

14 
慢性炎症性脱髄性多発神経炎／ 

多巣性運動ニューロパチー  
26 

 48 原発性抗リン脂質抗体症候群 1 

 49 全身性エリテマトーデス 208 

15 封入体筋炎 5  50 皮膚筋炎／多発性筋炎 78 

17 多系統委縮症 43  51 全身性強皮症 69 

18 脊髄小脳変性症（多系統委縮症を除く。） 84  52 混合性結合組織病 31 

19 ライソゾーム病 2  53 シェーグレン症候群 32 

20 副腎白質ジストロフィー 1  54 成人スチル病 14 

21 ミトコンドリア病 2  55 再発性多発軟骨炎 2 

22 もやもや病 57  56 ベーチェット病 30 

23 プリオン病 2  57 特発性拡張型心筋症 66 

26 HTLV-１関連脊髄症 2  58 肥大性心筋症 16 

28 全身性アミロイド―シス 14  59 拘束型心筋症 1 

30 遠位型ミオパチー 1  60 再生不良性貧血 42 

32 自己貪食空胞性ミオパチー 1  61 自己免疫性溶血性貧血 4 

34 神経線維腫症 16  62 発作性夜間ヘモグロビン尿症 5 

35 天疱瘡 9  63 特発性血小板減少性紫斑病 45 

36 表皮水疱症 1  64 血栓性血小板減少性紫斑病 1 
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国
制
度 

65 原発性免疫不全症候群 7 

国
制
度 

171 ウィルソン病 3 

66 IgA 腎症 37 189 無脾症候群 1 

67 多発性嚢胞腎 37 191 ウェルナー症候群 1 

68 黄色靭帯骨化症 38 193 プラダー・ウィリ症候群 1 

69 後縦靭帯骨化症 91 210 単心室症 1 

70 広範脊柱管狭窄症 6 217 エプスタイン病 1 

71 特発性大腿骨頭壊死症 40 218 アルポート症候群 1 

72 下垂体 ADH 分泌異常症 15 220 急速進行性糸球体腎炎 10 

74 下垂体性 PRL 分泌亢進症 6 222 一次性ネフローゼ症候群 21 

75 クッシング病 1 224 紫斑病性腎炎 3 

77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 17 226 間質性膀胱炎（ハンナ型） 3 

78 下垂体前葉機能低下症 42 227 オスラー病 5 

82 先天性副腎低形成症 3 230 肺胞低換気症候群 1 

83 アジソン病 1 235 副甲状腺機能低下症 1 

84 サルコイドーシス 72 238 ビタミン D 抵抗性くる病／骨軟化症 1 

85 特発性間質性肺炎 46 255 複合カルボキシラーゼ欠損症 1 

86 肺動脈性肺高血圧症 17 263 脳腱黄色腫症 1 

88 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 18 266 家族性地中海熱 3 

89 リンパ脈管筋腫症 3 270 慢性再発性多発性骨髄炎 3 

90 網膜色素変性症 67  271 強直性脊椎炎 19 

92 特発性門脈圧亢進症 2 273 肋骨異常を伴う先天性側弯症 1 

93 原発性胆汁性胆管炎 94 281 クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群 1 

94 原発性硬化性胆管炎 5 283 後天性赤芽球瘘 8 

95 自己免疫性肝炎 4 285 ファンコニ貧血 1 

96 クローン病 189 288 自己免疫性後天性凝固因子欠乏症 2 

97 潰瘍性大腸炎 359  289 クロンカイト・カナダ症候群 1 

98 好酸球性消化管疾患 5  290 非特異性多発性小腸潰瘍症 2 

99 慢性特発性偽性腸閉塞症 1  296 胆道閉鎖症 1 

107 若年性特発性関節炎 1  300 IgG４関連疾患 11 

111 先天性ミオパチー 1  306 好酸球性副鼻腔炎 44 

113 筋ジストロフィー 13  331 特発性多中心性キャッスルマン病 2 

122 脳表ヘモジデリン沈着症 1 計 3250 

127 前頭側頭葉変性症 4 

149 片側痙攣・片麻痺・てんかん症候群 1 
疾患名 

受給者証 

交付者数 153 難治頻回部分発作重積型急性脳炎 1 

158 結節性硬化症 6 

県
制
度 

63 アルツハイマー病 1 

160 先天性魚鱗癬 1 67 突発性難聴 28 

162 類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。） 17 93 原発性慢性骨髄繊維症 1 

167 マルファン症候群 1 94 不応性貧血（骨髄異形成症候群） 26 

168 エーラス・ダンロス症候群 1 計 56 

 

※令和３年３月３１日時点で受給者証を持っている人。 
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3-7-8 難病患者在宅療養支援事業  

  (1) 事業目的 

原因が不明で治療方針が確立されていない難病患者及びその家族に対して、訪問指導や医療相談を 

行うことにより、在宅療養を支援する。 

  (2) 根拠法令 

   難病特別対策推進事業実施要綱 

  (3) 事業実績 

   （ア）訪問相談事業          （人） 
   実 数   延 数 
平成３０年度 ２０ ４４ 
令 和元年 度 ２８ ５２ 
令 和２年 度 ３１ ６０ 

 
   （イ）難病等療養相談会       （人） 
   回 数  参加延人数 
平成３０年度     １ ２８ 
令 和元年 度     ２ ３８ 

令 和２年 度     ０ 
   （１） 

０ 
（１０２） 

※令和２年度は新型コロナウイルス感染防止のため、療養相談会に代えて「難病支援従事者研修会」を 
動画配信形式で実施。 
 

   （ウ）事例検討会           （件） 
   回 数   事例数 
平成３０年度     ３     ３ 
令 和元年 度     ２     ２ 
令 和２年 度     ０     ０ 

※令和２年度は新型コロナウイルス感染防止のため、実施せず。 
 
 
3-7-9 原爆被爆者健康診断事業  
  (1) 事業目的 

富山県より委譲事務となっている原爆被爆者の健康診断に関する事務のスムーズな運用を図ることを 
目的とする。 

  (2) 根拠法令 
   原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 
  (3) 事業実績                                    （人） 
 健診種別  被爆者数 定期健診（上期）  希望者健診  がん健診 定期健診（下期） 
平成２９年度 ２０ ２ ４ ２ １ 
平成３０年度 １７ ２ １ ０ ２ 
令和 元 年度 １７ ２ １ ０ １ 
令和 ２ 年度 １７ ２ ０ １ ３ 
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3-8 結核対策 

 3-8-1  結核予防事業 

 (１) 事業目的 

     結核予防及び結核患者に対する適正な医療の給付を行うことによって、結核が個人的、社会 

    的に害を及ぼすことを防止し、市民の健康保持と結核の撲滅を図ることを目的とする。 

 (２) 根拠法令 

     感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (３) 事業実績 

  (ア)定期結核健康診断実施状況 

     結核健診（一般：６５歳以上）の実施状況                   （人） 

 

   区分 

 

 

年度 

エ ッ ク ス 線 撮 影 

定 期 健 診  精 密 検 査（直接撮影） 

対象者数 

受 診 者 数 
受診率 

（％） 
対象者数 受診者数 

受診率 

（％） 
集 団 

(間接撮影) 
施 設 

(直接撮影） 

平成３０年度 ９９，７８７ ７，３４２ ２２，２２５ ２９．６ １，０６０ ９４７ ８９．３ 

令和 元 年度 １０１，９２２ ６，９６９ ２１，９８７ ２８．４ １，１５３ １，０３５ ８９．８ 

令和 ２ 年度 １０１，７４９ ３５２ ２３，７７２ ２３．７ １，１２４ ９８１ ８７．３ 

       

  （イ）感染症診査協議会（結核専門部会）開催状況                  （件） 

 

   区分 

 

年度 

開催 

回数 

(回) 

診 査 ・ 報 告 件 数 

就業制限 

(18 条） 

応急入院 

の報告 

(19 条) 

入院勧告 

(20 条第 1 項) 

入院期 

間延長 

(20 条第 4 項) 

通院公費 

負担 

(37 条の 2) 

平成３０年度 ２４ ２３ ２３ ２２ １４ １２５ 

令和 元 年度 ２３ １４ １４ １４ ２０ ８９ 

令和 ２ 年度 ２４ １０ １０ １０ １５ ６４ 

  

  （ウ）結核対策促進事業（結核予防費補助金） 

私立学校、福祉施設の設置者等が行う結核の定期健康診断に対し、その費用の３分の２を

補助する。 

      令和２年度実績：私立学校１４施設、福祉施設２８施設 

 

 

 3-8-2 結核医療費公費負担事業 

 （１）事業目的 

    結核患者の医療費を公費で負担することにより、結核のまん延を防止する。 

 （２）根拠法令 

    感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 （３）事業実績 

（ア）結核患者登録状況                             （人） 

   区分 

年次 
登録者 

総数 

新登録者 

（うち外国生まれ） 

潜在性結核

感染症 
転入者 削除者 

削 除 者 の 内 訳 
死亡 

治癒 転出 その他 
結核 その他 

平成３０年 ９２  ４７（１４） ４０ ２ ６１ １ １３ ３２ １０ ５ 

令和 元 年 ８３ ３４（３） ２３ ６ ４３ １ １３ ２２ ５ ２ 

令和 ２ 年 ６４ ２６（４） １３ １ ７６ ４ １５ ４８ １ ８ 
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（イ）年末時登録者数（年末時総合患者分類）                     （人） 

   区分 

 

年次 

登録者 

総数 

活動性結核 

不活動 

性結核 

潜在性結核感染症 

（別掲） 

総数 

肺結核活動性 
肺外結 

核活動 

性 
総数 

登録時喀痰塗抹陽性 
登録時 

その他 
治療中 観察中 

総数 
初回 

治療 

再 

治療 

平成３０年 ９２ ３１ １８ １１ １１ ０ ７ １３ ４９ ９ ２３ 

令和 元 年 ８３ ２１ １４ ６ ６ ０ ６ ７ ４５ １６ １２ 

令和 ２ 年 ６４ １６ １１ ５ ５ ０ ６ ５ ３３ ６ ５ 

 

（ウ）年齢別新登録者登録状況                          （件）（％） 

   区分 

年次 
 計 ～9歳 

10 歳～ 

19 歳 

20 歳～ 

29 歳 

30 歳～ 

39 歳 

40 歳～ 

49 歳 

50 歳～ 

59 歳 

60 歳～ 

69 歳 

70 歳～ 

79 歳 
80 歳～ 

平成３０年 ４７ 0(0) 2(4) 9(20) 2(4) 2(4) 1(2) 1(2) 9(19) 21(45) 

令和 元 年 ３４ 0(0) 0(0) 2(6) 2(6) 0(0) 2(6) 3(9) 7(20) 18(53) 

令和 ２ 年 ２６ 0(0) 1 (4) 0(0) 1(4) 0(0) 2(8) 0(0) 6(23) 16(61) 

    

  （エ）公費負担状況                   （件） 

年度    区分 
通院患者 

（37 条の 2） 

入院勧告患者 

（37 条） 

平成３０年度 １２５ ３７ 

令和 元 年度 ８９ ３４ 

令和 ２ 年度 ６４ ２５ 

  

 

3-8-3 結核接触者健康診断 

 (１)事業目的 

     結核患者の家族や職場での接触者等、特に感染した可能性が高いと考えられる者について、

二次感染による患者発生（集団発生）を防止するため、接触者健康診断を実施する。 

また、結核再発防止のために結核登録者に対して管理検診を実施する。 

 (２)根拠法令 

    感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (３)事業実績  

  （ア）管理検診                                  （人） 

    区分 

年度 

対象 

者数 

受診 

者数 

受診率 

（％） 

検診実施機関別 

受診者数 
    受診結果 

保健所 
委託医

療機関 
その他 要医療 要観察 

治癒・ 

削除 

平成３０年度 １６７ １４６ ８７．４ ３４ ８６ ２６ ０ １１４ ３２ 

令和 元 年度 １４１ １２０ ８５．１ ２３ ８５ １２ ０ ７１ ４９ 

令和 ２ 年度 １０６ ８５ ８０．２ ４ ６７ １４ ０ ６６ １９ 

   

 

 

 

 

 

－ 68 －



  （イ）接触者健診                              （人） 

区分 

年度 

対
象
者
数 

受  診  者  数 結 果 

患者家族 その他 

受
診
者
数 

受
診
率(
％) 

発
見
患
者
数 

潜
在
性
結
核 

感
染
症 

保
健
所 

委
託 

医
療
機
関 

そ
の
他 

保
健
所 

委
託 

医
療
機
関 

そ
の
他 

平成３０年度 500 63 31 2 271 106 2 475 95.0 2 13 

令和 元 年度 560 68 31 6 305 113 15 538 96.1 4 9 

令和 ２ 年度 388 0 57 1 203 111 3 375 96.6 0 6 

 

  （ウ）結核訪問指導               

年度   区分 訪問実数（人） 訪問延数（回） 

平成３０年度 ８２ １２６ 

令和 元 年度 ５６ ９３ 

令和 ２ 年度 １１ １１ 

 

3-8-4 地域ＤＯＴＳ（結核患者服薬支援） 

 (１)事業目的 

    全結核患者（潜在性結核感染症を含む。）の治療を確実に成功させることにより、再発 

   による感染の拡大、耐性菌の出現を防止する。 

 (２)根拠法令 

    感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (３)事業実績                               

    区分 

年度 

地域ＤＯＴＳ実施状況 

区  分 外来ＤＯＴＳ 訪問ＤＯＴＳ 
連絡確認 

ＤＯＴＳ 

平成３０年度 
ＤＯＴＳ対象患者数（人） ９ １５ ７６ 

実施件数（延べ数）（回） １０ ３４ ３０６ 

令和 元 年度 
ＤＯＴＳ対象患者数（人） ０ １７ ７１ 

実施件数（延べ数）（回） ０ ４３ ２７８ 

令和 ２ 年度 
ＤＯＴＳ対象患者数（人） ０ ０ ４３ 

実施件数（延べ数）（回） ０ ０ １６７ 
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3-9 精神保健福祉対策  

3-9-1 精神保健福祉対策事業 

（1）事業目的 

    心の健康づくりを推進し、また、心の病気になっても安心して地域で自立して暮らせるよう

支援する。 

（2）根拠法令等 

    精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律、自殺対策基本法、保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領、

地域保健法、アルコール健康障害対策基本法、地域生活支援事業実施要綱、地域生活支援促

進事業実施要綱 

（3）事業実績  

   （ア）精神保健福祉相談（心の健康相談）                   （件） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

精神保健福祉相談 

・医師、保健師等による面接、電話相談 

・随時               (訪問も含む) 

７，２７３ ９，４３０ ８，３０７ 

(再掲) 精神科医師等による相談 

・予約制（月２～４回） 
１９ １２ ２５ 

老人精神保健 ２０３ ２２７ ３６２ 

うつ（疑）状態 ５０３ ７２１ ５９５ 

自殺関連 １，１００ １，６５３ ９８８ 

         

   （イ）保健師等による訪問指導                        （件） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

医師、保健師等による訪問指導 １，９２７ ２，０２８ ９７９ 

(再掲) 嘱託医との同行訪問 ０ ０ ０ 

老人精神保健 ６９ ６５ ５４ 

うつ（疑）状態 ２２８ ２０３ １１０ 

自殺関連 １６８ １８６ １３５ 

 

   （ウ）精神障害者活動支援（ひだまりサロン） 

年 度 回数（回） 
参加者数

（人） 
内 容 スタッフ 

平成３０年度 ２２ ６０ 
参加者同士の交流 等 精神保健福祉士 

保健師 等 

令和元年度 ２２ ７３ 

令和２年度 ８ ３４ 

 

   （エ）精神保健家族教室（うつ病、うつＯＢ） 

年 度 回数（回） 
参加者数

（人） 
内 容 スタッフ 

平成３０年度 １３ ８２  
講義 

・うつ病を知りましょう 

・うつ病の理解を深める 

・うつ病家族の関わりに

ついて 

・家族会について 

精神科医師 

公認心理師 

保健師 

ラベンダーの会（うつ病

家族教室ＯＢ会） 等 
令和元年度 １４ ６９ 

令和２年度 ３ ２０ 
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   （オ）性に関する心の悩み相談事業      （件） 

年 度   男   女   計 

平成３０年度 ４ １ ５ 

令和元年度 １ １ ２ 

令和２年度 １ １ ２ 

 

（カ）保健福祉サービス調整推進会議等 

（保健所保健予防課、保健福祉センターが主催または参加した会議） 

      主な議事内容 ・処遇困難な在宅精神障害者の支援について 

             ・精神障害者の退院後支援について 

      会議参加機関： 医療機関、社会復帰施設、市関係課、保健所等 

 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 

平成３０年度 ２３１ １，７０３ 

令和元年度 ２５６ １，７１３ 

令和２年度 ２６１ １，７４４ 

  ※保健所保健予防課、保健福祉センター参加分を含む。 

 

   （キ）メンタルヘルスサポーター活動支援事業 

年 度 依頼者数（人） 活動回数（回） 内  容 

平成３０年度 ８４ ２，４５２ ・こころのサポーター活動 

・こころの健康に関する広報、普及啓発活動 

・保健所事業、講演会等への協力 

・研修会、講演会等への参加  等 

令和元年度 ９０ ２，２８１ 

令和２年度 ８０ １，２１０ 

 

   （ク）アルコールセミナー 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

平成３０年度 ３ １１２ 
・精神科医師等による講義 

・断酒会員（当事者、家族）による体験談 

・個別相談 

令和元年度 ３ ９３ 

令和２年度 ２ ７１ 

 

   （ケ）精神保健普及啓発事業      

     Ａ 富山市地域精神保健福祉推進協議会の支援（令和２年度）     

 

     Ｂ 富山市精神障害者家族会等連絡会の支援（令和２年度） 

 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

家族勉強会 １ １３ 
「家族会に期待すること～家族会の役割～」 

 谷野呉山病院 精神保健福祉士 浜守 大樹 氏 

施設見学研修 ― ― ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

 

 

 

 回数（回） 参加者数（人） 内  容 

地域精神保健福祉 

講演会 
― ― ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

心の健康づくり講座 ５ １３０ 精神科医師等による講義 
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     Ｃ 出前講座「健康ですか、あなたの心」等 

年 度 回数（回） 参加者数（人） 
（再掲） 

地 域 職 域 

平成３０年度 １９ ７１１ ２回（１４０人） １７回（５７１人） 

令和元年度 ２２ ６１９ １３回（３０６人） ９回（３１３人） 

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

    

   （コ）心神喪失者等医療観察法に基づく地域支援 

年 度 事例件数（件）  訪問指導(回)  ケア会議(回) 連絡調整等(回) 

平成３０年度 ５ ４４ ２５ ４９ 

令和元年度 ５ ４３ １８ ３９ 

令和２年度 ３ １９ ９ ９０ 

      心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者のうち、地域社会における処遇（通院治

療）となった者に対して支援するもの。 

 

（サ）精神科緊急事例への対応                                                 (件) 

          年 度 

  区 分 
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

 

 

 

通 

 

 

報 

 

 

 

 

対応 

件数 

一般人(22 条） ２ ３ ２ 

警察官(23 条） ５７ ４４ ６３ 

検察官(24 条） ６ ８ ９ 

矯正施設の長(26 条) ５ ９ ６ 

病院長（26条の 2） ０ ０ ０ 

  計 ７０ ６４ ８０ 

（再掲）措置診察実施件数 ２７ １５ ２５ 

（再掲）時間外対応件数 ３９ ３６ １２ 

 

 

結果 

措置入院 ２１ １３ １６ 

応急入院 １ ０ １ 

医療保護入院 １０ ６ １６ 

任意入院 ２ ２ １ 

受診のみ ９ １４ １４ 

その他 ２７ ２９ ３２ 

 

受 

診 

援 

助 

対応件数 ８ ９ １０ 

（再掲）時間外対応件数 ０ １ １ 

 

結果 

医療保護入院 ７ ９ ９ 

任意入院 １ ０ ０ 

受診のみ ０ ０ １ 

その他 ０ ０ １ 

 

 

   （シ）精神障害者保健福祉手帳交付状況                    （人） 

年 度 １級 ２級 ３級 計 

平成３０年度 ２３７ １，９６６ ７３７ ２，９４０ 

令和元年度 ２５２ ２，１２６ ８２２ ３，２００ 

令和２年度 ２５１ ２，１７１ ８８１ ３，３０３ 

 

 

（ス）自立支援医療（精神通院）承認状況 

 

 

 

 

 

 

年 度  件 数（件） 

平成３０年度 ５，０２５ 

令和元年度 ５，３３１ 

令和２年度 ５，８１８ 



自立支援医療（精神通院）の診断名別の状況（令和２年度）       （人）   

 男 女 計 

器 

質 

性 

認

知

症 

アルツハイマー病型 ２０ ５５ ７５ 

血管性 １ ４ ５ 

上記以外の器質性精神障害 ５１ ４１ ９２ 

精

神

作

用 

物

質 

アルコール ８０ ３１ １１１ 

覚せい剤 ０ ０ ０ 

その他 １５ １ １６ 

統合失調症 ８４５ ８１９ １，６６４ 

気分（感情）障害 ８８５ １，２４０ ２，１２５ 

神経症性障害等 ２４２ ４０１ ６４３ 

生理的障害等 ２０ ６４ ８４ 

パーソナリティ及び行動の障害 １５ ３５ ５０ 

精神遅滞（知的障害） ４３ ４０ ８３ 

心理的発達障害 １４９ ６０ ２０９ 

小児・青年期障害 １３９ ６７ ２０６ 

てんかん ２５０ ２０５ ４５５ 

その他 ０ ０ ０ 

合計 ２，７５５ ３，０６３ ５，８１８ 

 

   （セ）ひきこもりサポート事業 

    ひきこもりの多くは、不登校などをきっかけに始まることが多いため、若年のうちに早期

に必要な支援につながるよう相談窓口や支援機関の情報を発信するとともに、医療・保健・

福祉・教育・就労等の機関が身近なネットワークを構築し、包括的な支援を推進する。 

 

 回数（回） 参加機関 内  容 

ひきこもり予防 

ネットワーク会議 

（若年層対策） 

２ 

学校教育課、学校保健課、こ

ども健康課、福祉政策課、障

害福祉課、中央保健福祉セン

ター 

共有した現状や課題について

整理し、支援者間の具体的な連

携方法等について検討する。 

ひきこもり丸ごと 

情報交換会 

（中高年対策） 

１ 

わがまちサロン事業申請団体

（NPO 法人ここらいふ、卵の木

子ども食堂、Switch、カラフ

ルカフェ、スマイルクラブ、

一般社団法人ゆい社会福祉士

共同事務所）、NPO 法人富山カ

ウンセリングセンター、NPO

法人北陸青少年自立援助セン

ターPeaceful House はぐれ

雲、NPO 法人はぁとぴあ 21、

ひきこもり家族自助会とやま

大地の会 

ひきこもり支援機関の活動状

況、ひきこもり相談の現状など

を共有し、情報共有の仕方、ひ

きこもり相談へのアプローチ

やアウトリーチ等について検

討する。 

 

   （ソ）わがまちサロン事業 

    ひきこもりや不登校、精神の障害を持った方が参加できる場を地域で提供する活動事業に

対し、費用の一部を補助した。 

      令和２年度申請団体   ６団体 
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3-9-2 自殺予防対策事業 

（1）事業目的 

    平成３１年３月に策定した「富山市自殺対策総合戦略」に基づき、「誰も自殺に追い込まれる

ことのない富山市」の実現を目指して、関係機関・団体、企業、行政等がそれぞれの立場で協

働、連携して自殺予防対策を推進するもの。 

 （2）根拠法令 

    自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、地域保健法、自殺総合対策大

綱 

（3）事業実績 

（ア）自殺対策推進連絡会議の開催 

  医療、産業、教育等の関係機関で構成する「富山市自殺対策推進連絡会議」において、「富山

市自殺対策総合戦略」に基づく施策の実施状況を報告し、本市における自殺対策の総合的な推

進に向け、必要な事項を協議した。 

  ・連絡会議 １回 

 

（イ）部会の開催 

  「富山市自殺対策総合戦略」において、対象別施策として位置づける５つの分野（「妊産婦」、

「子ども・若者」、「高齢者」、「勤務問題」、「生活困窮者」）について部会を開催し、それぞれの

分野における実務者で施策の実施状況や課題等を共有し、「総合戦略」の推進に向け、効果的な

取り組みを検討した。 

 

部  会 回数（回） 参加機関 協 議 内 容 

子ども・若者 １ 

富山市ＰＴＡ連絡協議会、富山市

こども発達支援室、富山市民生委

員児童委員協議会、富山市子育て

支援センター、富山市教育委員会、

富山市教育センター、こども健康

課、学校教育課 

「総合戦略」で「子ども・若者

に対する自殺対策の推進」とし

てあげた事業の取り組み状況

や課題について  等 

勤務問題 １ 

富山市医師会、富山労働基準監督

署、富山公共職業安定所、富山産

業保健総合支援センター、富山商

工会議所、連合富山 富山地域協

議会、富山地域若者サポートステ

ーション、商業労政課、保健所地

域健康課 

「総合戦略」で「勤務問題によ

る自殺対策の推進」としてあげ

た事業の取り組み状況や課題

について 等 

生活困窮者 １ 

富山市社会福祉協議会、富山市地

域精神保健福祉推進協議会、福祉

政策課、障害福祉課、生活支援課、

長寿福祉課、市民生活相談課、南

保健福祉センター、保険年金課、

上下水道局 

「総合戦略」で「生活困窮者に

対する自殺対策の推進」として

あげた事業の取り組み状況や

課題について 等 

 

（ウ）相談支援事業 

  自殺に関する相談件数                           （件） 

  平成３０年度 平成元年度 令和２年度 

実件数 １１９ （１） １３２ （０） １０２ （５） 

延件数 １，１１０ （１） １，６６４ （０） ９８８ （０） 

内訳 

電話相談 
（メール含む） 

８５６ （０） １，４０５ （０） ８００ （０） 

訪問 １６８ （０） １８６ （０） １３５ （０） 

来所相談 ７６ （１） ７３ （０） ５３ （５） 

                                ( )再掲 精神科医師 
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（エ）人材養成事業 

Ａ ゲートキーパーの養成 

悩んでいる人に気づき、声をかけ、必要な専門機関につなぐ身近なゲートキーパーの役割

を担う人材として弁護士や介護支援専門員等を対象に研修を行った。 

 

     (A)富山県司法書士会を対象に養成 

・内容   講義「メンタルヘルスの基礎知識」 

      講師 医療法人社団白雲会 呉陽病院 院長 小林 寿夫 氏 

・参加者数 １８人（来所８人、オンライン１０人） 

 

(B)富山人権擁護委員協議会を対象に養成 

・内容   講義「メンタルヘルスの基礎知識」 

講師 富山市民病院 精神科部長 長谷川 雄介 氏 

・参加者数 ５３人 

 

     (C)富山市介護支援専門員協会を対象に養成 

・内容   講義「相談場面での上手な声のかけ方、話の聴き方」 

          講師 公認心理師 高野 利明 氏  

・参加者数 ４２人（来所３人、オンライン３９人） ２６事業所 

 

     (D)富山県精神保健福祉士協会を対象に養成 

・内容   講義「富山市の自殺対策～コロナ禍で変化したこと」 

講師 富山市保健所保健予防課職員（精神保健福祉士） 

・参加者数 ２０人（オンラインのみ） 

 

Ｂ レベルアップ研修 

一般市民を対象として開催した「ゲートキーパー養成研修」修了者を対象に、気づき

を高め、必要な機関につなぐ役割を担えるゲートキーパーの養成を行う。 

     ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

（オ）普及啓発事業 

Ａ 広報とやま・ホームページなどでの広報 

(A)広報への掲載 

国が定める９月の「自殺予防週間」や３月の「自殺対策強化月間」に合わせ、自殺予防

や心の健康づくりに関するイベント情報、ハートＳＯＳダイヤルについての記事を広報と

やまに掲載した。 

 

 (B)ホームページへの掲載 

富山市ホームページに、平成３１年３月に策定した「富山市自殺対策総合戦略」を掲載

し、自殺の現状や自殺対策に関する事業についても紹介した。また、年間を通して、心の

健康づくりに関する内容や相談窓口に関する情報などを掲載した。 

 

(C)自殺予防啓発パンフレットの配布 

相談窓口を掲載した「相談窓口紹介ガイド」を地域の関係団体や関係機関等に配布した。 

 

(D)フェイスブック等への掲載  

       メンタルヘルスの情報や相談窓口、保健所で実施するメンタルヘルスに関する研修等に

ついて掲載した。 

 

Ｂ 自殺予防キャンペーン 

富山市メンタルヘルスサポーター連絡会と富山市民生委員児童委員協議会が合同で、２

回（１０月と国が定める３月の「自殺対策強化月間」）に、自殺予防に関するパンフレット

を市内５か所のショッピングセンター等で配布した。 



－ 76 －

 

若年層への啓発として、８月上旬から９月末の夏休み前後に小学生から高校生およびそ

の保護者に身近な地域でパンフレットを配布した。また、１１月には市ファミリーパーク

で来場者にパンフレットを配布した。 

 

Ｃ 地域ぐるみの心の健康づくり 

地域住民一人ひとりが心の健康問題の重要性を認識し、また、誰もが安心して生活でき

る地域づくりを目指すため、八尾地域と婦中地域において、地域の関係団体や関係機関で

構成された実行委員会を中心に、地域の特性に応じた心の健康づくり活動に取り組んだ。 

令和２年度は、心の健康づくりに関する講演会の開催や小学生を対象にした学童期から

の心の健康づくり標語の募集、リラクゼーション体験講座等を実施した。 

 

（カ）若年層対策事業 

    Ａ 若年層の心の相談 

      若年層の心の相談に対応するため専用の相談日を設け、精神科医師による相談（月１回）

を保健所及び中央保健福祉センターにおいて実施した。令和２年度の相談者数は１４人で、

年代別では１０代４人、２０代５人、３０代５人であった。 

 

    Ｂ ゲートキーパーの養成 

悩んでいる人に気づき、声をかけ、必要な専門機関につなぐ身近なゲートキーパーの役割

を担う人材として助産師や理容師、学生等を対象に研修を行った。 

 

     (A)富山県助産師会を対象に養成 

・内容   講義「妊産婦にみられやすいこころの病気と対応～ゲートキーパーとして

できること～」 

          講師 富山県立中央病院 精神科部長 野原 茂 氏 

・参加者数 ４４人（来所２１人、オンライン２３人） 

 

     (B)富山県理容生活衛生同業組合富山連絡協議会を対象に養成 

・内容   講義「メンタルヘルスの基礎知識」 

          講師 富山県心の健康センター 所長 麻生 光男 氏 

・参加者数 ２３人 

 

     (C)若年層の支援者（主任児童委員等）を対象に養成 

・内容   講義「子どものこころとからだの特徴～理解と対応について～」 

          講師 富山県リハビリテーション病院・こども支援センター  

小児科部長（児童精神） 森 昭憲 氏  

・参加者数 ３１人（来所２４人、オンライン７人） 

 

     (D)大学生・看護学生のゲートキーパー養成 

若年層のメンタルヘルス対策を推進するため、市内大学や看護専門学校等と連携し、

ゲートキーパー養成研修を行う。 

    ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

    Ｃ 若年層の心のサポート強化 

相談援助技術の向上を図るため、市の相談窓口等を対象に研修会を開催した。 

 

      ・内容  講義「誰も自殺に追い込まれることのない富山市の実現を目指して～自殺防

止の２つの視点＜ミクロとマクロ＞」 

           講師 医療法人社団四方会 有沢橋病院 理事長 高柳 功 氏 
      ・参加者 ２４人（来所１５人、オンライン９人） 

 

 

 



    Ｄ 心の健康に関する普及啓発 

       若年層のメンタルヘルス対策を推進するため、心の健康についてのパンフレットの設

置を依頼した。 

（A）大学等 

・設置数  １，４００部 

・設置場所 富山大学（五福キャンパス、杉谷キャンパス）、富山国際大学（東黒牧

キャンパス、呉羽キャンパス）、富山短期大学、富山国際大学付属高校 

（B）障害福祉サービス事業所 

・配布数  １００部 

・設置場所 フレンドリーハウス、おわらの里、あさがお、ジョブステーションさ

くら、太田ひまわり等 ９か所 

 

（キ）自殺未遂者等フォローアップ事業 

入院した自殺未遂者に対し本人の同意を得て、入院中から退院後の生活支援について、病

院と定期的に会議を開くなど継続的な支援を行っている。平成２４年度から事業を開始し、

富山市民病院、富山県立中央病院、富山大学附属病院、谷野呉山病院等の市内の入院病床を

有する精神科病院と連携している。 

 

（ク）かかりつけ医と精神科医の連携強化 

うつ状態にある人の早期発見、早期治療を図るため、かかりつけ医と精神科医の連携に関

するマニュアルの利用を平成２４年度より開始した。「かかりつけ医と精神科医の顔の見え

る関係の構築」という当初の目的を達成したことから、「かかりつけ医と精神科医の連携強化

連絡会議」は令和元年度で一旦終了した。今後は、新型コロナウイルス感染症の影響による

うつ病や自殺者の増加が予想されることから、更なる連携強化について検討する必要がある。 
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精神保健福祉対策事業体系（令和２年度）

精神保健福祉対策事業

目的：心の健康づくりを推進し、また、心の病気になっても誰もが安心して地域で自立して暮らせるよう支援する。

①精神保健福祉相談（精神科医師）

②新型コロナウイルス感染症対策 こころのケア相談

③保健所職員による相談・訪問

①医療観察法に基づく支援

②措置入院者退院後支援（２）地域の各機関との連携

（１）専門職による相談・訪問指導体制の強化

（３）人材育成及び地域のボランティアの

情報交換

（４）正しい知識の普及啓発

③保健所職員による相談 訪問

①医療観察法に基づく支援

②措置入院者退院後支援

③ひきこもりサポート事業

①相談援助者の育成

②メンタルヘルスサポーターの育成

③富山市メンタルヘルスサポーター連絡会の支援

①心の健康づくり講座

②地域精神保健福祉講演会

③依存症対策事業

④富山市地域精神保健福祉推進連絡協議会の支援

（２）地域の各機関との連携

（４）正しい知識の普及啓発
②地域精神保健福祉講演会

③依存症対策事業

④富山市地域精神保健福祉推進連絡協議会の支援

①精神障害者活動支援事業（ひだまりサロン）

②精神保健家族教室（うつ病）

③家族相談員活動支援

④富山市精神障害者家族会等連絡会の支援

①自立支援医療（精神通院）申請

②精神障害者保健福祉手帳申請・交付

③措置入院者の費用徴収事務

④医療保護入退院関係書類事務
（６）医療・福祉（進達業務）

（５）障害を持つ人やその家族に対する支援

③措置入院者の費用徴収事務

④医療保護入退院関係書類事務

⑤通報業務

⑥社会適応訓練事業事務

自殺予防対策事業

目的：保健、医療、福祉、教育、産業等が連携し、市民の心の健康に関する意識を高め、総合的に自殺予防を推進する。

①精神保健福祉相談

（精神科医師、弁護士、公認心理師等）（１）相談支援事業

（６）医療・福祉（進達業務）

①精神保健福祉相談

（精神科医師、弁護士、公認心理師等）

②保健所職員等による相談・訪問

①ハートＳＯＳダイヤル

①ゲートキーパーの養成

（一般、職域、専門職等）

②ゲートキーパーの支援

（１）相談支援事業

（２）電話相談事業

（３）人材養成
②ゲートキーパーの支援

①広報とやま、市ホームページ、SNS等での広報啓発

②自殺予防啓発キャンペーン

①若年層の心の相談（精神科医師、弁護士、公認心理師等）

②ゲートキーパーの養成（職域、大学生・看護学生等）

③相談援助者の支援

④心の健康に関する普及啓発

①自殺未遂者等の支援

（５）若年層対策事業

（４）普及啓発

④心 健康に関する普及啓発

①自殺未遂者等の支援

②自殺未遂者等フォローアップ検討会議

①かかりつけ医と精神科医の連携強化事業

（６）自殺のハイリスク者に対する支援

（７）かかりつけ医と精神科医の連携強化事業

①自殺対策推進連絡会議の開催

②課題別部会（勤務問題、子ども・若者、生活困窮者）の開催
（８）自殺対策推進事業

①自殺対策推進連絡会議の開催

②課題別部会（勤務問題、子ども・若者、生活困窮者）の開催
（８）自殺対策推進事業



3-10 衛生検査 

3-10-1 食品衛生監視指導事業 

   (1) 事業目的  

     飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止する。 

   (2) 根拠法令 

     食品衛生法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律 

   (3) 事業実績 

    （ア） 食品営業許可 

       食品衛生法に基づく営業許可施設は7,798 施設で、そのうち飲食店営業施設が4,359 施設と55.9％ を占め、乳類

販売業761施設、喫茶店営業779施設、魚介類販売業526施設、食肉販売業479施設、菓子製造業518施設の５業

種と飲食店営業施設を合わせて7,422 施設あり、全体の95.2％ を占める。 

       新規許可は685件、許可更新は808件、廃業は804件であった。 

         非許可営業施設は2,697施設で、うち販売業が2,611 施設と全体の96.8％ を占める。 

    （イ） 食品衛生監視指導 

       富山市食品衛生監視指導計画に基づき、大規模製造業等を中心とした重点監視対象施設の監視指導を行うとともに、

食品の収去等を実施し、食品の安全性の確保に努めた。 

    （ウ） 食中毒予防対策 

       食中毒の発生を未然に防止するため、大規模製造施設等を中心とした重点監視対象施設の監視指導を行うとともに、

使用水の残留塩素の測定やＡＴＰ測定器によるふきとり検査などを実施した。 

       また、広報とやま、ホームページ、フェイスブックに家庭でできる衛生対策を掲載し市民に対して啓発や注意喚起

を行った。 

    （エ） 不良食品の撲滅対策 

       食品の安全性を確保するため、食品・添加物の成分規格等の細菌検査及び理化学検査を実施し、違反食品の取締り

及び指導を行った。 

    （オ） 衛生教育 

       食品関係営業者に対しては、食品衛生責任者養成講習会および研修会を実施した。 

       また、営業者が自主的に実施する講習会への講師派遣を行った。 

       消費者に対しては、食品衛生月間、出前講座等を中心に食中毒防止等の衛生思想の普及啓発を行った。 

    （カ） 市場の監視指導 

       富山市公設地方卸売市場を重点に早朝監視を行った。 

    （キ） 富山市食品衛生協会との連携 

       食品衛生の向上を図るためには業界の協力が極めて重要であり、協会役員及び食品衛生指導員と密接な連携のもと、

営業者による自主管理体制の確立・充実に努めた。 

    （ク） 富山市食の安全懇話会の開催 

       食品衛生のリスクコミュケーションの一環として、消費者、生産・製造者、流通、学識経験者等の代表で構成する

食の安全懇話会を開催し、「食の安全」に関する施策について、関係者の意見交換を行った。 
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 Ａ 食品関係営業施設数                            （単位：施設） 
 

 区 分          年 度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

許 
 

 
 

 

可 
 

 
 

 

を 
 
 
 
 

要 
 
 
 
 

す 
 
 
 
 

る 
 
 
 
 

施 
 

 
 

 

設 

飲

食

店

営

業 

一般食堂・レストラン  １，３７４  １，３７６  １，３８２ 

仕 出 し 屋 ・ 弁 当 屋  ３９９  ３９６  ３９０ 

旅          館  １２５  １２３  １１５ 

そ    の     他  ２，４６７  ２，４８９  ２，４７２ 

小          計  ４，３６５  ４，３８４  ４，３５９ 

 菓子（パンを含む。）製造業  ４８８  ５０４  ５１８ 

 乳 処 理 業  ４  ４  ４ 

 特 別 牛 乳 さ く 取 処 理 業  ０  ０  ０ 

 乳 製 品 製 造 業  ３  ４  ４ 

 集 乳 業  １  １  １ 

 魚 介 類 販 売 業  ５１９  ５１６  ５２６ 

 魚 介 類 せ り 売 業  ３  ３  ３ 

 魚 肉 ね り 製 品 製 造 業  ７  ６  ６ 

 食 品 の 冷 凍 又 は 冷 蔵 業  １３  １４  １６ 

 かん詰又はびん詰食品製造業  ３  ３  ３ 

喫 茶 店 営 業  ９７１  ８８６  ７７９ 

あ ん 類 製 造 業  ５  ５  ５ 

ア イ ス ク リ ー ム 類 製 造 業  ６５  ６７  ６６ 

乳 類 販 売 業  ８３５  ７９６  ７６１ 

食 肉 処 理 業  １３  １３  １３ 

食 肉 販 売 業  ４６５  ４６２  ４７９ 

食 肉 製 品 製 造 業  ９  ８  ８ 

 乳 酸 菌 飲 料 製 造 業  １  １  １ 

 食 用 油 脂 製 造 業  ３  ３  ３ 

マーガリン又はショートニング製造業  ０  ０  ０ 

 み そ 製 造 業  ２８  ２４  ２４ 

 醤 油 製 造 業  ５  ５  ５ 

 ソ ー ス 類 製 造 業  ２  ３  ３ 

 酒 類 製 造 業  ７  ７  ７ 

 豆 腐 製 造 業  １８  １８  １７ 

 納 豆 製 造 業  １  １  １ 

 め ん 類 製 造 業  ３０  ２５  ２７ 

 そ う ざ い 製 造 業  １０４  １１４  １１９ 

 添 加 物 製 造 業  １４  １４  １３ 

 食 品 の 放 射 線 照 射 業  ０  ０  ０ 

清 涼 飲 料 水 製 造 業  １９  １８  １９ 

 氷 雪 製 造 業  ５  ５  ５ 

 氷 雪 販 売 業  ３  ３  ３ 

計  ８，００９  ７，９１７  ７，７９８ 

 

  魚 介 類 行 商 許 可 件 数  ２  ２ ２ 
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（単位：施設） 

 区 分             年 度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度  

許  

可 
 

を  

要  

し 
 

な  

い  

施 
 

設 

乳 さ く 取 業 １７  １７  １７ 

許可を要しない上記以外の食品製造業 ６９  ６９  ６９ 

野 菜 果 物 販 売 業 ４０６  ４０６  ４０６ 

そ う ざ い 販 売 業 ５３２  ５３２  ５３２ 

菓 子 （ パ ン を 含 む ） 販 売 業 ５３５  ５３５  ５３５ 

許可を要しない食品販売業（上記以外） ６５８  ６５８  ６５８ 

添加物（法第11条第1項の規定により 
規格が定められたものを除く。）の製造業 

０  ０  ０ 

添 加 物 の 販 売 業 ７９  ７９  ７９ 

氷 雪 採 取 業 ０  ０  ０ 

器具・容器包袋、おもちゃの製造業又は販売業  ４０１  ４０１  ４０１ 

計 ２，６９７  ２，６９７  ２，６９７ 

 

Ｂ 飲食店営業施設数（内訳：再掲）                        （単位：施設） 
 

 区 分             年 度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

飲 
 
 

食 
 
 

店 
 
 

営 
 

 

業 

 食 堂  ９１０  ９２４  ９２９ 

 中 華 料 理  ７４      ７４      ７８ 

 す し  ９５      ９０      ８９ 

 め ん 類  ２４５     ２４１     ２４１ 

 仕 出 し 弁 当  ３９９     ３９６     ３９０ 

 旅 館  １２５     １２３     １１５ 

 料 理  １２４     １２１     １２３ 

 社 交 飲 食  ７７      ７１      ７６ 

 軽 飲 食  １，３５５   １，３９２   １，３６５ 

 喫 茶 軽 食  ４５９     ４５３     ４５０ 

 そ う 菜  １２４     １１９     １１３ 

 自 動 販 売 機  ５９      ７０      ７０ 

自 動 車  ４８      ５２      ６１ 

 軽 食  ２７１     ２５８     ２５９ 

計  ４，３６５   ４，３８４   ４，３５９ 

 

Ｃ 集団給食施設数                                （単位：施設） 
 

 区分         年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

学           校  ７８  ７８  ７８ 

病   院 ・ 診 療 所  ４１  ３７  ３８ 

 社           福  １５５  １５６  １５３ 

 事     業     所  ９  ８  ８ 

 そ     の     他  １  １  １ 

計  ２８４  ２８０  ２７８ 
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Ｄ 食品衛生営業許可及び監視指導状況 
（単位：件） 

年
度 

区  分 
 
種  別 

営業施設数 
  （施設） 

許 可 件 数 

廃 業 監視件数 

処 分 件 数 

継 続 新 規 
許可取
消営業
禁停止 

施設改
善命令 

廃棄又
は措置
命令 

平
 
成
 
30
 
年
 
度 

許
 
可
 
営
 
業 

飲 食 店 
(喫茶含む) 

５，３３６ ６１３ ４４６ ５７２ ２，９４３ ２   

製 造 業 ８５１ ９５ ６５ ５８ ８５１    

販 売 業 １，８２２ １９７ １５０ １８２ １，１０８    

小 計 ８，００９ ９０５ ６６１ ８１２ ４，９０２ ２   

非許可営業等 ２，９８１    １，２０５    

計 １０，９９０ ９０５ ６６１ ８１２ ６，１０７ ２   

令 
 

和 
 
元
 
年
 
度 

許
 
可
 
営
 
業 

飲 食 店 
(喫茶含む) 

５，２６８ ６５１ ４４８ ５３９ ２，９９８ １   

製 造 業 ８７０ １２８ ７６ ６４ ７５１    

販 売 業 １，７７７ ２２５ １４２ ２００ １，０４０    

小 計 ７，９１７ １，００４ ６６６ ８０３ ４，７８９ １   

非許可営業等 ２，９７７    １，０７７    

計 １０，８９４ １，００４ ６６６ ８０３ ５，８６６ １   

令 
 

和 
 
２
 
年
 
度 

許
 
可
 
営
 
業 

飲 食 店 
(喫茶含む) 

５，１３８ ５４５ ４４５ ６０３ ２，３０３    

製 造 業 ８９１ ７８ ７７ ５８ ７２５    

販 売 業 １，７６９ １７９ １６０ １７４ ８６５    

小 計 ７，７９８ ８０２ ６８２ ８３５ ３，８９３    

非許可営業等 ２，９７５    １，５２６    

計 １０，７３３ ８２０ ６８２ ８３５ ５，４１９    
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Ｅ 不良食品発生状況 
（単位：件） 

区 分 
年 度 

総  数 異物混入 カビ発生 腐  敗 そ の 他 

平成３０年度 ６ ３ ０ ０ ３ 

令和 元 年度 ３ ３ ０ ０ ０ 

令和 ２ 年度 ０ ０ ０ ０ ０ 
 

 

Ｆ 食中毒等発生状況 
 
（Ａ） 食中毒の発生状況 

（単位：人） 

発生 
年月日 

発生 
場所 

摂食 
者数 

患者 
数 

死者 
数 

原因食品 病因物質 血清型等 
原因 
施設 

摂取 
場所 

平成30年 
 6.30 

富山市 １０７ ２ ０ 
焼肉 

コース料理 
腸管出血性 
大腸菌 

O157 
(VT1,VT2) 

飲食店 
（食堂） 

飲食店 

平成30年 
 7.11 

富山市 １ １ ０ 
不明 

（刺身） 
アニサキス A.simplex 不明 家庭 

平成31年 
 1.13 

富山市 １２ ４ ０ 
コース料理 

（焼鳥、鶏レバー

の炙りを含む） 
カンピロバクター C.jejuni 

飲食店 
（軽飲食） 

飲食店 

令和元年 
 10.4 

富山市 ３１ １２ ０ 
焼肉等セット 
メニュー 

カンピロバクター C.jejuni 
飲食店 

（軽飲食） 
飲食店 

令和元年 
 11.10 

富山市 ２０３ １ ０ 
握り寿司 
（ハマチ） 

アニサキス A.simplex 
飲食店 
（すし） 

飲食店 

令和２年 
 2.2 

富山市 ２２６ １ ０ 握り寿司 アニサキス A.simplex 
飲食店 
（すし） 

飲食店 

令和２年 
 10.13 

富山市 ３ ３ ０ 
白レバー 

（鶏レバー） 
カンピロバクター C.jejuni 

飲食店 
（軽飲食） 

飲食店 

令和２年 
 12.28 

富山市 ４ １ ０ シメサバ アニサキス A.simplex 
飲食店 

（軽飲食） 
飲食店 

 

 

（Ｂ） 病因物質別の食中毒の発生状況 
（単位：人） 

    区 分 
 
年 度 

発 生 
件 数 
（件）

患者数 

病 因 物 質 別 の 発 生 患 者 数 食中毒 
注意報 
発令回数 

（回）

腸炎 
ﾋﾞﾌﾞﾘｵ 

ｻﾙﾓﾈﾗ ﾉﾛｳｲﾙｽ 
病原 
大腸菌 

自然毒 その他 

平成３０年 ２ ３ ― ― ― ２ ― １ ２ 

令和 元 年 ３ １７ ― ― ― ― ― １７ ２ 

令和 ２ 年 ３ ５ ― ― ― ― ― ５ ２ 
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Ｇ. 食品の試験検査状況

(A)　1 　細菌検査      （令和２年度）

(2) (2) (2) (2)

34 34 68 68

2 2 4 4

8 8 16 6 36 58

10 10 10 10

4 4 8 8

7 7 20 1 42 63

16 3 19 21 3 16 97 137

4 4 4 4 24 32

5 5 5 30 35

6 6 12 6 36 54

2 2 4 4

(3) (1) (4) (3) (1) (4)

52 6 58 155 4 2 42 252 1 456

(6) (1) (7) (7) (7)

20 10 30 82 2 84

3 3 6 3 18 27

(1) (1) (1) (1)

15 15 45 45

8 8 8 8 48 5 69

0

0

9 9 9 54 63

5 5 5 5 45 55

5 5 10 9 3 5 1 5 23

(12) (2) (14) (13) (1) (14)

215 24 239 463 18 5 5 106 642 46 10 1,295

　　（　）は不適数再掲

検 体 数 検　査　項　目

収
去

依
頼

合
計

衛
生
規
範

成
分
規
格

生
菌
数

大
腸
菌
群

大
腸
菌

サ
ル
モ
ネ
ラ

O
１
５
７
等

病
原
微
生
物

そ
の
他

合
計

牛乳
乳飲料

乳酸菌飲料
発酵乳

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類
氷菓

清涼飲料水

氷雪

食肉製品

魚介類

魚肉ねり
製品

穀類・果実野
菜（水煮）

冷凍食品

ﾚﾄﾙﾄ食品

弁当
そう菜類

洋生菓子
他の菓子類

漬物類

めん類

生食用肉
卵・食肉

味噌・醤油
ソース類

魚介類
加工品

給食食材
検食

ふきとり

その他
（水等）

合計
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(A)　2  理化学検査          (令和２年度）

25 25 80 1 15 96

8 8 26 26

8 8 12 2 14

10 10 40 30 5 75

7 7 7 28 7 42

10 10 10 10 10 30

4 4 20 3 23

14 14 2,442 2,442

0

0

8 8 32 8 2 42

15 15 15 15

8 8 184 184

4 4 16 4 20

5 5 30 5 6 41

2 2 2 2 4

128 0 128 2,813 136 31 5 6 2 0 15 11 10 10 15 3,054

　（　）は不適数再掲

甘
味
料

着
色
料

P
C
B

総
水
銀

検　体　数 検　　査　　項　　目

収
去

依
頼

合
計

成
分
規
格

保
存
料

有
機
ス
ズ
化
合
物

そ
の
他

合
計

牛乳
乳飲料

乳酸菌飲料
発酵乳

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類
氷菓

酸
化
防
止
剤

漂
白
剤

防
ば
い
剤

品
質
保
持
剤

清涼飲料水

食肉製品

魚介類

魚肉ねり
製品

穀類・果実野
菜（水煮）

弁当
そう菜類

その他
（水等）

合計

洋生菓子
他の菓子類

漬物類

めん類

生食用肉
卵・食肉

味噌・醤油
ソース類

魚介類
加工品
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(B) 簡易検査 
 
   市内の集団給食施設（学校、病院、社会福祉施設、事業所等）については、「大量調理施設衛生管理マニュアル」 
 

（平成９年衛食第８５号厚生省生活衛生局長通知）及び「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について」 
 
（平成９年衛食第２０１号厚生省生活衛生局長通知）に基づき、監視を行った。 
 

 
 

（単位：施設） 

区        分 監視施設数 
使用水の残留塩素 ＡＴＰ測定 

検 査 数 検 査 数 

平 
 

成 
 

30 
 

年 
 

度 

学 校  ４０  ４０  ６ 

病 院  ３８  ４１  ０ 

社 会 福 祉 施 設 等  ７５  ７５  ９ 

事 業 所  ２  ２  ０ 

計  １５８  １５８  １５ 

令 
 

和 
 

元 
 

年 
 

度 

学 校  ４１  ４１  ６ 

病 院  ３８  ３８  ０ 

社 会 福 祉 施 設 等  ６３  ６３  ３ 

事 業 所  ３  ３  ０ 

計  １４５  １４５  ９ 

令 
 

和 
 

２ 
 

年 
 

度 

学 校  ２  ２  ６ 

病 院  ３６  ３６  ０ 

社 会 福 祉 施 設 等  ２２  ２２  ０ 

事 業 所  ０  ０  ０ 

計  ６０  ６０  ６ 
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Ｈ 食中毒菌（腸管出血性大腸菌等）調査状況                     （単位：検体） 
 

年     度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

品     名 検体数 検査結果 検体数 検査結果 検体数 検査結果 

アイスクリーム類  １２ 陰性  １２ 大腸菌群１ ６ 陰性 

食 肉 製 品  １２ 陰性  １２ 陰性 ７ 陰性 

冷 凍 食 品  ６ 陰性  ６ 陰性  ６ 陰性 

魚 肉 ね り 製 品  ８ 陰性  ６ 陰性 ４ 陰性 

弁 当 類  ７６ 陰性  ６９ 陰性 ４２ 
大腸菌１,生菌数１ 

黄色ブドウ球菌１ 

検 食  ２２ 陰性  ２２ 陰性 ９ 陰性 

鮮 魚 （ 生 ）  １５ 陰性  １４ 陰性 １５ 陰性 

野 菜  １０ 陰性  ９ 陰性 ９ 陰性 

食 肉 ・ 卵  ８ サルモネラ属菌１  ８ 陰性 ８ ｶﾝﾋ゚ ﾛﾊ゙ ｸﾀー １ 

 

Ｉ 衛生教育                                    （単位：人） 
 

年 度 
開催回数 
  （回） 

参 加 人 数 
参  加  者  の  内  訳 

食 品 関 係 営 業  
従 事 者 等 

食品衛生責任者養成 
講習・研修会 

平成３０年度 ５３ ２，６３１ ９６６ １，６６５ 

令和 元 年度 ５４ ２，７２４ １，１２９ １，５９５ 

令和 ２ 年度 ３７ １，７０３ ２１７ １，４８６ 

 

Ｊ 富山市公設地方卸売市場の監視指導                 （単位：件） 
 

年 度 区    分 許 可 件 数 監 視 件 数 監視日数（日） 

平成３０年度 
許 可 件 数 ４７ ２８２ 

６ 
非許可件数 ７１ ４２６ 

令和 元 年度 
許 可 件 数 ４２ ２５２ 

６ 
非許可件数 ７１ ４２６ 

令和 ２ 年度 
許 可 件 数 ３８ ２２８ 

６ 
非許可件数 ７１ ４２６ 

 

Ｋ  食品検査件数の推移                       （単位：項目） 
 

 

年度            区分 理化学検査 細 菌検 査 合   計 

平成３０年度 ２，７４２ ２，２８０ ５，０２２ 

令 和 元 年 度 １，８６６ ２，８５０ ４，７１６ 

令 和 ２ 年 度 ３，０５４ １，２９５ ４，３４９ 
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3-10-2 家庭用品衛生監視指導事業 
 
  (1) 事業目的 
 

家庭用品の製造業・販売業の監視指導を行うとともに、指定有害物質の試験検査を行い、被害の発生防止に 
努める。 

 
  (2) 根拠法令 
 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 
 
  (3) 事業実績   
 
   （ア） 家庭用品の製造施設  
 

「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」で規制対象とされている家庭用品について、市内の販売
店で販売されているものを買い上げ、検査を実施した。 

 
   （イ） 家庭用品の試験検査状況（令和２年度） 

（単位：検体） 

 
 
 
   （ウ） 検査件数の推移                   （単位：項目） 
 

区分               年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

家 庭 用 品 検 査 ２７ ２７ ２７ 
 

検  体  名 

検

体

数 

不

適

検

体

数 

検

査

延

数

（

項

目

） 

検   査   内   容 

ホルムアルデヒド 塩

化

水

素

・

硫

酸 

水

酸

化

カ

リ

ウ

ム 

水
酸
化
ナ
ト
リ
ウ
ム 

デ

ィ

ル

ド

リ

ン 

メ

タ

ノ

ー

ル 

テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン 

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン 

容

器

試

験 

生 の 

後   
24 も 
月   
以 の 
内   

生 を 

後 除 
24 く 
月 も 
以 の 
内   

計 

繊 

維 
製 

品 

お し め ０ ０ ０           

手     袋 １ ０ １ １  １        

よ だ れ か け １ ０ １ １  １        

下 着 ３ ０ ５ １ ２ ３   ２     

寝 衣 １ ０ ２  １ １   １     

外 衣 １ ０ ２ １  １   １     

く つ 下 ２ ０ ３  ２ ２   １     

帽 子 １ ０ １ １  １        

化
学
製
品 

家 

庭 

用 

家庭用エアゾル製品 ３ ０ ４       ２ １ １  

住 宅 用 洗 浄 剤 １ ０ ２    １      １ 

家 庭 用 洗 浄 剤 ３ ０ ６     １   ２ ２ １ 

計 １７ ０ ２７ ５ ５ １０ １ １ ５ ２ ３ ３ ２ 
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3-10-3 生活衛生監視指導事業 
 
 (1) 事業目的 
 
   生活衛生営業施設に対する許可等事務及び監視指導 
 
   生活環境保全施設等に対する許可等事務及び監視指導 
 
   飲料水の安全確保のための相談及び指導 
 
 
 (2) 根拠法規等 
 
   旅館業法、興行場法、公衆浴場法、理容師法、美容師法、クリーニング業法、浄化槽法、化製場等に関する法 
 

律、水道法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、温泉法、調理師法、製菓衛生師法、遊泳用プール 
 

の衛生基準 
 
 
 (3) 事業実績 
 
  （ア） 生活衛生営業 
 
     旅館業、興行場、公衆浴場、理容業、美容業、クリーニング業の生活衛生営業施設は、市民の日常生活に 
 

極めて深い関係のある営業のため、公衆衛生の向上及び増進、並びに生活の安定に寄与することが必要で 
 

ある。そのため、それらの営業の適正化による衛生水準の維持向上及び営業者の自主的衛生管理の向上を 
 

図り、あわせて利用者を保護するため、許可等事務及び監視指導を行なっている。 
 
 
 
 生活衛生関係営業許可施設数及び監視状況 

（単位：施設） 
        

年 度 
    区 分 

平成３０年度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 

施設数         監視件数 施設数         監視件数 施設数         監視件数 

 旅 館  ２１４  １０５  ２１５  ８５  １８９  １０６ 

 興 行 場  １１  ２  １１  ２  １１  ２ 

 公 衆 浴 場  １０４  ４３  １０４  ５６  １０１  ４９ 

 理 容 所  ４０３  ３３  ３９７  ３３  ３９０  ２０ 

美 容 所  ８９１  １０６  ９２２  １１４  ９５９  １１５ 

ク リ ー ニ ン グ 所  ８６  ３１  ８５  ３  ８３  ２５ 

クリーニング取次店  ２７４  ５  １８２  ５  １７９  ４ 
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  （イ） 浄 化 槽 
 

公共用水域等の水質の保全及び生活環境の保全、並びに公衆衛生の向上の見地から、し尿及び雑排水の適 
 

正な処理を図るのを目的として、浄化槽の適正管理の指導を行っている。 
 
    浄化槽の管理については、浄化槽保守点検業者による定期点検や、浄化槽清掃業者によるし尿の汲み取り 
 

及び法定検査が義務付けられている。これらの業務は、登録された浄化槽保守点検業者や許可された浄化槽 
 

清掃業者が行っている。また、法定検査については、公益社団法人富山県浄化槽協会が行っている。 
 
 

浄化槽設置基数 
（単位：基） 

        年 度 
 区 分 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

浄 化 槽 ９，６４０ ９，４２３ ６，９５８ 

 
 

浄化槽保守点検業者数 
 

        年 度 
 区 分 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

浄化槽保守点検業者数 ５０ ５２ ４８ 

立入検査件数 ２９ １５ ７ 

 
 
   浄化槽清掃業者数 
 

       年 度 
 区 分 

  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

浄化槽清掃業者数 ９ ９ ９ 

立入検査件数 ２ ７ ２ 

 
 
 

（ウ）化 製 場 
 
    化製場若しくは死亡獣畜取扱場の設置について、その構造設備が公衆衛生上必要な基準に適合しているか指 
 

導を行っている。 
 
 
    化製場施設数 

（単位：施設） 

年 度 
区 分 

  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

畜舎・家きん舎 ４ ７ ７ 
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  （エ）水  道 
 

水道には、市で行っている水道事業のほか、簡易水道、専用水道、簡易専用水道がある。当課では、専用 
 

水道と簡易専用水道について、安全な水質の確保を図り、公衆衛生の向上と生活環境の保全の見地から適正管 
 

理の指導を行っている。 
 
 
 

水道施設数 
（単位：施設） 

       年 度 
区 分 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

専 用 水 道 ６３ ６３ ６３ 

簡易専用水道     ４８０     ４８７     ４９５ 

計 ５４３ ５５０ ５５８ 

 
 
 

（オ） 建築物環境衛生 
 

百貨店や事務所などの用途で、延べ床面積が３，０００平方メートル以上（大学や高等学校などの学校は 
 

延べ床面積が８，０００平方メートル以上）の建築物が特定建築物に該当する。 
 

特定建築物においては、空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃、ねずみ、昆虫の防除など環境衛生 
 

上良好な状態を維持するために必要な措置についての基準に従って、建築物の環境衛生上の維持管理の状況 
 

について監視指導を行っている。 
 
 

特定建築物の施設数及び監視状況 
 

       年 度 
区 分 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

施 設 数 ２２１ ２１９ ２２０ 

監視施設数  ２１  ２０  ２０ 

報告施設数 １８３ １８０ １７０ 

※ 平成３０年度より、特定建築物管理状況報告書により衛生管理状況を把握している。 
 
 
 
  （カ） 温  泉 
 

貴重な地下資源である温泉を保護して適正に利用するため、温泉法の規定により、公共の浴用又は飲用に供 
 

する場合の基準や衛生上の措置について指導を行っている。 
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温泉利用許可数 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  （キ） 遊泳用プール 
 

多数人が利用する遊泳用プールにおける衛生水準を確保する観点から、プールの管理者等に対して
水質基準、施設基準及び維持管理基準の指導を行っている。 

 
  

遊泳プールの施設数 
 

      年度 

区分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

施 設 数 １９ １８ １８ 

 

 

     

      年度 

区分 
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

許 可 件 数 ３８１ ３６３ ３５５ 

施 設 数 ７０ ６８ ６８ 
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3-10-4 予防衛生検査事業 
  (1) 事業目的 
     保健所に依頼のあった臨床検査及び健康診断を行い、感染症などのまん延を防止する。 
  (2) 根拠法令 
     地域保健法 
  (3) 事業実績 
 

（ア） 事業別検査件数（令和２年度） 
  （単位：項目） 

事 業 名 対象者 細菌検査 ウイルス 
検査 一般検査 免疫学的 

検査 合 計 

感染症予防 
赤痢・O157等 一般住民 ２２，８２６ ５   ２２，８３１ 

結 核 予 防 一般住民    ２０４ ２０４ 

エイズ等対策 一般住民    ２ ２ 

母 子 保 健 
三 歳 児 検 診 三歳児   １，５５０  １，５５０ 

食生活改善 一般住民     ０ 

予防衛生検査 
一般住民 ３７２    ３７２ 

事業所 ２，３５２    ２，３５２ 

神通川流域住民 
健康調査 

神通川流

域住民     ０ 

食品衛生指導 一般住民 ４ ４   ８ 

その他 
（自らの調査等）      ０ 

合計  ２５，５５４ ９ １，５５０ ２０６ ２７，３１９ 

 
 
 

（イ） 検査項目別件数 
 Ａ 微生物学的検査件数（令和２年度） 
 （単位：項目） 

項  目 件  数 項  目 件  数 

無 
 
 

料 

腸 

内 

細 

菌 

給
食
従
事
者 

保 育 所 １９，５５５ 

有 
 
 

料 

腸 

内 

細 

菌 

食 品 関 係 従 事 者 ４５０ 

公 立 学 校 ２，７７３ 給 食 施 設 従 事 者 ７１９ 

社会福祉施設 ３８５ 水 道 給 水 従 事 者 １，１８３ 

そ  の  他 ２ 一  般  住  民 ３７２ 

感 染 症 関 係 １１１ ウ
イ
ル
ス 

事   業   所 ０ 

食 中 毒 関 係 ４ 一  般  住  民 ０ 

ウイルス（行政検査） ９ 合   計 ２５，５６３ 
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 Ｂ 感染症（疑）検査件数（検体数）（令和２年度） 
  （単位：検体） 

感染症名 
腸管出血性大腸菌 細菌性 

赤 痢 

パ ラ 

チフス 
コレラ 

(ノロ) 

ウイルス 
合 計 

O157 O26 O111 その他 

事件数（件） ５ ３  ４     １２ 

検

体 

名 

菌 株 ５(５) ３(３)  ２（２）     １０(１０) 

便 
３７ 

(１) 
６  ８１     

１２４ 

(１) 

食品・食材         ０ 

水・その他         ０ 

    （ ）内は陽性件数再掲   
 
 Ｃ 食中毒（疑）・食品苦情検査件数（令和２年度） 

 
菌 株 便・吐物等 食品・食材 ふき取り 水・その他 合 計 事件数 

（件） 

検体数  ４ ５ ５ ９ ２３ 
９ 

項目数  ４８ ９ ５５ ９ １２１ 

 
 
 
 Ｄ その他の臨床検査件数（令和２年度） 

項  目 検 体 数 項  目 検 体 数 

糞 

便 

寄 生 虫 卵  免

疫

学

的

検

査 

梅 毒 血 清 反 応  

潜 血 反 応  Ｈ Ｂ s 抗 原  

尿  

検  

査 
蛋 白 ７７５ Ｈ Ｂ s 抗 体  

糖 ７７５ Ｈ Ｃ Ｖ 抗 体  

潜 血  Ｈ Ｉ Ｖ ２ 

ｐＨ  Ｑ Ｆ Ｔ ２０４ 

そ の 他  合 計 １，７５６ 
 
 

 
（ウ） 検査件数の推移 

（単位：項目） 
 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

微生物学的検査 ２６，８３０ ２５，５３０ ２５，５６３ 

その他の臨床検査 ２，４８４ ２，０７０ １，７５６ 

合  計 ２９，３１４ ２７，６００ ２７，３１９ 
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3-10-5 生活衛生検査事業 

  (1) 事業目的 

      井戸水等を適正な維持管理のもとに、安全な飲料水として確保するため、飲料水等の水質検査を実施する。 

  (2) 根拠法令 

      水道法、食品衛生法、水質基準に関する省令 

  (3) 事業実績 
      

（ア）  生活衛生検査 （令和２年度） 

検  査  区  分 対 象 者 依頼・収去 
細 菌 検 査 理 化 学 検 査 

検体数 不適再掲 検体数 不適再掲 

飲  

料  

水 

水  

道  

水 

一 般 1 2 項 目 住 民 等 
依  頼 ２６  １６ １ 

収  去 ８  ８  

そ の 他 の 項 目 住 民 等 
依  頼   １  

収  去   ６  

井

戸

水

等 

一 般 1 2 項 目 住 民 等 
依  頼 ２４５ ２３ １９８ ９ 

収  去 ２６ ４ ５７  

そ の 他 の 項 目 住 民 等 
依  頼     

収  去   ４  

簡 易 専 用 水 道 事 業 所 
依  頼     

収  去     

そ  の  他 住 民 等 依  頼     

合     計   ３０５ ２７ ２９０ １０ 

 
 

（イ） 生活衛生監視指導（令和２年度） 

検査区分 対象者 依頼 
収去 

細菌検査 
理化学検査 

大腸菌(群)･一般細菌 レジオネラ属菌 

検体数 不適再掲 検体数 不適再掲 検体数 不適再掲 

公衆浴場 

原水・原湯 営業者 
依頼       
収去       

上り用水 営業者 
依頼       
収去   ６ １   

浴槽水 営業者 
依頼       
収去   ２０ ３   

家庭風呂等 浴槽水 住民等 
依頼 ２  ２  ２  
収去   ２    

遊泳用プール水 設置者 
依頼       
収去       

クーリングタワー冷却水 設置者 
依頼       
収去   ３    

浄化槽放流水 設置者等 
依頼       
収去       

その他の水  
依頼 １  １  １  
収去   ２    

合  計   ３  ３６ ４ ３  
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（ウ）  検査件数の推移  
 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

飲料水等の検査 
細菌検査 ２５０ ２９３ ３０５ 

理化学検査 ３３１ ２８０ ２９０ 

利用水等の検査 
細菌検査 ７０ ５９ ３９ 

理化学検査 ５ ５ ３ 

合   計 ６５６ ６３７ ６３７ 
 
 
3-10-6 狂犬病予防・動物愛護管理 

 
    (1)  事業目的 
 
        犬の登録と狂犬病予防注射の徹底を図り、所有権を放棄された犬の引取りや野犬捕獲に努めるとともに、飼い主へ 

の適正飼育を啓発し咬傷事故や迷惑、苦情等動物による危害防止に努める。また、動物愛護思想啓蒙に努めるととも 
に不要となった猫の引取りを実施する。 
 

    (2)  根拠法令 
 
        狂犬病予防法、富山県犬の危害防止条例、動物の愛護及び管理に関する法律 
 
    (3)  事業実績 
 

（ア）登録及び狂犬病予防注射 
 

犬の登録は、保健所以外に行政サービスセンターにおいても実施している。狂犬病予防注射は、例年4月
に市内16ヵ所の会場を設け実施している（集合注射）ほか、動物病院で行う個別注射により実施している。 

 
    （イ）苦情処理 
 

犬の苦情は、捕獲、騒音（鳴き声）に関するもの及び犬の引取りが多く、捕獲、放し飼いに関するものに
ついては、捕獲車での巡回捕獲に加え、飼い主に対し飼養管理の指導を徹底した。また、引取犬、捕獲犬に
ついては、動物愛護の気風の高まりもあり、犬の里親希望者に積極的に譲渡を行っている。 
その他の苦情としては、係留して散歩をしない等の飼養モラルの低下に伴う苦情も増加している。 
猫の苦情は、引取り依頼が最も多く、次いで野良猫の糞尿による悪臭の順になっている。 
 

    （ウ）咬傷事故 
 

咬傷事故では、飼い主に対する咬傷届を提出するように義務づけ、加害犬については、狂犬病の検診を実 
施している。 
その後、加害犬の飼い主には必要に応じて、事故の再発防止を中心に正しい飼い方を指導している。 
 

    （エ）動物愛護管理 
 

平成１７年度に「動物の愛護及び管理に関する法律」が改正され、動物の適正な取扱いを確保するため、 
動物取扱業の登録事務を行っている。また、飼い主のモラルの向上を図り、ペットを最後まで飼養するよう促

すために、平成21年10月1日から、飼い主からの犬・ねこの引取について有料化を実施した。 

 
    （オ）負傷動物の治療委託 
 
       動物愛護の観点から、市民の皆さんが発見された飼い主のわからない負傷動物（例えば道路や公園などで発 

見された負傷している犬・猫の場合）を市内の動物病院（現在は治療できる病院を指定しております。）へ 
持ちこまれ治療される場合には、治療費の一部を動物病院へ負担する制度を実施している。 
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    （カ）野猫の避妊・去勢手術補助 
 
       野猫による地域住民に対する迷惑を防止し、人と動物の共生に配慮するため、地域にいる野猫の避妊・ 

去勢手術に補助を行っている。 
 

 
Ａ 狂犬病予防、動物愛護管理状況  
 

  区分 
 
 年度 

    犬 の 

 実 登 録 数 

     犬 の 

 新規登録数 
 予防注射数 

犬 の 抑 留 状 況 処 分 
頭 数 
（送致） 

捕 獲 
出 動 
日 数 引 取 捕 獲 返 還 譲渡 

平成３０年度 １８，９８３ １，２２１ １３，２６２ ０ ２５ １３ ３ ９ ４７ 

令和 元 年度 １８，７４７ １，１８７ １３，４６９ １ ２３ １５ ５ ４ ３３ 

令和 ２ 年度 １８，４３７ １，４８１ １３，７３１ ０ １０ １０ ０ ０ １６ 

※（ ) は有料引取数再掲 
 
 
 

 
Ｂ 犬の危害防止 
 

     区分 
 
 年度 

苦 情 件 数 
引 取 
依 頼 

指 導 取 締 件 数 咬傷 
 

件数 放 浪 
放 し 
飼 い 

糞 害 騒 音 そ の 他 
 口 頭 
 注 意 

 始末書  注意書 

平成３０年度 １ ３ ４ ６ ７６ ６ ２８ ０ ２ ４ 

令和 元 年度 ３ ６ １ １２ ５７ １ ５８ ０ ０ ７ 

令和 ２ 年度 １ ４ ３ １０ ４３ ０ ２５ ０ ０ ２ 

 
 
 
 
Ｃ 猫の愛護管理 
 

    区分 
 
年度 

引取頭数 苦情の件数 

所有者 
判 明 

所有者 
不 明 

計 
放 し 
飼 い 

悪 臭 
騒 音 

引 取 
依 頼 

そ の 他 計 

平成３０年度 ０（０） １１８ １１８ ２ １８ ０ ４０ ６０ 

令和 元 年度 ０（０） ７１ ７１ ６ ２９ ０ ３０ ６５ 

令和 ２ 年度 ０（０） ２３ ２３ １４ １６ ０ ２２ ５２ 

 
※（ ) は有料引取数再掲 
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Ｄ 登録動物取扱業（登録数） 
 

年 度 販売 保管 貸出 訓練 展示 合計 

平成３０年度 ６１ ６４ ３ １０ １１ １４９ 

令和 元 年度 ６２ ６９ ２ １１ １０ １５４ 

令和 ２ 年度 ６６ ７８ ３ １０ １３ １７０ 

 
 
 
 

Ｅ 負傷動物の治療委託              
 

年  度     実  績（頭数） 

平成３０年度 ０ 

令和 元 年度 ３ 

令和 ２ 年度 ０ 

 
 
 

Ｆ 野猫の避妊・去勢手術補助 
 

年  度     実  績（頭数） 

平成３０年度 ４ 

令和 元 年度 ９ 

令和 ２ 年度 ５ 
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3-11 環境保全 

3-11-1 大気汚染対策事業 
 
（１）事業目的 

       市民の健康を保護し生活環境を保全するため、事業場から排出されるばい煙や粉じん、自動車排出ガスによる大

気汚染状況を常時監視するとともに、発生源に対する監視測定を実施する。 
 
（２）根拠法令 

       大気汚染防止法、悪臭防止法、環境基本法など 
 
（３）事業実績 

大気汚染・悪臭環境検査実施状況（ 令和２年度 ） 

区 分 調査地点 調査結果 

環 
 
 

境 

一般大気観測局、補完局

の常時監視 

水橋、岩瀬、芝園、蜷川、速

星、東本郷の６局（うち東本

郷は県ネットワーク外） 

① 二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、

微小粒子状物質は、環境基準に適合 
② 光化学オキシダントは、環境基準に不適合 
③ 大気汚染緊急時の情報や注意報の発令なし 

自動車排出ガス観測局の

常時監視 
城址、豊田の２局（うち豊田

は休止中） 
二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、 
非メタン炭化水素は、環境基準等に適合 

有害大気汚染物質調査 芝園の１局 ２１物質について毎月測定。ベンゼン等環境基

準設定の４物質は基準に適合 

酸性雨調査 蜷川地内の１地点 １週間毎に降水中のｐＨや溶解イオン等１０

項目について観測。ｐＨは４．４ 

微小粒子状物質成分分析

調査 岩瀬、芝園局の２局 質量濃度やイオン成分等４２項目について年

４回測定 

発 

生 

源 
ばい煙調査 延べ２３事業場 煙道中のばいじん等を測定し、すべて排出基準

に適合 

燃料中の硫黄分調査 延べ３事業場 公害防止協定に基づき燃料中の硫黄分を測定

し、すべて協定値に適合 

悪臭物質調査 延べ１４事業場 敷地境界又は気体排出口の特定悪臭物質を測定

し、すべて排出基準に適合 

揮発性有機化合物 

（ＶＯＣ）調査 
延べ８施設 ＶＯＣ排出施設排出口のＶＯＣを測定し、すべて

排出基準に適合 

排ガスＰＣＢ（ポリ塩化

ビフェニル）測定 １事業場 煙道中のＰＣＢを測定し、排出基準に適合 
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3-11-2 水質汚濁対策事業 

 
（１）事業目的 

       工場・事業場排水の水質規制や生活排水対策の推進、公共用水域並びに地下水水質の環境監視測定により、水質

汚濁の防止を図る。 
 
（２）根拠法令 

       水質汚濁防止法、環境基本法など 
 
（３）事業実績 

水質汚濁環境検査実施状況（ 令和２年度 ） 

区  分 調査地点 調査結果 

環 
 
 
 
 
 
 
 

境 

公共用水域水質調査（県測

定計画）河川 
５河川・３運河の全１０地

点 
環境基準点（７地点）で毎月測定。補助測定点

（３地点）で年４回測定。環境基準に適合 

公共用水域水質調査（県測

定計画）湖沼 有峰ダム貯水池２地点 環境基準点では年６回測定。補助測定点で年４

回測定。環境基準に適合 

市独自河川等水質調査 ２５地点 年次的に大きな水質変動はみられなかった。 

公共用水域水質調査（県測

定計画外）湖沼 室牧ダム貯水池２地点 ８月・１１月の年２回、全りん等８項目を測定。

問題なし 

地下水概況調査（県測定計

画） 
４ｋｍメッシュで、１９地

点 
９月・１０月の年１回、カドミウム等有害物質

２６項目を測定し、すべて環境基準に適合 

底質環境調査 ８河川１０地点 １０月の年１回、カドミウム等６項目を測定。

問題なし 

ゴルフ場周辺地下水等水質

調査 
 
 

ゴルフ場周辺の井戸６地

点 
５月・１１月の年２回、ダイアジノン等の農薬

１７物質を測定。問題なし 

ゴルフ場周辺の井戸等８ 
地点 

１１月にアシュラム等の農薬等８物質を測定。

問題なし 

海水浴場水質調査 八重津浜、岩瀬浜、浜黒崎

海岸の３海水浴場 

海水浴のシーズン前とシーズン中の各２日にわ

たり大腸菌等を検査 
水質の判定基準による水質評価 

 八重津浜 岩瀬浜 浜黒崎海岸 
シーズン前 Ａ Ａ Ａ 

シーズン中 Ａ ― ― 

病原性大腸菌Ｏ－１５７は不検出 
※ 岩瀬浜、浜黒崎海岸はシーズン中の開設な

し 

とやまの名水井戸等の水質

調査 
石倉町延命地蔵尊、八木山

の滝、殿様清水ほか１地点 
ｐＨ、大腸菌等１３項目を年４回測定（うち、

理化学1回）。２地点で細菌項目が不適合。 
発
生
源

工場の排出水調査 延べ１８６事業所 排出水の水質を測定し、そのうち１３件で排水

基準等超過 
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3-11-3 環境ホルモン等実態調査事業 

 
（１）事業目的 

       市民のダイオキシンや環境ホルモンに対する不安を取り除き、また排出量の削減を図るために、ダイオキシン類

対策特別措置法に基づき大気、水質、地下水、底質、土壌に関する環境調査および発生源調査を実施するもの。 
 
（２）根拠法令 

       ダイオキシン類対策特別措置法 
 
（３）事業実績 

ダイオキシン類環境検査実施状況（ 令和２年度 ） 

区  分 調査地点 調査結果 

環 
 
 
 
 
 
 
 

境  

大 気 
一般環境大気観測局の芝

園局・水橋局・速星局、岩

瀬局の４地点 

大気の１週間採取法により、８月・２月の年２回測

定し、環境基準に適合 

河 川 

公共用水域調査地点の東

西橋、萩浦小橋、四ツ屋橋、

桜橋、岩瀬橋の５地点（環

境基準点） 

８月・１月の年２回測定し、いずれも環境基準に適

合 

地下水 地下水概況調査地点のう

ち８地点 １０月の年１回測定し、いずれも環境基準に適合 

底 質 
公共用水域調査地点の岩

瀬橋、萩浦小橋の２地点

（環境基準点） 
８月の年１回測定し、萩浦小橋で環境基準に不適合 

土 壌 一般環境７地点 １０月の年１回測定で、いずれも環境基準に適合 

富岩運河継続調査 
（水質・排水） 

下新橋、大島川排水路、中

島閘門、萩浦小橋、事業所

の５地点 

１０月の年１回測定し、中島閘門で環境基準に不適

合 

発 

生 

源 

排出ガス ２事業所 廃棄物焼却炉の煙道中で測定。１事業所で基準に不

適合 

焼却灰 ３事業所 焼却炉から排出される焼却灰などを測定。 
基準に適合 

排 水 ３事業所 いずれも排水基準に適合 
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3-12 産業廃棄物対策 

3-12-1 産業廃棄物監視指導事業 

 
（１）事業目的 

       産業廃棄物の適正処理を推進するため、処理業者・排出事業者の監視指導を行い、市民の生活環境の保全を図る。 
 
（２）根拠法令 

       廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
 
（３）事業実績 

     （ア）処分場放流水等水質調査 
 
産業廃棄物最終処分場が最終処分場維持管理の技術上の基準を遵守しているか監視するため、放流水と地下水

等について水質調査を実施した。 
調査項目は技術上の基準に規定されている排水基準項目、地下水等検査項目の中から選択したものであり、ま 

た参考として浸出水の水質調査も行った。 
令和２年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

 放流水・浸透水（5社） 地下水（4社） 浸出水（2社） 

調 査 時 期 5､6､7､10､11､12､3月 5､7､10､12､3月 9月 

調 査 地 点 12箇所 8箇所 7箇所 

調 査 項 目 延べ1,027項目 延べ323項目 延べ246項目 

調 査 回 数 各地点1～4回／年 各地点1～4回／年 各地点1回／年 

検  体  数 37検体 23検体 7検体 

  
   （イ）処分場周辺下流水域水質調査 

富山地域に所在する処分場及び周辺事業所、射水地域に所在するゴルフ場の排水等が下流域の沢水や屋敷野池

の水質に影響を与えていないか射水市と合同で調査を行った。 
令和２年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

 沢水、排水、屋敷野池 

調 査 時 期 5月､8月､10月､12月  

調 査 地 点 沢水6箇所、湖沼水1箇所、周辺事業所等排水3箇所 

調 査 項 目 26項目／回 

調 査 回 数 4回／年 

検  体  数 40検体 

 
（ウ）最終処分場搬入廃棄物監視調査 

産業廃棄物最終処分場に持ち込まれる廃棄物が埋め立て処分に係る判定基準に適合しているかを監視するた

めに収集運搬業者のトラックから廃棄物を採取し、溶出試験を実施した。 
令和２年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

調 査 時 期 6月～11月 

採 取 場 所 処分場トラックスケール 

調 査 項 目 重金属､シアン､ＶＯＣ､農薬､含水率等26項目 

調 査 回 数 1～6回／年 

検  体  数 14検体 
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（エ）排出事業所廃棄物監視調査 
工場､中間処理業等の排出事業所から排出される産業廃棄物が適正に処理されているか監視するために排出事

業所の廃棄物保管場所からサンプルを採取し､溶出試験を実施した。 
令和２年度の調査結果では、いずれも問題はなかった。 

調 査 時 期 8月～12月 

調査対象事業所 中間処理業､有害物質使用工場等16社 

調 査 項 目 重金属､シアン､ＶＯＣ､含水率等26項目 
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3-13-5 ４か月児健康診査事業 
  （１）事業目的 
      乳児の発育・発達が順調であるか確認するとともに、疾病を早期発見し、心身の健全な発達を促す。また、適切な保

健指導を行うことにより母親の育児姿勢の確立を支援する。 
  （２）根拠法令 
      母性・乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施について（厚生労働省児童家庭局通知） 
  （３）事業実績 
 
    (ア) 受診状況 

年度    区分 実施回数（回） 対象者数(人 ) 受診者数(人 ) 受 診 率 (％ ) 
 

平成30年度 １１２ ３，０９４ ３，００１ ９７．０ 
 

令和元年度 １１６ ３，０３７ ２，９３１ ９６．５ 
 
 

令和2年度 １０５ ２，８４５ ２，７２２ ９５．７ 
 

 
(イ) 総合判定 

  区 分 

 
年 度 

受 診 者 数 

（人） 

率 

（％） 

異 常 な し 

（人） 

率 

（％） 

有 所 見 者 

（人） 

率 

（％） 

有 所 見 者 内 訳（延；人） 

要観察 要精健 要治療 治療中 

平成30年度 ３，００１ １００．０ １，６２１ ５４．０ １，３８０ ４６．０ １，２４５ １１７ ２３ １２３ 

令和元年度 ２，９３１ １００．０ １，６１９ ５５．２ １，３１２ ４４．８ １，１４８  １２４ １２ １３５ 

令和2年度 ２，７２２ １００．０ １，６１９ ５９．５ １，１０３ ４０．５   ９４７ ９０ １６ １４６ 

     
（ウ） 要観察理由内訳                                           (人) 

   区 分 

年 度 
要観察理由（延） 

頚  定（－） 
または（±） 

低出生体重児 体重増加不良 筋 緊 張 亢 進             そ  の  他             
 

令和元年度 

（％） 

１，６７５ 
（１００．０） 

３３８ 
（２０．２） 

１９９ 
（１１．９） 

１８４ 
（１１．０） 

２７ 
（１．６） 

９２７ 
（５５．３） 

令和2年度 

（％） 

１，３４６ 
（１００．０） 

２０５ 
（１５．２） 

１４１ 
（１０．５） 

１５６ 
（１１．６） 

７ 
（０．５） 

８３７ 
（６２．２） 

 

     
（エ） 要精健理由および精健結果（令和2年度）       （件） 
 

件  数 
精  健  結  果 

  

異 常 な し           要観察 要治療 未 検 

総     数 ９４ ４２ １２ １ ３９ 

股関節脱臼 ４７ ２７ １ ０ １９ 

耳のきこえ ３ １ ０ ０ ２ 

心 疾 患 １４ ６ ２ ０ ６ 

そ の 他 ３０ ８ ９ １ １２ 

 
3-13-6 １歳６か月児健康診査事業 

  （１）事業目的 
      幼児期における心身障害などの早期発見、乳歯のう歯予防および幼児の生活習慣の形成をはかる。 
  （２）根拠法令 
      母子保健法 

（３）事業実績 
 

    (ア) 受診状況 

     区 分 

年 度 
実施回数（回） 対 象 者 数 (人 ) 受 診 者 数 (人 ) 受 診 率 （ ％ ） 

平成30年度  ９８ ３，１７０ ３，０８４ ９７．３ 

令和元年度 １０１ ３，０８３ ２，９８５ ９６．８ 

令和2年度 １０４ ３，０３６ ２，９６２ ９７．６ 
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  (イ) 総合判定 

    区 分 

 
  

年 度 

受 診 者 数             

（人） 

率 

（％） 

異 常 な し             

（人） 

率 

（％） 

有 所 見 者 数             

（人） 

率 

（％） 

有 所 見 者 内 訳（延） 

要観察 要精健 要治療 治療中 

平成30年度 ３，０８４ １００．０ １，７２６ ５６．０ １，３５８ ４４．０ １，２４８ ５６ ２１ １１８ 

令和元年度 ２，９８５ １００．０ １，６８０ ５６．３ １，３０５ ４３．７ １，２００ ６８ ２０ １１３ 

令和2年度 ２，９６２ １００．０ １，６３１ ５５．１ １，３３１ ４４．９ １，２３８ ６０ １５ １０３ 
 

  (ウ) 要観察理由内訳                                        (人) 

   区 分 

 
 年 度 

要観察理由
（延） 

ことばの遅れ 身体発育不良 
歩行および 

運動機能の 
遅れ       

行動異常 そ の 他 

 

令和元年度 
（％） 

１，７６６ 
（１００．０） 

７７８ 
（４４．１） 

７７ 
（４．４） 

４６ 
（２．６） 

４６８ 
（２６．５） 

３９７ 
（２２．４） 

令和2年度 
（％） 

１，９２７ 
（１００．０） 

８０１ 
（４１．６） 

５７ 
（３．０） 

３７ 
（１．９） 

５２２ 
（２７．１） 

５１０ 
（２６．４） 

 

 

  (エ) 要精健理由および精健結果(令和2年度)          （件） 

 

件 数 
精 健 結 果 

 

異常なし 要観察 要治療 未検 

総    数 ６６ ２０ ２８ ２ １６ 

斜 視             ４ ０ １ １ ２ 

形 態 異 常 ２ １ １ ０ ０ 

視 器 疾 患 ２ ０ １ ０ １ 

停 留 睾 丸 ５ ０ ４ １ ０ 

皮 膚 疾 患 ４ ０ ４ ０ ０ 

心 雑 音 １０ ８ ２ ０ ０ 

難 聴 疑 い １ ０ １ ０ ０ 

そ の 他             ３８ １１ １４ ０ １３ 
 

 
(オ) 歯科健診状況 

 

   区 分 

 
 
 
 年 度 

 

受 診 者 数             

 
  （人） 

 

  生  歯 

総  数 
（ 本 ） 

  

１ 人          
あ た り           
生 歯 数           

（ 本 ） 

む し 歯 の 型 別 人 数 （ 人 ）
む し 歯 

有 病 率 
（ ％ ） 

１人あたり 

むし歯数 

（本） 
む し 歯 が な い む し 歯 が あ る 

Ｏ１ Ｏ２ Ａ Ｂ Ｃ 

平成30年度 ３，０８４ ４４，１４８ １４．３ ２，６７３ ３８９ ２０ ２ ０ ０．７ ０．０２ 

令和元年度 ２，９８５ ４２，５２０ １４．２ ２，５５６ ４０６ ２１ ０ ２ ０．８ ０．０２ 

令和2年度 ２，９６２ ４３，３８９ １４．６ ２，６８６ ２５０ ２１ ５ ０ ０．９ ０．０２ 
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 (エ) 把握状況 

      ア 運動発達健診                                         (人) 

      区 分 

年 度 
４か月児健診 

１歳６か月児 

健    診 
３歳児健診 

発 達 健 診             

継    続 
乳幼児訪問等 

 

令 和 元 年 度 ８５ ３ ０ １８ １４ 

令 和 2 年 度 １９ ０ ０ ３ ３ 
 

 
 
 
 
      イ 精神発達健診                                         (人) 

       区 分 

年 度 
１歳６か月児 

健     診 
３ 歳 児 健 診 

発 達 健 診             

継     続 
電 話 相 談 等 

 

令 和 元 年 度 ２４８ ３１ ３８８ ６２ 

令 和 2 年 度 ２３３ １７ ３６４ ５３ 
 

 
       （オ） 幼児発達支援教室 （※平成２９年度よりこども発達支援室にて実施） 

       1歳6か月児健診等で経過観察が必要な児に対し、発達障害等の早期発見に努め、集団の場において早期指導する
ことにより児の健全な心身の発育・発達を促す。 
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3-13-9 すこやか子育て支援事業
（１）事業目的

母子保健に関する健康教育･健康相談を総合的に行い、妊婦及び乳幼児、思春期の中高生等の健康の保持増進を図る。
全ての妊産婦が安心して妊娠・出産・子育てを行い、子どもが健やかに育つような環境を整備する。 

（２）根拠法令
次世代育成支援対策推進法、子ども・子育て支援法、母子保健相談指導事業の実施について（厚生省児童家庭局長通知）

（３）事業実績

（ア） パパママセミナー

  区 分 

 年 度 

開  催  回  数 
(回) 

受  講  者 
（人） 

受 講 者 内 訳（人） 

妊 婦 の 夫 等 妊 婦 

平 成 30 年 度 ２４ １，３０４ ６５３ ６５１ 

令 和 元 年 度 ２１ １，１９７ ５９６ ６０１ 

令 和 2 年 度 １４ ２９４ １４３ １５１ 

（イ） 赤ちゃん教室

  区 分 

 年 度 

４～６か月児 

開催回数(回) 参加数（人) 

平 成 30 年 度 ３２ ７１６ 

令 和 元 年 度 ２３ ５７３ 

令 和 2 年 度 １２ １３３ 

（ウ） 思春期保健対策事業 （人） 

  区 分 

年  度 

電  話  相  談 

男 女 計 

平成30年度 １４９ ４ １５３ 

令和元年度 １３６ ４ １４０ 

令和2年度 １２４ ７ １３１ 

（エ） 妊婦健康相談

  区 分 

年 度 
総数（人） 

平成30年度 ２，１６３ 

令和元年度 ３，０８１ 

令和2年度 ２，８７２ 

（オ） 乳幼児健康相談

区分 

年度 

乳児  区分 

年度 

幼児 

開設回数 

（回） 

利用者延数 

（％） 

異常なし 

（％） 

有所見者数 

（％） 

開設回数 

（回） 

利用者延数 

（％） 

異常なし 

（％） 

有所見者数 

（％） 

平成30年度 １７８ 
４，０６８ 

（100.0） 

３，３９７ 

（83.5） 

６７１ 

（16.5） 
平成30年度 １７８ 

１，０５４ 

（100.0） 

８３４ 

（79.1） 

２２０ 

（20.9） 

令和元年度 １７６ 
４，３２９ 

（100.0） 

３，６５４ 

（84.4） 

６７５ 

（15.6） 
令和元年度 １７６ 

１， １４７ 

（100.0） 

９６８ 

（84.4） 

１７９ 

（15.6） 

令和2年度 － 
１，０７７

（100.0） 

７５３ 

（69.9） 

３２４ 

（30.1） 
令和2年度 － 

２５４ 

（100.0） 

１６８ 

（66.0） 

 ８６ 

（34.0） 

 ＊ 令和2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため個別に実施 

（カ） 乳幼児アトピー性疾患相談事業（乳幼児健康相談時に実施）
  区 分 

年 度 相談者(人) 

平成30年度 １５９ 

令和元年度 １４２ 

令和2年度 ２２ 
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(イ）医療機関等連携会議 

妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援体制を構築するため、医療機関や関係機関等の連携会議を開催する。    

 

   区 分 

 

年 度 

医療機関との連携会議 担当者連携会議 

開催回数（回） 参加者（人） 開催回数（回） 参加者（人） 

平成 30 年度 １ ５２ １ １０ 

令和 元 年度 延期 ― １ １０ 

令和 2 年度 １ ３４ 0  ０ 

 
（ウ） 妊娠・出産に関する知識の普及啓発事業 

若者が妊娠・出産・子育てに関心を持ち、ライフプランを意識しながら生活することの大切さについて考える機会を提

供する。また、企業に対してシンポジウムを開催し、働きながらでも妊娠・出産・子育てしやすい環境づくりを推進する。 

 

   区 分 

 

 

年 度 

小・中学生ふれあい体験 
妊娠・出産を考えるフォーラム 

妊娠応援セミナー等 
企業向け妊娠・子育て応援シンポジウム 

開催回数

（回） 

参加者 

（人） 

開催回数 

（回） 

参加者 

（人） 

開催回数

（回） 
参加者（人） 

市のホームページ 

掲載企業数（社） 

平成 30 年度 ６ ３４ ２ ２１８ １ ７１（５１社） ５６社 

令和 元 年度 ７ ６０ １ １４０ １ ６８（５４社） ８４社 

令和 2 年度   １ ２２５ １ ６０（４５社） ９７社 

 
（エ）まちぐるみ子育て応援事業 

地域ぐるみで妊婦や子育て中の母親を支援し、子どもが健やかに育つような地域づくりを推進する。 

 

 開催回数（回） 参加者数（人） 

３０年度 10 545 

※令和元年度から地域共生社会推進モデル事業（福祉政策課）の中で実施 
 

（オ）ベイビーボックスプレゼント事業 

赤ちゃんの誕生を祝福するとともに、育児の相談や支援を行うきっかけとするため、出生届出時に引換券を配付し、保健福

祉センターで育児用品を詰め合わせたベイビーボックスを配布する。（引換期間、生後6か月まで） 

 

 対象者数 
＊ 受取者数 割 合 

平成30年度 
（H30.4月開始） 

1,626人 1,593人 98.0％ 

令和元年度 3,090人 2,987人 96.7％ 

令和2年度 2,895人 2,822人 97.5％ 

        ＊ 対象者数は、前年10月1日から翌年9月30日までに生まれた児 
      
 

（カ）産前産後ママサポートダイヤル事業 

   妊産婦が妊娠や出産に関する不安や悩みについて、助産師に気軽に相談することで、不安を解消し、安心して育児に取り組

むことができるよう、24時間の電話相談を行うもの。 

    

 相談件数 

令和元年度 

（令和元年7月から） 
217 

令和2年度 455 

       

 
（キ）新型コロナウイルス感染症流行下における妊産婦総合対策（令和２年９月開始） 

新型コロナウイルス感染症の流行が続く中で、妊産婦は日常生活等が制限され、自身のみならず胎児・新生児の健康等につ 

いて、強い不安を抱えて生活を送っていることから、不安を抱える妊婦の分娩前に新型コロナウイルス感染症検査の補助を行う 

とともに、感染していることが確認された妊産婦について、本人等の希望を踏まえ、助産師、保健師等による訪問や電話相談な 

どで継続的に寄り添い支援を行うもの。 

 

 ・新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査受診数  314件  

・寄り添い支援対象者数             0件 
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（オ）産前産後等養育支援訪問（育児・家事援助）(平成３０年１１月から開始) 
 

（件） 

  実数 延数 

平成30年度    ４      １４ 

令和元年度 １４     １０６ 

令和2年度 ３１ ２１９ 
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3-14 予防対策 

3-14-1 口腔衛生予防対策事業 

(1)事業目的 

     妊婦の歯科健康診査、乳幼児むし歯予防のためのむし歯予防教室、フッ化物塗布を実施して母と子の歯の健康増進を図る。 

(2) 根拠法令 

 地域保健法 

(3) 事業実積 

 

（ア）フッ化物塗布 

（乳幼児の保護者に対して歯の健康教育、幼児に対してフッ化物塗布を行い、乳歯をむし歯から守る。）  

    区分 

年度 

よい歯づくり講座 フ ッ 化 物 塗 布 

実施回数（回） 受講者数（人） 実施回数（回） 受診者延数（人） 新規受診者（人） 

平成３０年度   ４５   ５１７  ４９ １，６０１   ６０５ 

令和 元 年度   ４３   ４６４  ４３ １，５０８   ５５２ 

令和 ２ 年度   ２２   １９２  １５   ３０３   ２１５ 
 

（イ）健康教育 

    区分 

年度 

乳  幼  児 小・中学生 成    人 

実施回数（回） 受講者数（人） 実施回数（回） 受講者数（人） 実施回数（回） 受講者数（人） 

平成３０年度  ５６ １，７７３  ４   ２１１  １９   ４７９ 

令和 元 年度  ５２ １，８３９ １６   ８４６  ４６ １，１７７ 

令和 ２ 年度  １８   １９７  １    １２  １７   ３７７ 

    ＜乳幼児＞赤ちゃん教室、親子サークル等 

    ＜成 人＞糖尿病教室、健康づくり講演会、研修会等 

 

    （ウ）歯科相談 

 区分  

 年度 
実施回数（回） 相談者数（人） 

平成３０年度  １１４ ２，３８０ 

令和 元 年度  １１３ １，５７７ 

令和 ２ 年度   ５５ ９８ 

    ・乳幼児健康相談、地域健康づくり展、電話相談で実施 

 

    （エ）妊婦歯科健診 

      A 受診状況 

    区分 

年度 
受診票発行者数（人） 受診者数（人） 受診率（％） 

平成３０年度 ３，２４２   ９８３ ３０．３ 

令和 元 年度 ３，１２２   ９７２ ３１．１ 

令和 ２ 年度 ２，８６９   ８７１ ３０．４ 

     

      B 年齢状況（令和２年度） 

区分 総 数 19歳以下 20～29歳 30～39歳 40歳以上  

実数（人） ８７１ ５ ３４４ ４８２ ４０ 

 

      C 受診時週数（令和２年度） 

区分 総 数 15週以下 16～27週 28週以上  

実数（人） ８７１ １７８ ５６５ １２８ 

 

      D 受診者判定区分（令和２年度） 

区分 総 数 異 常 な し 要 指 導 要 精 検 
要 精 検 の 内 訳（延数） 

歯 周 治 療 う 歯 治 療 補 綴 治 療 その他 

実数（人） ８７１ ９５ １５３ ６２３ ３９５ ３８７ １４ １５６ 
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